
■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

3

4

■活動指標の数値の推移

1

2

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、タウ
ンミーティング
等の開催によ
り、社会参加意
欲のある高齢者
に情報提供を行
い、さらなる意
識の醸成につな
げる。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

シニア活動推進
コーディネー
ターを中心に、
企業や公民館な
どと連携を図
り、ネットワー
ク会議などで情
報交換を行いな
がら、中高年世
代へのさらなる
普及に取り組
む。

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 1

章 1

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標

― 60.6 ―
65歳以上で社会活動
を行っている者の割
合【元気】

% 60.6

2021 2022 2023 2024 2025

第８期 第９期
第10期における扱い
（見直しの有無）

―
元気：6.5
居宅：2.0

増加

長野県シニア大学の
卒業者数

人 364 422 387 364

65歳以上高齢者の月
１回以上ボランティ
アへの参加率

％ 6.7 ― 6.7 ―

454 452 720

施策 1 ◆多世代への普及・啓発

目標の評価や指標に
関する特記事項

人生100年時代を迎え、中高年の世代
から将来について考えるきっかけを
つくるため、企業や公民館等での普
及・啓発活動を行います。

元気な高齢者が「支える側」として
社会参加しやすい環境づくりを進め
るため、高齢者自身も含めた社会全
体の意識の醸成を図ります。

区分 単位 基準値

実績値の推移

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

趣味や生きがいがあ
る高齢者の割合【居
宅】

% 33.4 ― 52.2 ―

― 21.7

趣味や生きがいがあ
る高齢者の割合【元
気】

% 69.2 ― 74.0 ―

65歳以上で社会活動
を行っている者の割
合【居宅】

% 18.7 ― 18.7 ―

― 51.8

後期高齢者人口が増加してきた
なかで、割合が下がってきたも
のと考えられる。

継続

「通いの場」が増えたことによ
り、居宅要支援高齢者が参加で
きる活動の場が増えたのではな
いかと考えられる。

継続

戦後世代の高齢者層の増加に伴
う、高齢者層全体での価値観の
変化があると考えられる。

継続

①第９期の方向性
（施策説明文） 左記の課題に対する取組成果・課題

計画どおり実行できた
か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

シニア活動推進
コーディネーター
が中心となり、関
係機関と連携して
生きがいづくりに
取り組んだ。

・シニアによる学
校ボランティアや
多世代交流などを
実施した。

変更な
し

外部機関との
さらなる連携

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

人生100年時代を迎え、中高
年の世代から将来について考
えるきっかけをつくるため、
企業や公民館等での普及・啓
発活動を行います。

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

社会参加しや
すい環境づく
りの促進

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

元気な高齢者が「支える側」
として社会参加しやすい環境
づくりを進めるため、高齢者
自身も含めた社会全体の意識
の醸成を図ります。

最も近
いもの
を選択

具体的な課題

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

シニア活動推進
コーディネーター
が中心となり、社
会参加に意欲のあ
る高齢者に、意識
の醸成が図れた。

・シニアの活躍の
場の提供や社会参
加活動を普及啓発
する「タウンミー
ティング」を開催
した。
（R７年度10地域
で開催、1,257人
参加）

変更な
し

一定の固定層で推移
しており、拡大が進
んでいない状況が伺
える

中間アウトカムとも一部重複する
ため、他に良い活動指標があれ
ば、変更も検討

コロナ禍の終息に伴
い、卒業生も増加傾
向にあるが、広報活
動の不足等もあり、
目標未達成

入学者数に応じた目標値に変更、
もしくは前年度からの「増加」に
変更

「人生100年時代」において、高齢者が培ってきた知識や経験を生かし、積極的に社会参加ができる環境づくりを進め、生きがいを持って多様
な活躍ができる社会と「しあわせ健康県」の実現を目指します。

健康増進課

推進目標１：健康で生きがいのある暮らしの実現

第１章：高齢者が生きがいをもって活動していける社会づくり

第１節　「人生100年時代」におけるシニアの活躍推進

戦後世代の高齢者層の増加に伴
う、高齢者層全体での価値観の
変化があると考えられる。

― 74.7

― 53.8

継続

１参考資料
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

長野県長寿社会
開発センターと
連携し、シニア
活動推進コー
ディネーターが
中心となって、
タウンミーティ
ングやネット
ワーク会議等を
通して、関係機
関との連携を強
化し、情報提供
などにより高齢
者の社会参加の
促進につなげ
る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

長野労働局との
連携を更に密に
し、センターの
的確な運営と財
政基盤の強化に
向けて、支援を
行う

県シルバー人材センター連合会が行
う就業先の開拓や会員の拡大などの
活動への支援を通じて、高齢者の多
様な就業機会を確保し、生きがいの
場の提供及び健康の維持・増進を図
ります。

シニア活動推進コーディネーター
が、広域的かつ多様な主体と連携す
ることで、地域の実情や課題を共有
し、地域課題に応じる相談窓口機能
の強化を図ります。退職したシニア
や孤立した高齢者等が身近な場所で
活躍できる居場所づくりを支援しま
す。中高年が退職後に孤立すること
を防ぐため、シニア活動推進コー
ディネーターが企業と連携して、退
職後の人生について具体的に考える
きっかけをつくるための研修等を行
います。

施策 2 ◆関係機関との連携

シルバー人材セン
ター連合会が行う
就業先の開拓、会
員拡大などの実施
事業に対する補助
金を交付してい
る。

シルバー人材セン
ター連合会と情報
共有しながら事業
を実施した。

変更な
し

県シルバー人材センター連合
会が行う就業先の開拓や会員
の拡大などの活動への支援を
通じて、高齢者の多様な就業
機会を確保し、生きがいの場
の提供及び健康の維持・増進
を図ります。

県組織以外と
の外部の関係
者との連携

②第９期の振り返り

シニア活動推進
コーディネーター
が中心となり、関
係機関と連携し、
高齢者が活躍でき
る居場所づくり・
生きがいづくりに
向け、情報交換を
行った。

・地域課題の共有
や解決策を検討す
る「ネットワーク
会議」の開催によ
り、広域的かつ多
様な機関との連携
強化が図れた。
（R７年度10圏域
で開催）

①第９期の方向性
（施策説明文）

③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

変更な
し

シニア活動推進コーディネー
ターが、広域的かつ多様な主
体と連携することで、地域の
実情や課題を共有し、地域課
題に応じる相談窓口機能の強
化を図ります。退職したシニ
アや孤立した高齢者等が身近
な場所で活躍できる居場所づ
くりを支援します。中高年が
退職後に孤立することを防ぐ
ため、シニア活動推進コー
ディネーターが企業と連携し
て、退職後の人生について具
体的に考えるきっかけをつく
るための研修等を行います。

高齢者のさら
なる社会参加

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

2 



最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

長寿社会開発セ
ンターと連携
し、シニア大学
の事業を引き続
き続き実施する
ほか、タウン
ミーティング等
で、社会参加の
促進につながる
イベントを実施
する。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続きシニア
活動推進コー
ディネーターへ
の相談を受け付
け、また、長野
県長寿社会開発
センターと連携
しタウンミー
ティング等で、
社会参加に意欲
のある高齢者に
情報提供し、さ
らなる生きがい
づくりを目指
す。

社会参加活動等に意欲のある高齢者
に対して、活躍の場を支援します。

長野県長寿社会開発センターが運営
する長野県シニア大学の講座を通し
て、社会参加に向けた意識づけを行
い、高齢者の社会参加を促進しま
す。

施策 3 ◆人材育成

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

①第９期の方向性
（施策説明文）

さらなる社会
参加の促進

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

シニア大学「一般
コース」「専門
コース」の参加を
通して地域社会で
活躍できる人材育
成に取り組んだ。

・シニア大学に、
教養講座、趣味・
健康・交流講座、
地域づくり講座の
３つのカリキュラ
ムから生きがいづ
くり、仲間づく
り、社会参加の
きっかけづくりを
目指す「一般コー
ス」と、地域課題
に向き合い解決す
る力（発想する
力、連携する力、
合意形成力、コー
ディネート力等）
を備えたプロ
デューサー的な人
材を育成する「専
門コース」を開設
し、卒業生が地域
の課題解決に向け
て主体的に活動し
ている。
（R7年度末現在、
シニア地域プロ
デューサー登録人
数206人）

変更な
し

シニア活動推進
コーディネーター
により、社会参加
活動に意欲のある
高齢者に対して情
報提供を実施。

・シニア活動推進
コーディネーター
の活動が認知さ
れ、地域単位の相
談に対して、解決
に向けて地域に寄
り添った具体的か
つ着実に対応でき
る体制となってい
る。
（R７年度相談件
数5,588件）

変更な
し

社会参加活動等に意欲のある
高齢者に対して、活躍の場を
支援します。

さらなる社会
参加の促進

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

長野県長寿社会開発センター
が運営する長野県シニア大学
の講座を通して、社会参加に
向けた意識づけを行い、高齢
者の社会参加を促進します。

3 



最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、長野
県長寿社会開発
センターや長野
県シニアクラブ
連合会と連携
し、補助やイベ
ントへの協力な
どを通して社会
参加の促進を図
る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

アクティブシニ
アに届きやすい
広報や職場説明
会等を通じて、
介護分野での就
労や社会参画の
機会について発
信する。あわせ
て、求人事業所
に対して高齢者
雇用への理解促
進を図り、ス
ポットワークの
活用も含めた多
様な参画方法を
検討する。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

関係機関との協働により、アクティ
ブシニアへの働きかけを行い、介護
の仕事の積極的なPRを行います。

長野県シニア大学の講座や信州ねん
りんピックの開催、全国健康福祉祭
への選手派遣など、高齢者の活躍の
場を広げる活動や、老人クラブの地
域における活動への支援を通じて、
高齢者の生きがい・健康づくりや多
様な社会参加の促進を図ります。

施策 4 ◆社会参加、就労的活動の推進

①第９期の方向性
（施策説明文）

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

信州介護人材誘
致・定着事業にお
いて、年齢にかか
わらず参加が可能
であることを周知
した。介護の職場
説明会等も実施し
ているが、事業所
の実際の求人には
年齢制限が付与さ
れているケースが
散見されている。
（R7年度実績）
・信州介護人材誘
致・定着事業に合
計21名が事業に参
加。（60代以上）

信州介護人材誘
致・定着事業にお
いて、年齢にかか
わらず参加が可能
であることを周知
した。また、介護
の職場説明会等も
実施した。一方
で、事業所の求人
に年齢制限が付さ
れているケースも
見られ、アクティ
ブシニアの就労促
進に向けて課題が
残った。

引き続き、長野県長寿社会開発センターや長野県シニアクラブ連合会と連携し、シニア活動推進コーディネーターによるネットワーク会議やタウンミー
ティングの開催等、広域的かつ多様な主体との連携の強化やシニアの活躍の場の普及啓発により、シニアの社会参加を促進する。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

変更な
し

関係機関との協働により、ア
クティブシニアへの働きかけ
を行い、介護の仕事の積極的
なPRを行います。
（注）492シートに同様の項
目アリ

アクティブシ
ニアの介護分
野への参画を
促進するため
には、対象者
の目に留まり
やすい広報や
情報発信を行
うとともに、
求人事業所側
の理解促進を
図る必要があ
る。また、ス
ポットワーク
の活用も含
め、各人の状
況に応じた柔
軟な社会参画
の機会を広げ
ることが課題
である。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

・信州ねんりん
ピックの開催や老
人クラブの活動に
対する補助などに
より、高齢者の生
きがい・健康づく
りを促進した。

（R７年度実績）
・信州ねんりん
ピック
文化・芸術交流大
会とスポーツ交流
大会を開催し、延
べ1,810人が参
加。
・全国健康福祉祭
15種目に132人派
遣
・市町村老人クラ
ブの活動に対する
補助　720クラ
ブ・16,533千円

変更な
し

長野県シニア大学の講座や信
州ねんりんピックの開催、全
国健康福祉祭への選手派遣な
ど、高齢者の活躍の場を広げ
る活動や、老人クラブの地域
における活動への支援を通じ
て、高齢者の生きがい・健康
づくりや多様な社会参加の促
進を図ります。

さらなる社会
参加の促進

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

シニア活動推進コーディネーターによるシニアへの活動支援やシニア大学卒業生による地域での活動により、シニアの社会参加が促進された。
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

3

4

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 1

章 1

区分 単位 基準値
実績値の推移

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期
2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値
実績値の推移

2026年度
目標

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

継続

2025年値は現在集計
中。

継続

2021 2022 2023 2024 2025

2023年より指標の元
となる調査の方法が
変更となった影響等
により減少したと考
えられる。

継続

2023年より指標の元
となる調査の方法が
変更となった影響等
により減少したと考
えられる。

継続

認知症リスク【元
気】

―
（集計
中）

59.4

高血圧者・正常高値
血圧者の割合［20歳
以上］（女性）

％
46.1
(R1)

46.1
(R1)

― ―

高血圧者・正常高値
血圧者の割合［20歳
以上］（男性）

％
63.8
(R1)

63.8
(R1)

― ―

―
（集計
中）

40.6

2025年値は現在集計
中。

健康づくりのために
運動や食生活に関す
る取組を行っている
者の割合（運動)

％ 72.7 ― 72.7 56.5 53.4 54.1 72.7以上

健康づくりのために
運動や食生活に関す
る取組を行っている
者の割合（食生活）

％ 85.2 ― 85.2 69.7 66.4 68.2 85.2以上

継続

運動機能・転倒リス
ク【元気】

% 13.7 ― 13.7 ― ― 13.6

ほぼ横ばいとなっており、一定の
固定層であるとも考えられるが、
他方で、そうした層へのアプロー
チが不十分という評価もできる

継続

閉じこもりリスク
【元気】

% 21.8 ― 21.8 ― ― 21.7

ほぼ横ばいとなっており、一定の
固定層であるとも考えられるが、
他方で、そうした層へのアプロー
チが不十分という評価もできる

% 45.7 ― 45.7 ― ― 45.3

ほぼ横ばいとなっており、一定の
固定層であるとも考えられるが、
他方で、そうした層へのアプロー
チが不十分という評価もできる

継続

継続

区分 単位 基準値
実績値の推移

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期
2021 2022 2023 2024 2025

口腔リスク【元気】 % 18.2 ― 18.2 ― ― 22.0

前回調査と比べ高齢者の孤食化
（家族や友人・知人などと食事を
ともにする機会の減少）が進んで
おり、そのことが口腔リスクを引
き上げているのではないかと考え
られる。

OP

特定健診受診率 %
58.6%

（全国５
位)

61.5
（全国７
位）

62.2
（全国６

位）

64.4
（全国４

位）

65.7
（全国６
位）

―

医療保険者の取組等により特定健
診受診率は全国平均を上回って順
調に推移し、全国上位を維持して
いる。

継続

特定保健指導実施
率

%
31.5%

（全国５
位)

34.7
（全国４
位）

35.6
（全国４

位）

35.3
（全国７

位）

34.2
（全国10
位）

―

医療保険者の取組等により特定保
健指導実施率は全国平均を上回っ
ているが、マンパワー不足等によ
り伸び悩んでいる事が考えられ
る。

継続

「人生100年時代」において、高齢者が培ってきた知識や経験を生かし、積極的に社会参加ができる環境づくりを進め、生きがいを持って多様な活躍がで
きる社会と「しあわせ健康県」の実現を目指します。

健康増進課

推進目標１：健康で生きがいのある暮らしの実現

第１章：高齢者が生きがいをもって活動していける社会づくり

第２節　健康づくりの総合的な推進
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

保険者協議会等
と連携してデー
タ活用に必要な
知識や情報を提
供していく

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

関係する団体等
と連携して参加
者の増加、運動
習慣の定着とな
るよう周知して
いく

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

関係団体や市町
村等と連携によ
り、県民の運動
習慣の定着に向
けた普及・啓発
を行っていく

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

事業者が参画し
やすい登録要件
等の見直し等も
視野に入れなが
ら引き続き飲食
店等へ事業周
知、支援を行う

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、関係
機関・団体、食
育ボランティア
等と連携しなが
ら、普及・啓発
を行う

6

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き健康経
営セミナーを実
施する協会けん
ぽへの補助等を
通じ、効果的な
普及啓発に資す
る情報の収集・
展開を実施す
る。

施策 1 ◆信州ACE（エース）プロジェクトの推進

ICTを活用した県民参加型の運動施策
の展開により、働き盛り世代の健康
づくりを促進します。

オリジナル体操（ご当地体操）の実
施やウォーキングコースの紹介など
により、県民の運動習慣の定着を促
進します。

健診データの分析を通じた地域の健
康課題の見える化により、市町村で
の的確な保健事業の実施への支援を
行います。

医療保険者から提
供いただいた健診
データを市町村別
に見える化し提供
した。データヘル
ス推進検討会を開
催し、市町村の保
健事業を支援し
た。

分析したデータを
保健福祉事務所単
位で地域・職域会
議の資料等に活用
しているが、具体
的な事業実施への
活用に繋がりにく
い。

変更な
し

健診データの分析を通じた地
域の健康課題の見える化によ
り、市町村での的確な保健事
業の実施への支援を行いま
す。

データを活用
して具体的な
事業へ活かし
ていくための
知識が必要

研修や学びの機会
の提供や有識者か
らの意見聴取を行
う

・協会けんぽ開発
のスマートフォン
アプリを活用した
事業所対抗ウォー
キングを実施し
た。

企業を中心に多く
の働き盛り世代の
参加を得られ、運
動習慣定着のきっ
かけとなった。

ICTを活用した県民参加型の
運動施策の展開により、働き
盛り世代の健康づくりを促進
します。

継続して身体
を動かすこと
の必要性を理
解していただ
くための効果
的な普及・啓
発

受益者（対象者）
の関心を引きつけ
る

信州ＡＣＥ（エー
ス）プロジェクト
のActionの取組の
一環としてウォー
キングコース等を
紹介し、ウォーキ
ングの普及と定着
を図った。また、
長野県版身体活動
ガイド「ずくだす
ガイド（第２
版）」を作成し、
関係団体や市町村
等と連携により普
及を図った。

運動関係団体や市
町村と連携し「ず
くだしガイド」の
普及を図っている
が認知度はまだ低
い。

変更あ
り

オリジナル体操（ご当地体
操）の実施やウォーキング
コースの紹介などにより、県
民の運動習慣の定着を促進し
ます。
（修正案）
運動アドバイザー派遣の実施
や長野県版身体活動ガイド
「ずくだすガイド」の普及な
どにより、県民の運動習慣の
定着を促進します。

効果的な普
及・啓発につ
ながるよう関
係団体や関係
者との連携が
必要

内部や外部の関係
者との関係を強化
する

県民が適正な食事量を選択する食環
境を整えるため、飲食店・スー
パー・コンビニエンスストア等に対
して健康に配慮したメニュー（弁
当）などの提供ができるよう相談・
支援を行います。

関係機関・団体、食育ボランティア
等と連携し、バランスの取れた食生
活に関する普及・啓発を行います。

飲食店等に対して
健康に配慮したメ
ニュー開発等の支
援を行った。ま
た、店舗利用促進
に向けた県民への
普及啓発として、
スタンプラリーイ
ベントの実施や、
食に関する特設サ
イト「Eatpi」を
作成し、店舗情報
の発信等による広
報の充実を図っ
た。

保健福祉事務所を
中心に飲食店等に
対して働きかけを
行っているが、健
康に配慮したメ
ニューを提供する
店舗数は減少して
いる。新規登録が
ペースダウンして
いることや既登録
事業者へのフォ
ロー体制が不足し
ている。

変更な
し

県民が適正な食事量を選択す
る食環境を整えるため、飲食
店・スーパー・コンビニエン
スストア等に対して健康に配
慮したメニュー（弁当）など
の提供ができるよう相談・支
援を行います。

健康に配慮し
たメニューを
提供する店舗
の増加を図る
ための取組が
必要

施策の作業工程を
作成し、進捗管理
を行いながら工程
の調整を行う

食生活改善推進員
の育成を支部を設
置する９所で実施
し、健康増進普及
啓発を地域へ行う
人材の育成を行っ
た。

各所で人材育成を
行っているが、会
員の高齢化による
会員数の減少がみ
られる。

変更な
し

関係機関・団体、食育ボラン
ティア等と連携し、バランス
の取れた食生活に関する普
及・啓発を行います。

効果的な普
及・啓発につ
ながるよう食
生活改善推進
員等の育成が
必要

内部や外部の関係
者との関係を強化
する

健康経営に実際に取り組んだ企業の
取組とその成果を県内企業へ普及す
ることにより、健康経営優良法人を
拡大します。

県内における「健
康経営優良法人」
の認定数は、大規
模法人53法人、中
小規模法人756法
人に達し、全国第
７位になるなど、
健康経営に取り組
む企業の裾野が広
がった。

経済産業省の公表
資料により、「健
康経営優良法人」
の県内認定法人数
とその推移を毎年
度把握・評価し
た。認定法人数は
年々増加してお
り、健康経営に取
り組む県内企業の
裾野が着実に広
がっている。

変更な
し

健康経営に実際に取り組んだ
企業の取組とその成果を県内
企業へ普及することにより、
健康経営優良法人を拡大しま
す。

健康経営のさ
らなる普及拡
大に向け、先
進事例や取組
の効果等に関
する知識・情
報を幅広く収
集し、効果的
な普及啓発に
つなげる必要
がある。

内部や外部の関係
者と先進事例の共
有・展開を図る

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)

の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題 最も近いものを選択

①第９期の方向性
（施策説明文）
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

関係機関で情報
共有や打合せを
行うと共に、研
修や助言等を通
じ好事例の横展
開等を進めるこ
とで効果的な保
健事業の実施が
出来るよう支援
する。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

市町村における高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施について、研
修や好事例の横展開等を進め、より
効果的な保健事業の推進が図られる
よう市町村支援を行います。

施策 2 ◆高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

・引き続き、信州ACEプロジェクトを展開し、県民の健康づくりに関する取組を推進する。

・信州ACEプロジェクトを展開し、運動（Action）、健診（Check)、食事（Eat)の各分野で県民の健康づくりに関する取組を推進した。

後期高齢者医療広
域連合、国民健康
保険団体連合会と
協力し研修会を
行った。また、市
町村助言等を通じ
効果的な保健事業
の推進が図られる
よう支援を行っ
た。

全市町村におい
て、一体的実施の
取組が出来てお
り、年々事業数も
増加している。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終アウトカム・中
間アウトカムの変化に影響があったか）

変更な
し

市町村における高齢者の保健
事業と介護予防の一体的実施
について、研修や好事例の横
展開等を進め、より効果的な
保健事業の推進が図られるよ
う市町村支援を行います。

後期広域連合
が主体で実施
をしているた
め、連携をし
ながら市町村
支援をしてい
く。また、保
健事業と介護
予防の一体的
実施のため、
庁内の関係課
との連携も重
要となり、研
修会や助言の
前に方向性等
を確認し、同
じ視点で市町
村支援が出来
るよう取り組
む必要があ
る。

内部や外部の関係
者との関係を強化
する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)

の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題 最も近いものを選択
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

5

6

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き啓発に
必要な資材の作
成や関係機関で
の効果的な活用
を促していく。

推進目標 1

章 2

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

第10期における扱い
（見直しの有無）

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
2024 2025

要支援者の１年後の
重症化率

%
20.5

【R3.3→
R4.3】

―
20.5

【R3.3→
R4.3】

― ―
21.6

【R6.3→
R7.3】

50歳以上における咀
嚼良好者の割合

％ 75.9 ―

2021 2022 2023 2024 2025

80歳（年齢区分 75歳
～84歳）で自分の歯
を20本以上有する者
の割合

％ 59.5 59.5

フレイルを認知して
いる者の割合

％
20歳以上
46.0

―
20歳以上

46.0
―

区分 単位 基準値

実績値の推移

65歳以上の低栄養傾
向の者の割合

％ 22.5 ― 22.5 ―
（集計
中）

17.8未満

運動習慣のある者の
割合（65歳以上男
性）

％
39.5
(R1)

39.5
(R1)

― ―
（集計
中）

46.9

―

―

運動習慣のある者の
割合（65歳以上女
性）

％
30.0
(R1)

30.0
(R1)

― ― ―
（集計
中）

44.0

後期高齢者人口の増加に伴い、重
症化率も上昇する傾向にあると考
えられる。

継続

目標の評価や指標に
関する特記事項

施策
説明文
(①)
の変更
有無

2025年値は現在集計
中。

継続

2025年値は現在集計
中。

継続

フレイル予防の視
点を持った健康づ
くりに取組むきっ
かけづくりのため
に、関係団体と普
及啓発のチラシを
作成し、健康イベ
ントの際に配布し
たり、関係機関へ
配布し活用を促し
た。

認知度の向上に関
する指標データが
集計中であるた
め、今後の結果を
確認し、振り返り
を行う。

変更な
し

市町村、関係機関・団体等と
連携し、県民がフレイルにつ
いての理解を深め、それぞれ
の生活背景や健康状態に応じ
たフレイル予防・フレイル対
策に取り組めるよう、知識及
び予防について普及・啓発を
行います。

市町村、関係機関・団体等と連携
し、県民がフレイルについての理解
を深め、それぞれの生活背景や健康
状態に応じたフレイル予防・フレイ
ル対策に取り組めるよう、知識及び
予防について普及・啓発を行いま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策 1 ◆フレイル予防の普及

さらなる認知
度の向上と具
体的な取組を
推進していく
必要がある。

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2025年値は現在集計
中。

継続

2025年値は現在集計
中。

継続

2025年値は現在集計
中。

継続75.9 ―
（集計
中）

77.3

2026年度
目標

―

―

―

2025年値は現在集計
中。

継続

―
（集計
中）

46.1以上

県民一人ひとりが主体的にフレイル（健康と要介護状態の中間の状態）の予防に取り組むとともに、早期に適切な支援を行うなど効果的な介護
予防を行い、健康な状態を維持する期間の延伸を目指します。

健康増進課

推進目標１：健康で生きがいのある暮らしの実現

第２章：高齢者が健康でいきいきと暮らせる地域づくり

第１節　フレイル予防・要介護リスク抑制の取組の強化

―
（集計
中）

68.0
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き効果的
な支援方法や好
事例の共有を図
る研修会を実施
する。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

引き続き、「お
口の健康推進
員」の育成に取
り組み、関係各
所とさらなる周
知方法を検討す
る。

2

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

現行の取り組みを
継続するほか、将
来導入される「国
民皆歯科健診」制
度における評価方
法を参考にし、検
討したい。

3

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

現行の事業を継
続するととも
に、市町村にお
ける取り組みの
状況等について
の把握に努め
る。

効果的な支援の方法、好事例の横展
開等の研修会により、フレイルに関
する専門職の資質向上を図ります。

施策 2 ◆フレイル予防推進のための人材育成

市町村等関係機関
に対してフレイル
予防推進研修会を
実施し、資質向上
を図った。

研修会の参加者数
を確認し、参加し
やすいようオンラ
インや複数会場の
開催などの工夫を
して実施した。

変更な
し

効果的な支援の方法、好事例
の横展開等の研修会により、
フレイルに関する専門職の資
質向上を図ります。

専門職が少な
い自治体の取
組を推進して
いく必要があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

施策 3 ◆歯科口腔保健対策

オーラルフレイルの早期予防のた
め、健康づくり県民運動「信州ACE
（エース）プロジェクト」と連動
し、全てのライフステージにおける
定期的な歯科検診を推進します。

介護予防に資する地域ケア会議に参
加する関係者が、口腔機能の維持向
上の重要性等を理解するため、歯科
医師や歯科衛生士を派遣する等、市
町村や地域包括支援センターの人材
育成を支援します。

歯科口腔保健の重要性について、関
係機関・団体と連携して普及・啓発
を強化する取組を実施します。

フィードバッ
ク方法の検討

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

歯科専門職の配置
がない市町村に歯
科衛生士を派遣
し、市町村事業の
展開に歯科衛生士
が関わることの効
果を知らせる事業
を実施した。

市町村が実施する
地域ケア会議等へ
の歯科専門職の参
画状況について把
握できていない。

介護予防に資する地域ケア会
議に参加する関係者が、口腔
機能の維持向上の重要性等を
理解するため、歯科医師や歯
科衛生士を派遣する等、市町
村や地域包括支援センターの
人材育成を支援します。

参画状況の把
握方法の検討

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

「地域歯科口腔保健
関係者事業」を県内
各地で実施し「お口
の健康推進員」を育
成することで普及啓
発に取り組んだ他、
一般県民を対象とし
たイベント等に参加
し周知した。

事業開始（R5）か
ら昨年度末までに
計658名を育成。
育成は順調である
との評価。

変更な
し

歯科口腔保健の重要性につい
て、関係機関・団体と連携し
て普及・啓発を強化する取組
を実施します。

さらなる周知
方法の検討

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

「お口の健康推進
員」育成研修会の内
容にオーラルフレイ
ルや定期的歯科受診
の必要性等を盛り込
み、そうしたことに
理解を深めることの
できる研修を行っ
た。

研修は計画どおり
実施できたが、受
講者の理解度や満
足度を確認するた
めのフィードバッ
ク収集ができてい
なかった。

変更な
し

オーラルフレイルの早期予防
のため、健康づくり県民運動
「信州ACE（エース）プロ
ジェクト」と連動し、全ての
ライフステージにおける定期
的な歯科検診を推進します。
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き啓発に
必要な資材の作
成や関係機関で
の効果的な活用
を促していく。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、関係
者への研修等の
機会を設け、低
栄養予防の推進
を促していく。

3

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

多職種からなる
タスクフォース
を引き続き設置
運営し、より効
果的な対策を検
討する。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、関係
機関と連携し、
認知度の向上に
取組む

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

関係機関と連携して、高齢者の低栄
養予防の重要性についての周知・啓
発を図り、フレイルの予防に努めま
す。

施策 4 ◆低栄養対策等

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

高齢者の低栄養予
防に関する普及啓
発のチラシを作成
し、健康イベント
の際に配布した
り、関係機関へ配
布し活用を促し
た。

健康イベントで
ターゲット層へ配
布することにより
一定の啓発効果が
あったと思われ
る。

変更な
し

関係機関と連携して、高齢者
の低栄養予防の重要性につい
ての周知・啓発を図り、フレ
イルの予防に努めます。

高齢期の低栄養予防の取組につい
て、保健事業に係る関係者への研修
等により推進します。

低栄養など高齢者が抱える食事や栄
養の課題について専門的な助言がで
きるよう、市町村の地域ケア会議等
への管理栄養士・栄養士の参画を支
援します。

実施なし

「オーラルフレイ
ル対策タスク
フォース」を設置
し、口腔保健の観
点だけでなく運
動・栄養の要素も
加えた予防活動を
実施している。

R4に設置したタス
クフォースにおい
て、①普及啓発②
予防活動③体制整
備の３要素につい
て検討し対策を講
じている。

経口摂取を維持し低栄養状態等に陥
ることがないよう、オーラルフレイ
ルについて、フレイル対策と連動
し、多職種や地域人材等を参集した
研修の実施等による普及・啓発を図
ります。

施策 5 ◆運動習慣への対策

歩行や運動に関する支援や助言等を
行う専門講師を企業や市町村に派遣
し、効果的な運動指導を行うこと
で、フレイル予防や転倒防止の取組
を推進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

・信州ACEプロジェクトを展開し、運動（Action）、健診（Check)、食事（Eat)の各分野で県民の健康づくりに関する取組を推進した。
・県、市町村、地域の栄養・歯科口腔保健担当者等へフレイル・オーラルフレイルに関する研修会等を行い、担当者の資質向上に努め、フレイル・オーラルフレイル予防に
関する取組支援を行った。

さらなる認知
度の向上と具
体的な取組を
推進していく
必要がある。

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

各保健福祉事務所
において開催して
いる市町村栄養士
研修会にて、地域
課題に応じて、フ
レイル予防をテー
マとした内容で研
修を実施した。

地域課題に応じて
テーマを設定し、
各所で研修会や情
報共有等を実施し
ている。

変更な
し

高齢期の低栄養予防の取組に
ついて、保健事業に係る関係
者への研修等により推進しま
す。

効果的な取組
につながるよ
う関係者への
幅広い知識や
情報の提供が
必要。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

変更な
し

経口摂取を維持し低栄養状態
等に陥ることがないよう、
オーラルフレイルについて、
フレイル対策と連動し、多職
種や地域人材等を参集した研
修の実施等による普及・啓発
を図ります。

多職種連携に
より取組を推
進する。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

・引き続き、歯と口の健康も含めた信州ACEプロジェクトを展開し、県民の健康づくりに関する取組を推進する。

変更あ
り

低栄養など高齢者が抱える食
事や栄養の課題について専門
的な助言ができるよう、市町
村の地域ケア会議等への管理
栄養士・栄養士の参画を支援
します。
（削除を検討）

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

企業や市町村に対
して運動アドバイ
ザーを派遣し、正
しい歩行や運動レ
ベルに応じた体操
等の指導を実施し
た。

運動アドバイザー
の派遣件数は近年
増加傾向にあり、
フレイル予防や運
動習慣定着のきっ
かけとなってい
る。

変更な
し

歩行や運動に関する支援や助
言等を行う専門講師を企業や
市町村に派遣し、効果的な運
動指導を行うことで、フレイ
ル予防や転倒防止の取組を推
進します。

さらなる認知
度の向上が必
要

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

関係機関の連携
を促進するた
め、先進事例の
共有を図るとと
もに、関係者が
連携して介護予
防に取り組むた
めの研修内容の
充実を図る。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

関係者の連携に
より効果的な取
組につながった
好事例を共有
し、他地域への
展開を図る。

推進目標 1

章 2

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

県民一人ひとりが主体的にフレイル（健康と要介護状態の中間の状態）の予防に取り組むとともに、早期に適切な支援を行うなど効果的な介護
予防を行い、健康な状態を維持する期間の延伸を目指します。

介護支援課

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2025年値は現在集計
中。

継続

4,737
今後調査
予定

3,500

通いの場の参加者数 人 44,541 40,426 44,541 53,261

通いの場の数
か
所

3,372 2,972 3,372 4,054

60,311
今後調査
予定

45,000

運動習慣のある者の
割合（65歳以上男
性）（再掲）

％
39.5
(R1)

39.5
(R1)

運動習慣のある者の
割合（65歳以上女
性）（再掲）

％
30.0
(R1)

30.0
(R1)

― ― ―
（集計
中）

44.0

施策 1 ◆市町村支援

効果的な介護予防事業の推進に向
け、PDCAサイクルに沿った取組が展
開されるよう、フレイルや介護予防
に関する知識や技術を習得するため
の研修会等を開催し、市町村職員の
資質向上を図ります。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

介護予防等推進研
修にてサービス活
動C事業を中心と
した総合事業にお
ける介護予防事業
の展開について研
修を実施した。ま
た、伴走型支援事
業等を通じて市町
村の課題を把握
し、複数の市町村
に共通する課題等
を研修テーマに反
映するなど、現場
の課題を踏まえた
研修を実施した。

伴走型支援事業等
を通じて市町村の
課題やニーズを把
握し、その内容を
研修テーマの設定
や研修内容の改善
に反映するなど、
振り返りや評価を
踏まえた取組を実
施した。

変更な
し

効果的な介護予防事業の推進
に向け、PDCAサイクルに沿っ
た取組が展開されるよう、フ
レイルや介護予防に関する知
識や技術を習得するための研
修会等を開催し、市町村職員
の資質向上を図ります。

フレイル高齢
者の早期発見
や介護予防に
つなげるた
め、関係部
署・関係機関
間の連携や情
報共有をさら
に促進する必
要がある。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

フレイル高齢者の早期発見の取組の
推進に向け、好事例の横展開などを
行います。

介護予防等推進研
修にて市町村担当
者に好事例の発表
の場を設けた。

市町村で課題とな
りやすいものを事
例発表のテーマと
して選択した。

変更な
し

フレイル高齢者の早期発見の
取組の推進に向け、好事例の
横展開などを行います。

フレイル高齢
者に関わる部
署の連携を更
に促進する必
要がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

通いの場の箇所
か
所

2,972 2,972 ― 3,740 ― ―
各地域における取組が箇所増につ
ながっている。

継続

月１回以上の通い
の場の参加率

%
5.6%（全
国21位)

5.6%（全
国21位)

― 7.5 ― ―
通いの場の増加に伴い、参加率も
上昇してきていると考えられる。

継続

各地域における取組
が箇所増につながっ
ている。

継続

通いの場の増加に伴
い、参加率も上昇し
てきていると考えら
れる。

継続

2025年値は現在集計
中。

継続― ― ―
（集計
中）

46.9

推進目標１：健康で生きがいのある暮らしの実現

第２章：高齢者が健康でいきいきと暮らせる地域づくり

第２節　効果的な介護予防の推進
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3

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

事業の周知と、
課題に応じたア
ドバイザーの選
定を進める。

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

適切な介護予防
ケアマネジメン
トが行えるよう
研修を継続す
る。

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

生活支援コー
ディネーターの
ニーズに合わせ
た研修を開催す
る。

6

7

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

事業の周知と、
課題に応じたア
ドバイザーの選
定を進める。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

介護予防や地域のつながりの
促進に向けて、介護予防・日
常生活支援総合事業や生活支
援サービスの充実を図るた
め、生活支援コーディネー
ター等の資質向上や、作成し
た事例集などを用いて取組事
例の共有等を行います。

生活支援コー
ディネーター
の配置状況、
活動の進捗に
地域差が大き
い。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

効果的な体力の低下防止や地域との
つながりの維持、認知症予防のため
に高齢者が集える「住民運営による
通いの場」の増加を図るためアドバ
イザーの派遣を行うとともに、取組
内容の改善に向けたアドバイスなど
効果的・効率的な支援を行うためリ
ハビリテーション専門職の派遣等に
より「通いの場」の充実を図りま
す。

住民主体の通いの
場等推進支援事業
にてリハビリテー
ション専門職の派
遣をおこなった。

通いの場の増加に
一定の成果があっ
た。

変更な
し

効果的な体力の低下防止や地
域とのつながりの維持、認知
症予防のために高齢者が集え
る「住民運営による通いの
場」の増加を図るためアドバ
イザーの派遣を行うととも
に、取組内容の改善に向けた
アドバイスなど効果的・効率
的な支援を行うためリハビリ
テーション専門職の派遣等に
より「通いの場」の充実を図
ります。

更に多くの市
町村の支援を
実施する必要
がある。

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

感染症流行期においても、高齢者が
安心して介護予防に取り組めるよ
う、要介護（要支援）認定者等の介
護予防事業の実践事例など各自治体
の取組の情報提供などを行います。

通いの場や地域ケア会議へリハビリ
テーション専門職等を派遣すること
により、市町村において効果的な低
栄養・フレイル予防等の介護予防事
業を展開できるよう支援します。ま
た、介護予防やフレイル予防対策を
実施する市町村等に運動アドバイ
ザーを派遣することで、市町村の介
護予防事業の促進を図ります。

自立に必要なサービスを提供するた
め、研修等を通じて、「介護予防支
援・介護予防ケアマネジメント」の
充実を図るとともに、居宅介護支援
事業所に介護予防支援の指定対象が
拡大されることを周知し、地域包括
支援センターの負担軽減を支援しま
す。

介護予防や地域のつながりの促進に
向けて、介護予防・日常生活支援総
合事業や生活支援サービスの充実を
図るため、生活支援コーディネー
ター等の資質向上や、作成した事例
集などを用いて取組事例の共有等を
行います。

長野県介護支援専
門員協会に委託
し、介護予防ケア
マネジメント・介
護予防ケアプラン
作成研修を実施
し、適切な介護予
防ケアマネジメン
トのための知識と
技術の習得の場と
した。

研修内容の確認、
調整を実施した。

変更な
し

実施なし
変更あ
り

R7年度に地域包括
ケア市町村伴走型
支援事業の事例集
を作成。R8年度か
らは生活支援コー
ディネーター養成
研修を開始した。

事例集の配布によ
り取り組みの横展
開につながった。
研修によって生活
支援コーディネー
ターの資質の向上
につながってい
る。

変更な
し

効果的な介護予防の推進にむけて、地域ケア会議の充実、支援者の資質向上が必要。研修会やアドバイザーを派遣を通して、全体支援と個別支援を並行し
て進めていく。

感染症流行期においても、高
齢者が安心して介護予防に取
り組めるよう、要介護（要支
援）認定者等の介護予防事業
の実践事例など各自治体の取
組の情報提供などを行いま
す。

住民主体の通いの
場等推進支援事業
にてリハビリテー
ション専門職の派
遣を行った。

各市町村の問題解
決につながるよ
う、依頼内容に応
じたアドバイザー
を選択した。

変更な
し

通いの場や地域ケア会議へリ
ハビリテーション専門職等を
派遣することにより、市町村
において効果的な低栄養・フ
レイル予防等の介護予防事業
を展開できるよう支援しま
す。また、介護予防やフレイ
ル予防対策を実施する市町村
等に運動アドバイザーを派遣
することで、市町村の介護予
防事業の促進を図ります。

市町村ごとの課題に対して個別性を重視した支援を行い、事業を概ね計画どおり実施することができた。通いの場への参加促進など住民の意識の変化や、生活支援コーディ
ネーターのスキルアップにつながっている。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

自立に必要なサービスを提供
するため、研修等を通じて、
「介護予防支援・介護予防ケ
アマネジメント」の充実を図
るとともに、居宅介護支援事
業所に介護予防支援の指定対
象が拡大されることを周知
し、地域包括支援センターの
負担軽減を支援します。

高齢者の自立
支援に向け、
総合事業等の
多様な支援を
適切に活用す
ることが十分
でなく、介護
保険サービス
を中心とした
ケアプランと
なる傾向があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

更に多くの市
町村の支援を
実施する。

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

■活動指標の数値の推移

1

推進目標 2

章 3

目標の評価や指標に
関する特記事項

実績値の推移
第10期における扱い
（見直しの有無）

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第３章：住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる地域包括ケア体制の確立

第８期 第９期

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

介護が必要になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、地域住民同士が支え合い、必要なときには専門職が連携
し、包括的なケアができる地域社会を目指します。

介護支援課計画係

第１節　地域の実情に応じた地域包括ケアの推進

生活支援サービスの
充実の必要性を感じ
ている者の割合【居
宅】

% 10.5 ― 10.5 ― ― 11.8

2024 2025

生活支援サービスの
充実の必要性を感じ
ている者の割合【元
気】

% 10.8 ― 10.8 ―

2021 2022 2023

― 12.3

区分 単位 基準値

後期高齢者人口の増加に伴うニー
ズの増大にサービス供給が追い付
いていないと考えられる。

継続

後期高齢者人口の増加に伴うニー
ズの増大にサービス供給が追い付
いていないと考えられる。

継続

継続

第10期における扱い
（見直しの有無）

高齢者人口が増加し
てきているなかでも
一定割合を維持でき
ていると考えられる

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第８期 第９期

要介護（要支援）認
定者のうち、自宅ま
たは地域で暮らしな
がら介護サービスを
受けている者の割合

％ 82.8 82.5 82.8 82.4 82.8 83.2 83.0以上
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修機会を設け
るとともに、伴
走型支援におい
てデータ活用に
向けた個別支援
を行う。

2
試行的な
取組の実
施

有識者や市町村
から意見聴取し
ながら、より良
い支援手法を検
討・試行を行っ
ていく

3 ー

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

既に指定してい
る市町村の状況
や取組等につい
て共有する機会
を設ける。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

事業者からの相
談等に対応

地域包括支援センターにおける介護
予防支援等について、居宅介護支援
事業所等と連携を図ることで、地域
包括支援センターの負担が軽減され
るよう支援します。

地域包括ケア体制の構築状況「見え
る化」調査結果等を踏まえ、市町村
と課題を共有し、解決に向けて市町
村に寄り添って検討を行う、伴走型
支援を実施します。

高齢者が自宅や地域において安心し
て暮らしていけるよう、第８期計画
中に作成した「地域資源の見える化
マップ」を有効活用し、高齢者に見
やすくわかりやすい発信を支援しま
す。

分野ごとにアウトカム指標を設定し
た上で、ロジックモデルを用いて地
域包括ケア体制の構築状況を「見え
る化」し、市町村と地域包括支援セ
ンターが取り組むべきことを明らか
にし、目標を持って取り組めるよう
支援することで、健康寿命の更なる
延伸や、幸福度の向上、在宅等での
看取り(死亡)の割合の向上などを図
ります。

施策 1 ◆地域包括ケア体制の構築に向けた市町村等への支援

市町村等関係機関と連携し、介護保
険と障害福祉両制度に位置付けられ
る「共生型サービス」の実施など、
地域のニーズに応じたサービスが提
供できるよう体制整備を支援しま
す。

施策 2 ◆関係機関との連携

③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

ロジックモデルを
用いた「見える
化」シートを公表
し、市町村や地域
包括支援センター
における現状分析
を支援した。

一部の市町村では
活用されていると
聞くが、全体的な
シートの活用状況
が把握できていな
いため、振り返り
や評価は不十分と
なっている。

変更あ
り

分野ごとにアウトカム指標を
設定した上で、ロジックモデ
ルを用いて「見える化」を
図っている地域包括ケア体制
の構築状況を公表するととも
に、市町村や地域包括支援セ
ンターにおいて地域分析等に
活用できるよう支援します。

データやツー
ルがあって
も、活用方法
がわからない
市町村が多い
と考えられる

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

伴走型支援の
更なる改善に
向けては、新
たな支援手法
等も試行的に
行っていく必
要がある

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

「地域資源見える
化マップ」を市町
村に配布したが、
ほとんど活用され
なかった。

行っていない
変更あ
り

（廃止）
（作成後の活用が見られない
ため、「地域資源の見える化
マップ」の更新を廃止してい
る）

ー

市町村から指定を
受けて介護予防支
援を実施している
居宅介護支援事業
者数も一定数見受
けられるように
なっている。

介護事業所台帳シ
ステム登録情報で
おおよその状況は
把握できるが、正
確な把握ができ
ず、評価までには
至っていない。

変更な
し

地域包括支援センターにおけ
る介護予防支援等について、
居宅介護支援事業所等と連携
を図ることで、地域包括支援
センターの負担が軽減される
よう支援します。

指定が進まな
い市町村の状
況把握や支援
を検討する必
要がある。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

市町村における地
域包括ケア体制の
構築に向けて課題
を感じている市町
村に寄り添い、実
装科学の手法を取
り入れながら課題
解決に向けて支援
を行った。

伴走型支援を受け
た市町村における
「プロセスシー
ト」による自己評
価（５段階評価）
の改善状況などに
より、事業効果を
確認しながら事業
を進めた。

変更な
し

地域包括ケア体制の構築状況
「見える化」調査結果等を踏
まえ、市町村と課題を共有
し、解決に向けて市町村に寄
り添って検討を行う、伴走型
支援を実施します。

共生型サービス事
業所は増加傾向に
ある。

事業所数の把握を
定期的に行った。

変更な
し

市町村等関係機関と連携し、
介護保険と障害福祉両制度に
位置付けられる「共生型サー
ビス」の実施など、地域の
ニーズに応じたサービスが提
供できるよう体制整備を支援
します。

制度に対する
理解

現場の
担い手
への支
援を行
う

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

導入済市町村の
先進事例を共有
し、未実施市町
村の制度理解の
促進と導入支援
を図る。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

市町村に対する
アンケート調査
等の実施

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 3 ◆包括的な支援体制の構築に向けた市町村等への支援

地域共生社会の実現を図るため、市
町村による重層的支援体制整備事業
の取組を支援し、困難を抱える方に
対し各分野が連携した切れ目ない支
援ができる体制づくりを推進しま
す。

事業内容に複雑な
点があったため、
導入を予定してい
た市町村での検討
に想定以上の時間
を要し、計画どお
りに進めることが
できなかった。

十分な検討期間を
経て事業を実施す
る町村もあり、令
和8年度には20市
町村で事業が実施
されている。

変更な
し

地域共生社会の実現を図るた
め、市町村による重層的支援
体制整備事業の取組を支援
し、困難を抱える方に対し各
分野が連携した切れ目ない支
援ができる体制づくりを推進
します.

未実施市町村
における制度
理解の促進が
課題

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

今後の高齢者人口の増加に向けて、地域包括ケア体制の深化・推進に向けた各種取組を加速化していく必要がある。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるための地域包括ケア体制の構築に向けた取組を行い、一定の成果はあったと考えるが、生活支援サービスの充実が高
齢者人口の増加に追いつかず、高齢者の満足度が相対的に低下したと考えられる。

ホームページに
「見える化」分析
シートを公表し、
市町村に対して周
知を行うなど、分
析ノウハウの提供
ができた。

施策の
必要性
を裏付
ける
データ
の収
集・分
析をす
る

◆地域包括ケア体制の「見える化」及び構築状況の点検

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

市町村が地域包括ケア体制の構築状
況を点検するツールとして、県で作
成した「見える化」分析シート等を
有効に活用できるよう発信するとと
もに、分析にあたってのノウハウの
提供を行います。

市町村が地域包括ケア体制の
構築状況を点検するツールと
して、県で作成した「見える
化」分析シート等を有効に活
用できるよう発信するととも
に、分析にあたってのノウハ
ウの提供を行います。

市町村の「見
える化」シー
ト活用状況を
把握する必要
がある。

施策 4

実際に、市町村が
どの程度活用して
いるか把握するこ
とが困難であるた
め、活用状況に関
する調査等の実施
を検討する必要が
ある。

変更な
し

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き研修を
行い、地域課題
の解決に資する
ケア会議の方法
を伝える。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き専門職
の派遣を行い、
地域課題の解決
に資する地域ケ
ア会議の方法を
伝える。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

委託先に育成後
の状況を聴取す
る。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き規範的
統合を目指す。

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 2

章 3

介護が必要になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、地域住民同士が支え合い、必要なときには専門職が連携
し、包括的なケアができる地域社会を目指します。

介護支援課計画係

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第３章：住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる地域包括ケア体制の確立

第２節　多様な主体による包括的な検討の場の推進

77 77

2021 2022 2023

区分 単位 基準値

実績値の推移

2024 2025

77 77 77

2026年度
目標

多様化する個別課題の解決を図るた
め、理学療法士、作業療法士等の専
門職を地域で確保することが困難な
場合に、必要な専門職を地域ケア会
議に派遣し、有効な会議の実施を支
援します。

地域ケア会議で専門的なアドバイス
ができる専門職を育成します。

地域ケア会議（個別・推進）の機能
向上に向けた研修等を行います。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

地域ケア会議で専門的なアド
バイスができる専門職を育成
します。

育成した専門
職がどのよう
に地域で活動
しているかが
不明

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

左記の課題に対する取組

地域共生社会の実現を図るため、市
町村による重層的支援体制整備事業
の取組を支援し、困難を抱える方に
対し各分野が連携した切れ目ない支
援ができる体制づくりを推進しま
す。

各自治体にお
ける業務の縦
割り体制

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

地域包括ケア市町
村伴走型支援事業
にて、重層的支援
体制が課題である
自治体には、各分
野が連携した切れ
目ない支援ができ
る体制づくりを支
援した。

自治体の状況を丁
寧に聞き取り、効
果的な対応につい
て検討した。

変更な
し

地域共生社会の実現を図るた
め、市町村による重層的支援
体制整備事業の取組を支援
し、困難を抱える方に対し各
分野が連携した切れ目ない支
援ができる体制づくりを推進
します。

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

第９期以前から全市
町村で行われている

今後は、地域ケア会議の質・機能
を評価する指標が必要と考える

令和９年度に調査を
予定（地域福祉支援
計画作成年度に調査
を実施）

10期での実績を示すことは不可
総合的な相談支援体
制が整備されている
市町村数

市
町
村
数

43 ― 43 ー ー ー 77

地域ケア会議が行わ
れている市町村数

市
町
村
数

77 77

施策 1 ◆市町村及び地域包括支援センターへの支援

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、効果的な地
域ケア会議の開催
につながるよう支
援した。

アンケートや日頃
聴取した課題から
内容を決定した。

変更な
し

地域ケア会議（個別・推進）
の機能向上に向けた研修等を
行います。

地域ケア会議
が地域課題を
集約し対応を
検討する場に
なっていない
現状もある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

地域課題の検討の
ため、認知症地域
支援推進員等を派
遣した。

特になし
変更な
し

多様化する個別課題の解決を
図るため、理学療法士、作業
療法士等の専門職を地域で確
保することが困難な場合に、
必要な専門職を地域ケア会議
に派遣し、有効な会議の実施
を支援します。

地域ケア会議
で問題解決の
場になってい
ない場合があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

介護予防の推進に
資するリハビリ
テーション専門職
育成事業を長野県
理学療法士会に委
託し、実施した。

参加者数や開催数
を確認しながら事
業実施した。

変更な
し
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

委託先に育成後
の状況を聴取す
る。

■本施策の第９期の総括

■国の基本方針及び上記の記載事項以外で、新規施策があれば、以下にご記入ください。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

試行的な
取組の実
施

多様な主体との
連携について、
まずは身近な課
題や小規模な取
組から始め、段
階的に連携・協
働の取組を広げ
る。

■第10期に向けた重点取組（予定）

地域ケア会議*に、医療や介護に限ら

ず高齢者の生活に関わる諸問題に対
応できる様々な専門職の参加が得ら
れるよう、関係団体への協力を引き
続き要請し、多職種連携を推進しま
す。

施策 2 ◆関係機関との連携

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

介護予防の推進に
資するリハビリ
テーション専門職
育成事業を長野県
理学療法士会に委
託。地域ケア会議
に参加できるリハ
ビリ専門職を育成
した。

参加者数や開催数
を確認しながら事
業実施した。

変更な
し

地域ケア会議*に、医療や介
護に限らず高齢者の生活に関
わる諸問題に対応できる様々
な専門職の参加が得られるよ
う、関係団体への協力を引き
続き要請し、多職種連携を推
進します。

育成した専門
職がどのよう
に地域で活動
しているかが
不明

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

地域ケア会議の更なる内容の充実に向けて、研修・アドバイザー派遣を通して全体支援と個別支援を並行して取り組んでいく。

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

民間企業や生活支援コーディネーター等、多様な主体がつながり、地域資源や地域課題を共有できる共創推進プラット
フォームの構築を進めます。フォーラム等を通じた交流・情報共有の機会を設け、多様な主体間の連携・協働を促進す
るとともに、地域の課題に応じた支え合いの取組や生活支援の充実につなげます

多様な主体と
一体的に取り
組む体制の構
築

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

地域ケア会議は全市町村で実施できている。地域包括ケア体制の深化・推進に向けて、会議の内容充実に向けた支援を実施した。

ある場合→第10期の方向性

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組
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■目指す姿

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

3

1

2

3

■活動指標の数値の推移

1

2

3

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 2

章 3

介護が必要になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、地域住民同士が支え合い、必要なときには専門職が連携
し、包括的なケアができる地域社会を目指します。

介護支援課計画係

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第３章：住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる地域包括ケア体制の確立

第３節　生活支援・移動支援の充実

通いの場の数
か
所

3,372 2,972 3,372 4,054

2021 2022 2023

区分 単位 基準値 第８期

実績値の推移

第９期

2024

45,000

外出を控えていない
元気高齢者の割合

％ 61.5 ― 61.5 ― ― 77.0 増加

通いの場の参加者数 人 44,541 40,426 44,541 53,261 60,311
今後調査
予定

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

継続

地域の担い手の確保が進んできて
いる一方で、ニーズがないとする
市町村一部にみられる

継続

全体として体制は維持している
が、SCの担い手の確保に苦慮して
いる市町村も一部で見受けられる

継続

全体として体制は維持している
が、SCの担い手の確保に苦慮して
いる市町村も一部で見受けられる

継続

OP

配食
自
治
体

71 ― 71 ― ― 72

ゴミ出し支援
自
治
体

41 ― 41 ― ― 47

地域の担い手が継続的に確保でき
ているが、一部の中山間地域にお
いて担い手の確保が困難となって
いる

継続

食材配達
自
治
体

61 ― 61 ― ― 52
地域の担い手の減少によるものと
考えらえれる一方で、ニーズがな
いとする市町村もある

継続

ST

生活支援コーディ
ネーターの人数
【専任】

人 144 144 ― ― 142 ―

生活支援コーディ
ネーターの人数
【兼務】

人 154 154 ― ― 150 ―

生活支援コーディ
ネーター 年間活動
日数
(65歳以上百人あた
り)【専任】

3,500

2026年度
目標

日 4 4 ― ― 4 ―

SCの役割が十分に果たせていない
地域もあるため、SC研修等による
全体のレベルの底上げを図る必要
がある

2025

4,737
今後調査
予定

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

通いの場の必要性の
認識、アフターコロ
ナにより設置が進ん
でいる。

継続

新型コロナの５類移
行に伴い、参加する
高齢者の割合が回復
した

継続

新型コロナの５類移
行に伴い、外出する
高齢者の割合が回復
した

継続
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1
試行的な
取組の実
施

研修時間や内容
について試験的
に施行し、試行
錯誤していく。

2

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

調査は継続し、
方法については
効率化を図る。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き研修会
等による規範的
統合を行う。

4

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

引き続き研修会
等による知識の
提供を行う。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き研修会
等による規範的
統合を行う。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1
試行的な
取組の実
施

広域圏単位の長
野県公共交通活
性化協議会地域
別部会等におい
て、見直しを進
めた路線が最適
なものとなって
いるかのＰＤＣ
Ａを継続的に実
施する。その中
で、新たに必要
とされる支援制
度の洗い出しを
した上で、本体
となる長野県公
共交通活性化協
議会において制
度の拡充や新設
を検討する。

施策 1 ◆市町村等への支援

生活支援サービスの実施状況等を把
握し、関係機関と連携して取組事例
の共有等を図り、市町村における生
活支援サービスの提供体制の構築を
支援します。

移動サービスなど高齢者にとって
ニーズの高い生活支援サービスの導
入に向け、市町村に対し、導入手法
などについて研修会や事例集等を用
いた情報提供を行うなど支援しま
す。

地域における支え合いの仕組みづく
りが推進されるよう生活支援コー
ディネーターの養成や資質向上を行
います。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

R8年度から生活支
援コーディネー
ター養成研修（3
回シリーズ）を実
施した。

研修によって資質
の向上及び成果や
課題の見える化に
つながっている。

変更な
し

地域における支え合いの仕組
みづくりが推進されるよう生
活支援コーディネーターの養
成や資質向上を行います。

生活支援コー
ディネーター
の背景や経歴
に大きく差が
あり、研修の
内容検討に苦
慮する。

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

介護予防・日常生
活支援総合事業及
び生活支援体制整
備事業」等に関す
る実施状況調査を
実施した。

各市町村がお互い
の状況を把握で
き、状況を直接照
会するのに役立て
られている。

変更な
し

生活支援サービスの実施状況
等を把握し、関係機関と連携
して取組事例の共有等を図
り、市町村における生活支援
サービスの提供体制の構築を
支援します。

移動サービスが必要な高齢者が、必
要時適切にサービスを利用できるよ
う、関係機関と連携し適切な情報の
提供を行います。

地域づくりの環境を整備していく協
議体の立ち上げ支援や機能向上を図
るため、市町村に対し、必要性につ
いての理解促進や事例共有等、研修
会等を通じて支援します。

サービス立ち上げ
に向けて、介護予
防・日常生活支援
総合事業及び生活
支援体制整備事
業」等に関する実
施状況調査の情報
提供を実施した。

介護予防・日常生
活支援総合事業及
び生活支援体制整
備事業」等に関す
る実施状況調査

変更な
し

移動サービスが必要な高齢者
が、必要時適切にサービスを
利用できるよう、関係機関と
連携し適切な情報の提供を行
います。

変更な
し

地域づくりの環境を整備して
いく協議体の立ち上げ支援や
機能向上を図るため、市町村
に対し、必要性についての理
解促進や事例共有等、研修会
等を通じて支援します。

介護予防・日常生
活支援総合事業等
サービス立ち上げ
アドバイザー派遣
事業により、市町
村の個別課題に
沿った支援を実施
した。

市町村が抱える課
題に応じて、アド
バイザーから助言
を得て、軌道修正
しながら対応し
た。

自家用車に頼ることができない方の
移動の確保のため、必要なサービス
水準（ダイヤ・運行回数・運賃等）
のあり方を検討し、多様な輸送資源
や最新技術（自動運転等）の活用、
現行制度の課題研究、官民の役割分
担の抜本的な見直しを行うことによ
り、誰もが大きな不便を感じること
なく日常生活を送ることができる状
態を目指します。

施策 2 ◆長野県地域公共交通計画との協働

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

令和６年に長野県
地域公共交通計画
を策定し、自家用
車に頼らなくても
大きな不便を感じ
ずに誰もが安心し
て暮らせる社会の
実現に向けて、通
院や買い物等の日
常生活に必要な移
動を保証するため
のサービス品質を
定め、広域圏単位
の長野県公共交通
活性化協議会地域
別部会等におい
て、品質保証の確
認や路線の適切な
見直し等を実施し
た。

行政関係者、交通
事業者、利用者代
表、学識経験者等
が参画する長野県
公共交通活性化協
議会において、長
野県地域公共交通
計画に定める指
標・目標値の現状
分析・評価を毎年
度実施したほか、
地域別部会におい
ても、利用状況や
実態を鑑みて路線
が適切かどうかを
確認し、必要に応
じて適切な見直し
を実施した。

変更あ
り

通院等の日常生活に必要な移
動を保証するため、必要な
サービスの品質（ダイヤ・便
数・経路・車両サイズ等）が
確保されているかを継続的に
確認し、必要に応じて最適な
移動手段への見直しを図ると
ともに、公共ライドシェアを
含む多様な輸送資源の活用等
を通じ、長野県地域公共交通
計画に掲げる「自家用車に頼
らなくても大きな不便を感じ
ずに誰もが安心して暮らせる
持続可能な社会」の実現を目
指します。

地域公共交通
を民間の交通
事業者の自助
努力のみで維
持していくこ
とは困難な状
況であり、行
政の更なる関
与が求められ
ている。
一方で、地域
ごとに「最適
な移動」を実
現する上での
課題が異なる
ことから、柔
軟かつ真に効
果的な支援制
度の構築や拡
充が求められ
る。

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

介護予防・日常生
活支援総合事業等
サービス立ち上げ
アドバイザー派遣
事業により、市町
村の個別課題に
沿った支援を実施
した。

市町村が抱える課
題に応じて、アド
バイザーから助言
を得て、軌道修正
しながら対応し
た。

変更な
し

移動サービスなど高齢者に
とってニーズの高い生活支援
サービスの導入に向け、市町
村に対し、導入手法などにつ
いて研修会や事例集等を用い
た情報提供を行うなど支援し
ます。

移動サービス
を検討してい
る高齢福祉部
門と市町村の
交通政策部門
の方向性が揃
わない。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

移動サービス
を検討してい
る高齢福祉部
門と市町村の
交通政策部門
の方向性が揃
わない。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

住民主体の移
動サービスで
は、担い手不
足が顕著であ
ることに加
え、交通法規
が難解であ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

報告、集計に
時間を要す
る。

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

具体的な課題
最も近
いもの
を選択
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
生活支援コーディネーターの担い手確保や資質向上に向けた取組を進めるとともに、アドバイザー派遣事業等を活用し、住民主体の活動を支援する。ま
た、地域の実情に応じた支え合いの仕組みづくりを推進し、生活支援サービスの充実につなげる。

生活支援コーディネーターについては、担当の背景や経歴に大きく差があることや、業務内容が周囲に把握されにくいことからも担い手確保に苦慮している現状があり、資
質向上のための研修が必要である。移動に関する問題は、将来的に直面する可能性が高く、また高齢者生活・介護に関する実態調査からもニーズが高く、注力していくべき
施策である。事業は計画通りに実施できているが、効果が現れるまで時間を要すると考えられる。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

制度周知の研修
会や個別支援

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、意見
交換等を行って
いく。

節 4

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 2

章 3

介護が必要になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、地域住民同士が支え合い、必要なときには専門職が連携
し、包括的なケアができる地域社会を目指します。

介護支援課サービス係

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第３章：住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる地域包括ケア体制の確立

第４節　在宅生活を支援するサービスの充実

看護小規模多機能型
居宅介護

事
業
所
数

21 13 19 21

実績値の推移

23 26

施策 1 ◆24時間在宅ケアサービス等の推進

中山間地域の多い長野県の地理的特
性を踏まえ、定期巡回・随時対応型
訪問介護看護、小規模多機能型居宅
介護及び看護小規模多機能型居宅介
護の参入促進や普及・啓発を図ると
ともに、地域の事業所が連携・協力
し、高齢者の在宅生活を24時間支え
る仕組みの構築を支援します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

いずれのサービス
事業所も目標には
達しなかったが、
増加傾向にある。

事業所数や支援事
業への参加数を見
つつ、事業を実施
した。

変更な
し

中山間地域の多い長野県の地
理的特性を踏まえ、定期巡
回・随時対応型訪問介護看
護、小規模多機能型居宅介護
及び看護小規模多機能型居宅
介護の参入促進や普及・啓発
を図るとともに、地域の事業
所が連携・協力し、高齢者の
在宅生活を24時間支える仕組
みの構築を支援します。

制度の有効性
や立ち上げに
必要な対応に
係る知識等

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

地域における「よろず相談所」とし
ての宅幼老所の理念や機能を、事業
所にとどまらず、市町村と連携して
「地域共生社会の実現」のために発
揮できるよう支援します。

施策 2 ◆宅幼老所の機能充実

市町村に対して宅
幼老所の取組を周
知した。宅幼老所
が所属する団体と
毎年意見交換を行
い課題等の共有を
行った。

特になし。
変更な
し

地域における「よろず相談
所」としての宅幼老所の理念
や機能を、事業所にとどまら
ず、市町村と連携して「地域
共生社会の実現」のために発
揮できるよう支援します。

事業者との問
題等の共有

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期
2026年度

目標
区分 単位 基準値

2021 2022 2023 2024 2025

目標には達しなかっ
たが、事業所数は増
加傾向にある。

継続

小規模多機能型居宅
介護

事
業
所
数

110 107 108 110 108 108 114
目標には達しなかっ
たが、事業所数は増
加傾向にある。

継続

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

事
業
所
数

24 20 21 24 24 27 28

31
目標には達しなかっ
たが、事業所数は増
加傾向にある。

継続
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 3 ◆訪問介護職員の養成・確保

訪問介護人材の確保のため、事業所
内での配置転換の仕組みの研究や、
基準該当サービス等を活用した訪問
介護人材の確保策の検討を進めま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

市町村が各地域の実情に応じて独自
に実施する、中山間地域における介
護や生活支援サービスの確保・充実
に向けた取組を支援します。

施策 4 ◆市町村等への支援

市町村からの要望
も少なく、十分な
事業実施ができな
かった。

行っていない
変更あ
り

（事業廃止を検討するため、
削除）

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

在宅生活を支援するにあたり、これまで以上にサービスの提供体制や介護ニーズに地域差が出てくるため、それぞれの地域の状況を踏まえた上で、各種制
度を活用し、地域での暮らしが維持できるよう取り組む。

市町村向けに基準
該当サービスの研
修会を行い、制度
活用を促した。

基準該当サービス
の事業所数は増加
傾向にある。

変更あ
り

【項目削除】
訪問介護人材の確保に特化し
た事業がないため、削除
訪問介護事業所の事業継続に
ついては、特定地域サービス
などについて新規項目で触れ
る予定

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

活動目標は達成できなかったが、おおよそ目標に近い数値にはなっており、引き続き取組が必要。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

節 5

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 2

章 3

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第３章：住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる地域包括ケア体制の確立

第５節　ヤングケアラー等を含む家族介護者への支援

（参考指標）主な介
護者が介護する上で
困っていること【精
神的なストレスがた
まっている】

％ 41.6 ― 41.6 ―

2021 2022 2023

区分 単位 基準値 第８期

実績値の推移

第９期

（参考指標）主な介
護者が介護する上で
困っていること【身
体的につらい】

％ 25 ― 25 ― ― 24.3 ―

（参考指標）仕事と
介護・介助を両立さ
せていくために必要
な支援があると回答
した介護者の割合

％ 79.9 ― 79.9 ― ― 80.3 ―

（参考指標）今後の
就労と介護・介助の
両立「問題なく続け
ている」と「問題は
あるが続けている」
の割合の合計

％ 76.7 ― 76.7 ― ― 77.8 ―

施策 1 ◆市町村等への支援

家族介護者が抱えている「介護をす
るうえでの困りごと」を、地域包括
支援センターを中心に地域で支える
仕組みづくりを支援します。

市町村が地域支援事業等で実施する
家族介護支援事業（家族介護を経験
した方が参加する家族介護教室・家
族介護交流会、介護慰労金等）等の
実施状況の把握と情報提供や、研修
の実施などにより、市町村等がヤン
グケアラー・ビジネスケアラーを含
めた家族介護支援の効果的な取組を
支援します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

長野県介護支援専
門員協会に委託
し、ヤングケア
ラー支援のための
研修を実施してい
る。

研修内容につい
て、委託先と検討
を重ねている。

変更な
し

市町村が地域支援事業等で実
施する家族介護支援事業（家
族介護を経験した方が参加す
る家族介護教室・家族介護交
流会、介護慰労金等）等の実
施状況の把握と情報提供や、
研修の実施などにより、市町
村等がヤングケアラー・ビジ
ネスケアラーを含めた家族介
護支援の効果的な取組を支援
します。

ヤングケア
ラーに関する
アセスメント
力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、地域包括支
援センターが家族
介護者に対応でき
るよう支援した。

アンケートを確認
し内容を修正して
いる。

変更な
し

家族介護者が抱えている「介
護をするうえでの困りごと」
を、地域包括支援センターを
中心に地域で支える仕組みづ
くりを支援します。

2024 2025

― 39.1 ―

2026年度
目標

家族介護者に
関するアセス
メント力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

「介護休業・介護休
暇等の制度の充実」
を回答する割合が増
えてきており、企業
等における制度の充
実が進んできている
ことが増加要因と考
えれられる

継続

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

介護が必要になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるよう、地域住民同士が支え合い、必要なときには専門職が連携
し、包括的なケアができる地域社会を目指します。

介護支援課計画係

新型コロナの５類移
行の影響も考えられ
るが、前々回調査か
ら同程度の回答割合
が継続しており、改
善が図られていない

継続

前々回調査から同程
度の回答割合が継続
しており、改善が図
られていない

継続

「介護休業・介護休
暇等の制度の充実」
を回答する割合が増
えてきており、企業
等における制度の充
実が進んできている
と考えれられる

継続
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3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

市町村に対して
制度の活用を促
し、取組を支援
していく。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

教職員の理解促
進の取組を推進
する。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県組織内あるい
は県組織外の関
係者と定期的な
情報交換を行う

通所介護、訪問介護、ショートステ
イなど在宅介護を支える介護サービ
ス等の周知を図るとともに、市町村
による緊急宿泊事業を支援します。

介護者に身近なケアマネジャーや地
域包括支援センターの職員の資質の
向上を図ります。

施策 2 ◆資質向上

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、地域包括支
援センター職員の
資質向上を支援し
た。

アンケートを確認
し内容を修正して
いる。

変更な
し

介護者に身近なケアマネ
ジャーや地域包括支援セン
ターの職員の資質の向上を図
ります。

対象者だけで
なくその家族
まで含めたア
セスメント力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

ヤングケアラーへの支援等、早期に
適切な機関と連携し、必要な対応が
行えるよう、研修等の機会を通じ、
連携強化を促進します。

長野県介護支援専
門員協会に委託
し、ヤングケア
ラー支援のための
研修を実施してい
る。

支援者及び一般県
民を対象としたヤ
ングケアラー研修
会を実施した。
関係機関との連携
をより一層強化し
ていく必要があ
る。

研修内容につい
て、委託先と検討
を重ねている。

参加者アンケート
により理解度や満
足度を把握した。

変更な
し

ヤングケアラーへの支援等、
早期に適切な機関と連携し、
必要な対応が行えるよう、研
修等の機会を通じ、連携強化
を促進します。

ヤングケア
ラーを発見
し、支援につ
なぐ能力。

教育現場との
連携が必要で
ある。

施策 3 ◆介護離職防止

介護離職を防止するため、労働局と
連携して介護休業等の利用促進を関
係機関や団体に働きかけるととも
に、企業訪問等によりテレワーク、
フレックスタイム等の多様な働き方
制度の導入及び活用を促進し、仕事
と介護が両立できる職場環境づくり
を推進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

職場環境改善アド
バイザー及び介護
分野専門アドバイ
ザーの企業訪問等
（R7年度企業訪問
実績：3,940件）
により、多様な働
き方制度の導入及
び活用を促進し、
仕事と介護が両立
できる職場環境づ
くりを推進した。

委託事業者と打合
せを実施し、事業
効果を確認しなが
ら事業を進めた。

変更な
し

介護離職を防止するため、労
働局と連携して介護休業等の
利用促進を関係機関や団体に
働きかけるとともに、企業訪
問等によりテレワーク、フ
レックスタイム等の多様な働
き方制度の導入及び活用を促
進し、仕事と介護が両立でき
る職場環境づくりを推進しま
す。

労働局等との
連携

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

市町村の実施する
緊急宿泊事業につ
いて補助を行っ
た。
実績については、
やや減少傾向にあ
る。

毎年度、補助実績
を確認している。

変更な
し

通所介護、訪問介護、ショー
トステイなど在宅介護を支え
る介護サービス等の周知を図
るとともに、市町村による緊
急宿泊事業を支援します。

制度の理解

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

教職員の理解促
進の取組を推進
する。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

教育委員会と連
携し、スクール
カウンセラーや
スクールソー
シャルワーカー
の活用につい
て、連絡会等に
おいて引き続き
周知を行い、学
校との連携強化
を図る。

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修を継続す
る。

支援機関を対象
とした研修会及
び連絡会を引き
続き行うととも
に、教職員の理
解促進の取組を
推進する。

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

相談窓口の周知
を継続的に実施
するとともに、
研修会や連絡会
等を通じて関係
機関との連携を
強化し、支援が
必要なヤングケ
アラーを早期に
相談支援につな
げる体制の充実
を図る。

■本施策の第９期の総括

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

ヤングケアラー
コーディネーター
を配置し、関係機
関と連携しながら
相談対応を行っ
た。また、研修会
や連絡会等を通じ
て相談窓口の周知
を図った。
支援を必要とする
ヤングケアラーを
適切な支援につな
げるため、相談窓
口のさらなる周知
及び関係機関との
連携強化が必要で
ある。

相談実績を把握し
ながら事業を実施
した。

ヤングケアラー等を含めた家族介護
者の支援として、国の動向も踏まえ
つつ、関係機関と連携を図り、地域
包括支援センター等の知識向上のた
めの研修開催等により、支援体制の
充実に取り組みます。

施策 4 ◆ヤングケアラー等を含めた家族介護者の支援

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、地域包括支
援センター職員の
資質向上を支援し
た。

支援者を対象とし
たヤングケアラー
研修会及び連絡会
を実施した。
関係機関との連携
をより一層強化し
ていく必要があ
る。

アンケートを基に
内容を修正してい
る。

参加者アンケート
により理解度や満
足度を把握した。

変更な
し

談窓口として、関係機関と連携し、
オンラインやLINE等も活用した相談
体制の充実を図り、ヤングケアラー
コーディネーターの活動を推進しま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

ヤングケアラーが直面する困
難の大きさや支援のニーズは
多様であり、ケアを必要とす
る家族の状態や、ケアの内
容、家族・親族等の関係性な
どに応じて変動します。支援
の必要度の小さなうちから早
期発見、アセスメントを行
い、困難度が大きくなるのを
予防します。

ヤングケア
ラーに関する
アセスメント
力

ヤングケア
ラーを早期に
把握し、適切
な支援につな
げるため、関
係機関との連
携を一層強化
する必要があ
る。
また、教育現
場との連携が
必要である。

支援者向け連絡会
において、教育委
員会からスクール
ソーシャルワー
カーの役割や活用
方法について説明
を行った。
ヤングケアラーの
早期発見・早期支
援につなげるた
め、今後も教育委
員会との連携を一
層強化する必要が
ある。

ヤングケアラー連
絡会終了後にアン
ケートを実施し、
連絡会全体の満足
度を把握した。一
方で、スクール
ソーシャルワー
カーに関する説明
の効果や理解度に
ついては個別に把
握できていない。

変更な
し

変更な
し

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

ヤングケアラー等を含めた家
族介護者の支援として、国の
動向も踏まえつつ、関係機関
と連携を図り、地域包括支援
センター等の知識向上のため
の研修開催等により、支援体
制の充実に取り組みます。

ヤングケア
ラーに関する
アセスメント
力

教育現場との
連携が必要で
ある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

ヤングケアラーが相談しやす
い窓口として、教育委員会と
連携し、スクールソーシャル
ワーカーやスクールカウンセ
ラーの活用を周知します。ス
クールソーシャルワーカー、
スクールカウンセラーは、ヤ
ングケアラー等を含めた介護
者自身と問題を共有し、どう
していくかを一緒に考え解決
していきます。

ヤングケア
ラーの早期発
見・早期支援
につなげるた
め、教育委員
会及び学校現
場との情報共
有や連携を一
層強化する必
要がある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

相談窓口として、関係機関と
連携し、オンラインやLINE等
も活用した相談体制の充実を
図り、ヤングケアラーコー
ディネーターの活動を推進し
ます。

ヤングケア
ラーは自ら相
談することが
難しく、支援
につながって
いないケース
も想定される
ことから、相
談窓口のさら
なる周知及び
関係機関との
連携強化が必
要である。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

ヤングケアラーが相談しやすい窓口
として、教育委員会と連携し、ス
クールソーシャルワーカーやスクー
ルカウンセラーの活用を周知しま
す。スクールソーシャルワーカー、
スクールカウンセラーは、ヤングケ
アラー等を含めた介護者自身と問題
を共有し、どうしていくかを一緒に
考え解決していきます。

ヤングケアラーが直面する困難の大
きさや支援のニーズは多様であり、
ケアを必要とする家族の状態や、ケ
アの内容、家族・親族等の関係性な
どに応じて変動します。支援の必要
度の小さなうちから早期発見、アセ
スメントを行い、困難度が大きくな
るのを予防します。

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、地域包括支
援センター職員の
資質向上を支援し
た。

ヤングケアラー支
援に関する連絡会
を開催し、教育、
福祉等の関係機関
との情報共有及び
連携強化を図っ
た。
ヤングケアラーは
外部から把握しに
くいため、早期発
見につながる教
育・福祉・医療等
の関係機関との連
携をさらに強化す
る必要がある。

アンケートを確認
し内容を修正して
いる。

参加者アンケート
により理解度や満
足度を把握した。
一方で、早期発見
や支援につながっ
た事例数等を把握
は十分ではない。

変更な
し

ヤングケアラーや家族介護者への支援を本人、周囲の関係者等様々な方向から支援している。一方で介護者の負担感は依然として高く、引き続きの支援が必要である。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■第10期に向けた重点取組（予定）
ヤングケアラーは支援を求めることが難しい状況にあるため、関係者や周囲が早期に気づき、必要な支援につなげられるよう、研修を継続していく必要が
ある。また、高齢者本人だけでなく、その家族も含めて生活状況や課題を把握するアセスメント力の向上が必要である。
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

1

2

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

5

6

7

推進目標 2

章 4

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

医療と介護の関係職種が切れ目なく支援できる在宅療養支援体制の整備と、在宅医療・介護専門職の資質向上を強化しながら、多職種連携による
有機的なサービス提供を推進し、住み慣れた地域で人生の最終段階まで安心して暮らし続けられる地域を目指します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標

目標を大きく超える
結果となった。

継続

24 27 28

看護小規模多機能型
居宅介護

事
業
所
数

21 13 19 21

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

事
業
所
数

24 20 21 24

23 26 31

訪問看護ステーショ
ンの看護師数

人 1,364 1,320

在宅療養支援診療
所・病院数（一般診
療所）

院
数

264 256 264 264 276 280 269

在宅療養支援診療
所・病院数（病院）

院数 37 36 37 38 40 40 43

訪問薬剤管理指導実
施薬局数

事
業
所
数

897 830 897 829 842 882 現状以上

歯科診療所のうち在
宅療養支援歯科診療
所の割合

％ 19.8 ― ― 19.8 20.7 20.4 19.8

「家族に迷惑をかけたくない」等
の理由で施設入所を希望する高齢
者が一定割合で推移している

継続

要介護３以上の在宅
サービス利用率

% 72.7 ― 58.7 ― ― 58.6

マクロのサービス構成に大きな変
化がなく、一定の施設ニーズもあ
り続けていることにより、ほぼ横
ばいでの推移となっていると考え
られる。

継続

在宅療養・介護を希
望する者の割合【居
宅】

% 60.7 ― 60.7 ― ― 60.6

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

在宅療養・ACPに関
する住民向け講座
の実施回数
           /65歳
以上千人

回 0.3 ― 0.3 ― ― 0.4

継続

基準値を上回っており、在宅療養
やACPに関する普及啓発の取組に
ついては一定程度進んでいる。

継続

在宅療養支援診療
所届出施設

施
設

15.1 ― ― 15.1 ― 16.3

県内医療機関（病院、診療所）に
占める在宅療養支援診療所の割合
は基準値と比較して増加傾向にあ
る。

在宅療養支援病院
届出施設

施
設

1.9 ― ― 1.9 ― 2.2

県内医療機関（病院、診療所）に
占める在宅療養支援病院の割合は
基準値と比較して増加傾向にあ
る。

継続

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

目標には達しなかっ
たが、事業所数は増
加傾向にある。

継続

目標には達しなかっ
たが、事業所数は増
加傾向にある。

継続

目標を大きく超える
結果となった。

継続1,364 1,504 1,586 1,656 現状以上

継続

ST

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第４章：医療と介護が一体となった在宅療養の推進

第１節　在宅医療・介護サービスの充実

目標には達しなかっ
たが、病院数は増加
傾向にある。

継続

目標には達しなかっ
たが、薬局数は増加
傾向にある。

継続

順調に推移してい
る。
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

協議の場等での入
退院連携ルールに
ついて検討を重ね
る。

2

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

当該サービスに関
する理解・普及展
開、実施事業所へ
の支援等を行って
いく

3

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

引き続き国の動向
を踏まえた情報提
供を行っていく。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、関係機
関による連携体制
の構築、人材育成
等に対して支援を
行っていく。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き往診、在
宅看取りを行う医
療機関に対して支
援を行っていく。

6

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

地域ごとに在宅医
療及び介護サービ
スの連携体制等に
ついて議論する体
制整備を進める。

7

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

訪問看護人材の確
保にむけて、委託
先や関係機関と連
携し取り組んでい
く。

施策 1 ◆在宅医療・介護サービスの体制整備

中山間地域の多い長野県の地理的特
性を踏まえ、定期巡回・随時対応型
訪問介護看護、小規模多機能型居宅
介護及び看護小規模多機能型居宅介
護の参入促進や普及・啓発を図ると
ともに、地域の介護サービス事業所
が連携・協力し、高齢者の在宅生活
を24時間支える仕組みの構築を支援
します

入院医療機関と在宅療養を支援する
医療・介護等の関係機関との間で情
報共有などの連携を図り、両者の協
働による退院支援の実施及び切れ目
のない継続的な医療・介護体制の確
保を支援します。

在宅医療・介護サービスの提供体制
について、現状を分析し、体制整備
に必要な支援を検討・実施します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近い
ものを選

択

圏域により医
療資源や協議
の場の状況等
ことなり、連
携体制の構築
が進みにくい
圏域もある。

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

入退院連携ルール
運用状況調査を実
施し、活用状況を
調査しフィード
バックしている。

活用状況を公表
し、相互連携の推
進に寄与してい
る。

変更な
し

在宅医療・介護サービスの提
供体制について、現状を分析
し、体制整備に必要な支援を
検討・実施します。

圏域ごとに連
携状況、医療
機関の体制に
差があある。

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

定期巡回・随時対
応型訪問介護看
護、小規模多機能
型居宅介護及び看
護小規模多機能型
居宅介護につい
て、いずれも事業
所数が増加してい
る。

事業所数の推移や
参入促進や普及・
啓発を行うための
委託事業の実績等
を踏まえながら取
り組んだ。

令和７年度(2025年度)に開始予定の
かかりつけ医機能報告制度を活用
し、介護サービスと連携している・
連携する意向のある医療機関を確認
するとともに、機能が不足する場合
には、支援や連携の具体的方法を地
域の協議の場で検討します。

在宅での医療ニーズの増加に対応で
きるよう、ナースバンクによる再就
業支援や、訪問看護支援事業による
事業所運営支援等により、訪問看護
ステーション等の訪問看護師確保を
推進します。

在宅療養支援診療所など在宅医療を
担う医療機関等の体制整備や人材育
成、在宅医療に関わる多職種がチー
ムとして在宅療養患者及びその家族
を継続的かつ包括的に支援する体制
の構築を支援します。

安心して在宅療養生活が送れるよ
う、患者の病状急変時に、在宅医療
を担う関係機関が24時間サポートを
行う体制の整備を促進するととも
に、在宅療養支援病院や有床診療
所、在宅療養後方支援病院、二次救
急医療機関など入院機能を有する医
療機関が患者を円滑に受け入れるこ
とができる体制の整備を支援しま
す。

令和7年度1月から
の報告開始に伴
い、医療機関への
説明を行い、報告
率の向上に努め
た。

報告制度の施行初
年度のため、医療
機関に対して当該
制度の趣旨を説明
し、報告への協力
を促した。

変更あ
り

令和７年度(2025年度)に開始
したかかりつけ医機能報告制
度を活用し、介護サービスと
連携している・連携する意向
のある医療機関を確認すると
ともに、機能が不足する場合
には、支援や連携の具体的方
法を地域の協議の場で検討し
ます。

変更な
し

在宅での医療ニーズの増加に
対応できるよう、ナースバン
クによる再就業支援や、訪問
看護支援事業による事業所運
営支援等により、訪問看護ス
テーション等の訪問看護師確
保を推進します。

訪問看護師の人材
確保のためのナー
スバンクによる再
就業支援や、事業
所運営支援による
人材確保の支援を
実施した。

ナースバンクによ
る再就業支援・訪
問看護支援事業に
よる事業所運営支
援実績等を確認し
た。

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

ナースバンク
への登録者数
の伸び悩み、
再就業後の定
着支援が必要

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

変更な
し

中山間地域の多い長野県の地
理的特性を踏まえ、定期巡
回・随時対応型訪問介護看
護、小規模多機能型居宅介護
及び看護小規模多機能型居宅
介護の参入促進や普及・啓発
を図るとともに、地域の介護
サービス事業所が連携・協力
し、高齢者の在宅生活を24時
間支える仕組みの構築を支援
します

新規参入時の
ハードル

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う

保健福祉事務所と
の担当者会議を実
施し、各圏域での
関係団体との調整
や連携体制の構築
を支援した。

国の方向性に沿っ
て会議内容を検討
することができ
た。

変更な
し

入院医療機関と在宅療養を支
援する医療・介護等の関係機
関との間で情報共有などの連
携を図り、両者の協働による
退院支援の実施及び切れ目の
ない継続的な医療・介護体制
の確保を支援します。

変更な
し

在宅療養支援診療所など在宅
医療を担う医療機関等の体制
整備や人材育成、在宅医療に
関わる多職種がチームとして
在宅療養患者及びその家族を
継続的かつ包括的に支援する
体制の構築を支援します。

在宅医療を担
う医師の新規
参入、在宅医
療を担う関係
機関が継続的
に連携できる
体制づくり。

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う

在宅医療を担う医
療機関による往診
や看取りに係る24
時間オンコール体
制について、診療
報酬で十分に手当
てされない人件費
を支援するととも
に、医師会等が行
う多職種連携研修
等の開催を支援し
た。

往診、在宅看取り
を行う医療機関
数、実施件数等を
踏まえ、事業内容
の見直しを行っ
た。

変更な
し

安心して在宅療養生活が送れ
るよう、患者の病状急変時
に、在宅医療を担う関係機関
が24時間サポートを行う体制
の整備を促進するとともに、
在宅療養支援病院や有床診療
所、在宅療養後方支援病院、
二次救急医療機関など入院機
能を有する医療機関が患者を
円滑に受け入れることができ
る体制の整備を支援します。

往診、在宅看
取りを実施す
る担い手の確
保、育成

現場の担
い手への
支援を行
う

県医師会、郡市医
師会及び医療機関
が行う、地域包括
ケア研修会や意見
交換会、在宅医療
の資質向上研修会
等の開催を支援し
た。

研修会の開催状
況、参加者数、実
施内容等を確認し
ながら、支援を継
続している。

地域におい
て、在宅医療
及び介護サー
ビスの連携体
制等を議論で
きる体制が整
備（明確化）
されていな
い。
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県歯科医師会との
連携を充実する。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県歯科医師会と相
談し、さらなる周
知について検討し
ていく。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

医療機関への周知
及び利用ニーズの
把握を進め、事業
活用施設の拡大を
図る。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県薬剤師会との連
携を深め、在宅医
療推進のための研
修を実施する。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、県薬剤
師会との連携を深
め、在宅医療推進
のための研修を実
施する。

県内歯科医療機関のうち、在宅療養
支援歯科診療所の割合を維持し、地
域における在宅歯科口腔医療の充実
を図ります。

施策 2 ◆在宅歯科口腔医療の推進

県内歯科診療所数
が減少傾向である
中、在宅療養支援
歯科診療所の割合
は約２割程度を維
持している。

必要数は順調に維
持されているもの
と評価している。

変更な
し

県内歯科医療機関のうち、在
宅療養支援歯科診療所の割合
を維持し、地域における在宅
歯科口腔医療の充実を図りま
す。

現在の水準の
維持

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近い
ものを選

択

長野県在宅歯科医療連携室（県が長
野県歯科医師会に運営委託）を中心
に、在宅や介護施設等で療養してい
ても適切な歯科口腔医療が受けられ
るよう、各地域における歯科訪問診
療や訪問歯科衛生指導を担う歯科医
療機関や相談体制の整備を促進する
とともに、医療・介護関係者等との
連携強化を支援することで、在宅や
介護施設等における歯科口腔管理体
制の整備を促進します。

多様化する在宅歯科口腔医療（歯科
訪問診療）のニーズに対応するた
め、歯科・歯科口腔外科併設病院と
歯科診療所間の連携（病診連携）や
診療所間での連携（診診連携）を推
進します。

在宅歯科医療連携
室では、各地域に
おける歯科訪問診
療等に関する連絡
調整を行うことに
加え、オーラルフ
レイル対策の窓口
としての機能も付
与し、オーラルフ
レイル対応可能な
歯科医療機関を見
える化するなどの
役割を担ってい
る。

R5～R7間の累積相
談件数は70件、
オーラルフレイル
対応歯科医療機関
数は205箇所（R7
末）。相談件数に
伸び悩みを感じて
いる。

変更な
し

長野県在宅歯科医療連携室
（県が長野県歯科医師会に運
営委託）を中心に、在宅や介
護施設等で療養していても適
切な歯科口腔医療が受けられ
るよう、各地域における歯科
訪問診療や訪問歯科衛生指導
を担う歯科医療機関や相談体
制の整備を促進するととも
に、医療・介護関係者等との
連携強化を支援することで、
在宅や介護施設等における歯
科口腔管理体制の整備を促進
します。

相談件数が低
調である。

医科歯科連携研修
事業（基金を活用
し長野県歯科医師
会事業を補助）に
より、協議会や出
張講座を実施。
R6から「医科歯科
連携のための歯科
専門職派遣事業」
を開始し、歯科併
設されていない病
院においても歯科
口腔健康管理を実
施している。

歯科専門職の派遣
実績（延べ3病
院、14回、24名
（R6～R7））を指
標として事業の実
施状況を評価し
た。その結果、歯
科併設のない病院
における歯科口腔
健康管理の支援体
制構築に一定の成
果が認められた。
一方、まだ活用施
設数が一定程度に
留まっているとの
評価。

変更な
し

多様化する在宅歯科口腔医療
（歯科訪問診療）のニーズに
対応するため、歯科・歯科口
腔外科併設病院と歯科診療所
間の連携（病診連携）や診療
所間での連携（診診連携）を
推進します。

歯科専門職派
遣事業の活用
施設数が限定
的である。

施策 3 ◆薬剤管理・指導の推進

在宅でも、薬剤の管理・指導が受け
られるよう、医療・介護関係職種と
連携し訪問薬剤管理指導の取組を推
進します。

最適かつ効率的で安心・安全な薬物
療法を提供するため、 患者、家族及
び関係職種と連携して薬剤情報の共
有、服薬状況の確認、服薬支援の実
施をするとともに、使用薬剤の情報
を一元的・継続的に把握し薬学的管
理・指導を実施する 「かかりつけ薬
剤師・薬局」を推進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

県薬剤師会が実施
する県内薬剤師を
対象とした在宅医
療推進のため研修
会等の開催を支援
した。

訪問薬剤管理指導
実施薬局数は増加
しており一定の成
果があったと考え
る。

変更な
し

在宅でも、薬剤の管理・指導
が受けられるよう、医療・介
護関係職種と連携し訪問薬剤
管理指導の取組を推進しま
す。

現在の水準の
維持

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

薬と健康の週間
（10月17日～23
日）などを通じ、
かかりつけ薬局に
ついて周知を実施
した。

訪問薬剤管理指導
実施薬局数は増加
しており一定の成
果があったと考え
る。

変更な
し

最適かつ効率的で安心・安全
な薬物療法を提供するため、
患者、家族及び関係職種と連
携して薬剤情報の共有、服薬
状況の確認、服薬支援の実施
をするとともに、使用薬剤の
情報を一元的・継続的に把握
し薬学的管理・指導を実施す
る 「かかりつけ薬剤師・薬
局」を推進します。

現在の水準の
維持

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近い
ものを選

択

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き関係機関
が行う研修等に対
して支援を行う。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き関係機関
が行う研修に対し
て支援を行う。

3

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

引き続き研修機会
の確保にむけた支
援を行う。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

現在の取り組みを
引き続き支援する
ほか、取組内容や
成果を周知する機
会を検討する。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護職
員を対象とした研
修会を開催し、最
新の医療知識や医
療職種との連携に
関する理解促進を
図る。あわせて、
介護現場で活用し
やすい実践的な内
容の充実に取り組
む。

6

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

登録研修機関等と
連携し、研修先の
確保に取り組む。

医師会や医療機関、関係団体が行
う、在宅医療に取り組む医療関係者
の資質向上研修や、かかりつけ医に
対する研修を支援します。

施策 4 ◆資質向上

県医師会が行う、
在宅医療を担う医
師への同行研修
や、県理学療法士
会が行う実務者研
修会、その他医療
機関が行う研修
会・意見交換会等
に対して支援し
た。

研修会の開催状
況、参加者数、実
施内容等を確認し
ながら支援を継続
している。

変更な
し

医師会や医療機関、関係団体
が行う、在宅医療に取り組む
医療関係者の資質向上研修
や、かかりつけ医に対する研
修を支援します。

在宅医療を担
う医療関係者
の確保・育成

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近い
ものを選

択

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う

訪問看護師の認定
看護師資格取得、
特定行為研修の受
講に対し、補助事
業を実施した。

認定看護師養成課
程および特定行為
研修受講にかかる
受講料等の補助事
業(看護職員資質
向上支援事業)の
補助実績等を確認
した。

変更な
し

訪問看護師の認定看護師資格
取得、特定行為に係る看護師
の研修機会の確保等、在宅医
療を支える看護師の高度かつ
専門的な知識と技能の習得を
支援します。

支援事業の活
用施設が限定
的

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

在宅歯科口腔保健
医療研修事業（基
金を活用し県歯科
衛生士会、郡市歯
科医師会事業を補
助）により、シン
ポジウムや研修会
を開催し人材育成
を図った。

県歯科衛生士会が
実施した研修会は
３回延べ72名が参
加。飯田下伊那歯
会では、施設を訪
問し施設職員に実
施する研修会や多
職種を参集し在宅
歯科医療について
理解を深める研修
会を開催し、いず
れも多数が参加し
ている（施設職員
1,155名、多職種
641名）。また、
摂食嚥下障害に関
するシンポジウム
も開催し557名が
参加しており、地
域での活動が拡大
していると評価。

変更な
し

在宅での専門的口腔ケアや摂
食嚥下機能訓練等についての
研修会開催等により、人材育
成を図ります。

一部団体や地
域での活動に
とどまってお
り、更なる拡
大が必要

内部や外
部の関係
者と先進
事例の共
有・展開
を図る

在宅での専門的口腔ケアや摂食嚥下
機能訓練等についての研修会開催等
により、人材育成を図ります。

医療と介護の連携に向けて、介護職
員の医療的知識向上を図るための研
修を実施します。

訪問看護に必要な知識や技術、在宅
医療に求められるケアの視点など、
訪問看護師が自らの専門性を高める
ための研修等の実施を支援します。

訪問看護師の認定看護師資格取得、
特定行為に係る看護師の研修機会の
確保等、在宅医療を支える看護師の
高度かつ専門的な知識と技能の習得
を支援します。

訪問看護師、事業
所管理者を対象と
した研修を実施し
た。

研修会の開催状
況、参加者数、実
施内容等を確認し
た。

変更な
し

訪問看護に必要な知識や技
術、在宅医療に求められるケ
アの視点など、訪問看護師が
自らの専門性を高めるための
研修等の実施を支援します。

小規模事業所
が多く、人手
不足により研
修参加ができ
ない事業所が
ある

介護事業所の職員
を対象に、介護現
場において医療職
種との連携促進を
図ってもらうた
め、最新の医療知
識の習得を目的と
する研修会を開催
した。
【参加者数】
2024年：１回（受
講者142人、後日
視聴回数788回）
2025年：１回（受
講者116人、後日
視聴回数610回）

介護事業所職員を
対象として、最新
の医療知識の習得
や医療職種との連
携促進を目的とし
た研修会を実施し
た。参加者数及び
後日視聴回数を把
握しながら取組を
進めており、介護
職員の知識向上と
医療・介護連携の
推進に向けた支援
を実施することが
できた。

変更な
し

医療と介護の連携に向けて、
介護職員の医療的知識向上を
図るための研修を実施しま
す。
（注）493シートに同様の項
目アリ

高齢者の重度
化や医療ニー
ズの増加に伴
い、介護職員
にも医療的知
識の習得が求
められてい
る。引き続
き、医療職種
との連携に必
要な知識を学
ぶ機会を確保
し、現場で活
用できる内容
の充実を図る
必要がある。

介護職員等による痰の吸引や経管栄
養等の医療的ケアの実施体制を確保
します。

認定特定行為業務
従事者の登録件数
が増加している。

毎年度、登録件数
や研修の実施状況
を把握しながら取
り組んでいる。

変更な
し

介護職員等による痰の吸引や
経管栄養等の医療的ケアの実
施体制を確保します。

研修先の確保

内部や外
部の関係
者との関
係を強化
する

研修や学
びの機会
の提供や
有識者か
らの意見
聴取を行
う
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
2040年に向けて、在宅医療・介護連携のニーズは更に高まるため、研修や連携会議等によって資質向上や関係機関・団体との連携をより一層推進していく。

住み慣れた地域で治療を続けながら生活するために在宅医療の体制整備が求められる。多職種連携のための取り組みや研修を概ね計画どおりに実施できている。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終アウ
トカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

■活動指標の数値の推移

1

2

3

推進目標 2

章 4

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

医療と介護の関係職種が切れ目なく支援できる在宅療養支援体制の整備と、在宅医療・介護専門職の資質向上を強化しながら、多職種連携によ
る有機的なサービス提供を推進し、住み慣れた地域で人生の最終段階まで安心して暮らし続けられる地域を目指します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

97.7 96.7 増加

入院時連携率 ％ 93.6 94.1 93.7 93.6

入退院調整ルール活
用率

％ 97.9 92.1 93.4 97.9

93.1 94.0 増加

退院時連携率 ％ 77.7 80.7

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

医師会、医療機
関、介護サービス
事業所等と連携体
制の構築

自
治
体

65 ― 65 ― ― なし
インセンティブ交付金の評価指標
でなくなったことから、評価不能
となっている。

類似の評価指標の設定を検討

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第４章：医療と介護が一体となった在宅療養の推進

第２節　地域における医療と介護の連携の強化

目標達成できていな
いが、95％以上を維
持している。

継続（ストラクチャーに組み込む
ことも検討）

ほぼ横ばいで、９割
以上を維持してい
る。

継続（ストラクチャーに組み込む
ことも検討）

徐々に低下傾向がみ
られるため、ケアマ
ネ協会等に要因を聞
き取る必要がある

継続（ストラクチャーに組み込む
ことも検討）

79.9 77.7 77.3 76.4 増加
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

引き続き国の動
向を踏まえた情
報提供を行って
いく。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

引き続き研修を
開催する。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

協議の場の設定
を支援する。

4

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

引き続き研修を
開催する。

圏域で作成した、入退院調整ルール
の円滑な運用や地域包括ケアによる
行政、医療、介護、地域支援者など
関係者間の情報共有の充実を図るた
め、地域の状況に応じ、関係機関と
連携し、圏域ごと定期的な検討会を
開催します。

「在宅医療・介護連携推進事業の手
引きVer.３」を踏まえ、国が示す４
つの場面（日常の療養支援、入退院
支援、急変時対応、看取り）での取
組が進むよう、市町村に対して、在
宅医療・介護連携推進のための技術
的支援（データの分析・活用）や、
在宅医療・介護連携に関わる関係市
町村、郡市医師会、消防等関係団体
との調整、地域の関係団体との連携
体制の構築について支援します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

圏域により主催は
異なるが、各圏域
毎に関係者で検討
会を開催してい
る。

圏域ごとの課題に
対して検討会を実
施している。

変更な
し

圏域で作成した、入退院調整
ルールの円滑な運用や地域包
括ケアによる行政、医療、介
護、地域支援者など関係者間
の情報共有の充実を図るた
め、地域の状況に応じ、関係
機関と連携し、圏域ごと定期
的な検討会を開催します。

圏域により協
議の場に参加
するメンバー
が異なるが、
医療・介護の
担当が集まれ
ない圏域もあ
る。

変更な
し

市町村に対して、医療・介護
連携に係る好事例の紹介や各
地域における取組の進捗状況
の情報提供等を行い、「在宅
医療・介護連携推進事業」に
定められた取組の円滑な実施
を支援します。

医療側と介護
側で課題感が
異なる。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

在宅医療・介護連
携推進セミナーを
毎年開催してい
る。

医療介護の円滑な
連携のために医療
政策課と共同で開
催している。

市町村に対して、医療・介護連携に
係る好事例の紹介や各地域における
取組の進捗状況の情報提供等を行
い、「在宅医療・介護連携推進事
業」に定められた取組の円滑な実施
を支援します。

施策 1 ◆市町村支援

「在宅医療・介護連携推進事業」の
取組の一つに位置付けられている
「在宅医療・介護連携相談窓口」に
配置された在宅医療・介護連携を支
援する人材（看護師、介護支援専門
員など）に対する研修会を開催し、
資質向上と相互連携を図ります。

在宅医療・介護連
携推進セミナーを
毎年開催してい
る。

各圏域での課題を
抽出し、セミナー
のテーマとしてい
る。

変更な
し

「在宅医療・介護連携推進事
業」の取組の一つに位置付け
られている「在宅医療・介護
連携相談窓口」に配置された
在宅医療・介護連携を支援す
る人材（看護師、介護支援専
門員など）に対する研修会を
開催し、資質向上と相互連携
を図ります。

保健福祉事務所と
の担当者会議を実
施し、各圏域での
関係団体との調整
や連携体制の構築
を支援した。

国の方向性に沿っ
て会議内容を検討
することができ
た。

変更な
し

「在宅医療・介護連携推進事
業の手引きVer.３」を踏ま
え、国が示す４つの場面（日
常の療養支援、入退院支援、
急変時対応、看取り）での取
組が進むよう、市町村に対し
て、在宅医療・介護連携推進
のための技術的支援（データ
の分析・活用）や、在宅医
療・介護連携に関わる関係市
町村、郡市医師会、消防等関
係団体との調整、地域の関係
団体との連携体制の構築につ
いて支援します。

圏域により医
療資源や協議
の場の状況等
ことなり、連
携体制の構築
が進みにくい
圏域もある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

医療側と介護
側で課題感が
異なる。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

協議の場の設定
を支援する。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

協議の場等での
入退院連携ルー
ルについて検討
を重ねる。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

現在の取り組み
を引き続き支援
するほか、取組
内容や成果を周
知する機会を検
討する。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

「医療と介護との連携マニュアルVer.

５」の周知と活用の促進等により、
地域における医療・介護関係者の円
滑な情報共有の仕組みづくりを支援
します。

施策 2 ◆情報共有

圏域により主催は
異なるが、各圏域
毎に関係者で検討
会を開催してい
る。

圏域ごとの課題に
対して検討会を実
施している。

変更な
し

「医療と介護との連携マニュ
アルVer.５」の周知と活用の
促進等により、地域における
医療・介護関係者の円滑な情
報共有の仕組みづくりを支援
します。

圏域により協
議の場に参加
するメンバー
が異なるが、
医療・介護の
担当が集まれ
ない圏域もあ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

入退院時の情報提供ルールについ
て、圏域内外での円滑な情報共有を
図るため、圏域ごとに作成している
入退院時情報提供書等の様式につい
て内容の統一を検討し、関係機関に
よる相互連携を推進します。

圏域ごとに連
携状況、医療
機関の体制に
差があある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

入退院連携ルール
運用状況調査を実
施し、活用状況を
調査しフィード
バックしている。

活用状況を公表
し、相互連携の推
進に寄与してい
る。

変更な
し

入退院時の情報提供ルールに
ついて、圏域内外での円滑な
情報共有を図るため、圏域ご
とに作成している入退院時情
報提供書等の様式について内
容の統一を検討し、関係機関
による相互連携を推進しま
す。

施策 3 ◆多職種連携

在宅歯科口腔保
健医療研修事業
により、専門的
歯科口腔健康管
理や接触嚥下機
能訓練とに関す
る研修会等を開
催する団体を支
援した。

県歯科衛生士会が
実施した研修会は
３回延べ72名が参
加。飯田下伊那歯
会では、施設職員
を対象に実施する
研修会（50回開
催、1,155名参
加）や摂食嚥下障
害に関するシンポ
ジウム（557名参
加）を開催し、地
域での活動が拡大
していると評価。

変更な
し

低栄養を予防するため、摂食
嚥下機能を評価し、食事内容
や食形態について助言・支援
を行う歯科専門職が、医師、
看護師、管理栄養士などの多
職種と連携し、専門的な口腔
ケア、摂食嚥下機能訓練等に
つながる取組を支援します。

一部団体や地
域での活動に
とどまってお
り、更なる拡
大が必要

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

低栄養を予防するため、摂食嚥下機
能を評価し、食事内容や食形態につ
いて助言・支援を行う歯科専門職
が、医師、看護師、管理栄養士など
の多職種と連携し、専門的な口腔ケ
ア、摂食嚥下機能訓練等につながる
取組を支援します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

在宅医療・介護連携の推進に向けて、まずは現場の実務者による協議の場の設置に向けて支援していく。

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

事業に関しては計画どおりに実行できているが、活動指標について目標達成できていないものもある。引き続き研修会の実施や、協議の場の設定を支援し、在宅医療・介護
の連携を進めていく。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

■活動指標の数値の推移

1

推進目標 2

章 4

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

医療と介護の関係職種が切れ目なく支援できる在宅療養支援体制の整備と、在宅医療・介護専門職の資質向上を強化しながら、多職種連携によ
る有機的なサービス提供を推進し、住み慣れた地域で人生の最終段階まで安心して暮らし続けられる地域を目指します。

医療政策課

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

―
元

気:44.2
増加

人生の最期の迎え方
について家族と話し
合った経験がある者
の割合

％ 39.6 ―
元

気:39.6
―

2022は新型コロナの影響で「自
宅」と回答する割合が若干高く、
「わからない」が若干低い結果と
なったと考えられるが、基本的な
傾向に変化は見られない。

継続

人生の最期の迎え方
について家族と話し
合った経験がある割
合

% 39.6 ― 39.6 ― ― 42.2

2022年は新型コロナの影響で若干
下がったとも考えられるが、前々
回調査と比較してもほぼ横ばいで
推移している

継続

「人生の最期を迎え
たい場所」を決めら
れている者の割合
【元気】

% 73.7 ― 73.7 ― ― 71.1

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

ACP・リビングウィ
ルに関するツール
作成自治体数

自
治
体

21 ― 21 ― ― 33
ACP等に関する認知度の上昇によ
るものと考えられる

継続

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第４章：医療と介護が一体となった在宅療養の推進

第３節　ACPの普及と人生の最終段階におけるケア・看取りの充実

2022年は新型コロナ
の影響で若干下がっ
たとも考えられる
が、前々回調査と比
較してもほぼ横ばい
で推移している

継続
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、在宅
看取りに係る研
修会の開催等に
対して支援を行
う。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

施設職員に対し
て引き続き研修
を行っていく

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、長野
県医師会等と連
携し、在宅看取
りに係る支援を
継続するととも
に、在宅看取り
の実態把握に努
める。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き在宅看
取りに関する県
民への普及啓発
活動を支援。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

施設職員に対し
て引き続き研修
を行っていく

施策 1 ◆体制整備

施設や在宅で療養する患者の急変時
に患者の意向を尊重した医療が行わ
れるよう、ターミナルケアや看取り
の24時間体制の構築を支援します。

介護老人福祉施設（特別養護老人
ホーム）等における、看取り等のた
めの環境整備を支援します。

人生の最終段階における本人の意向
を尊重した看取りができる体制整備
や連携体制の構築を促進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近いも
のを選択

県医師会が主催す
る在宅医療シンポ
ジウムや、医療機
関が行う医師等を
対象にした在宅看
取りに係る研修会
の開催等に対して
支援した。

研修会の開催状
況、参加者数、実
施内容等を確認し
ながら支援を継続
している。

変更な
し

尊重した看取りができる体制
整備や連携体制の構築を促進
します。

在宅看取りを
担う人材の育
成・確保

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

施設職員を対象と
した看取りケアに
係る研修を実施
し、一定の参加者
を得ることができ
た。

研修会・講演会の
開催状況、参加者
数、実施内容等を
把握した。

変更な
し

施設や在宅で療養する患者の
急変時に患者の意向を尊重し
た医療が行われるよう、ター
ミナルケアや看取りの24時間
体制の構築を支援します。

在宅等（自宅や施設）でかかりつけ
医や嘱託医が行う看取りに対する支
援について、課題を把握し、対応策
を検討していきます。

在宅等（自宅や施設）でかか
りつけ医や嘱託医が行う看取
りに対する支援について、課
題を把握し、対応策を検討し
ていきます。

在宅看取りの
実施状況や実
態の把握。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

在宅でのターミナルケア・看取りに
ついて、県民に対して事前指示書等
の取組をはじめとする人生の最終段
階におけるACP（いわゆる「人生会
議」）に関する施策を推進し、患者
や家族、支援関係者や、広く県民の
理解の促進を図ります。

施策 2 ◆普及・啓発

県医師会が主催す
る在宅医療シンポ
ジウム等への補助
を通して、ACP、
リビングウィル、
在宅看取り等に関
する県民への普及
啓発活動を支援し
た。

シンポジウムへの
参加人数、講演内
容、アンケート結
果等を把握しなが
ら支援を継続して
いる。

変更な
し

在宅でのターミナルケア・看
取りについて、県民に対して
事前指示書等の取組をはじめ
とする人生の最終段階におけ
るACP（いわゆる「人生会
議」）に関する施策を推進
し、患者や家族、支援関係者
や、広く県民の理解の促進を
図ります。

ACPの普及。在
宅看取りに対
する知識や理
解の促進

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

介護老人福祉施設（特別養護老人
ホーム）等の施設において、入所者
や家族の意思を尊重し、入所者を最
期までケアできるよう施設管理者等
の看取りへの理解を促進します。。

施設職員を対象と
した看取りケアに
係る研修を実施
し、一定の参加者
を得ることができ
た。

研修参加者の状況
やアンケート結果
も参考に研修を続
けている。

変更な
し

介護老人福祉施設（特別養護
老人ホーム）等の施設におい
て、入所者や家族の意思を尊
重し、入所者を最期までケア
できるよう施設管理者等の看
取りへの理解を促進しま
す。。

看取りに対す
る知識や理解
の促進

看取りに対す
る知識や理解
の促進

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

看取り環境の構築
に資する基盤整備
として、長野県地
域医療介護総合確
保基金事業（介護
施設等整備分）補
助金により看取り
環境を整備する事
業に対して補助を
行った。

原則各市町村の計
画に基づき施設整
備を行い、事業に
変更が生じれば、
市町村において計
画への影響等を考
慮し、了承の上、
施策を進めてい
る。

変更な
し

介護老人福祉施設（特別養護
老人ホーム）等における、看
取り等のための環境整備を支
援します。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

長野県医師会と連
携し、在宅看取り
を行う医療機関
数、看取り実施件
数等を確認するこ
とにより、県内の
在宅看取りの実態
把握に努めた。

在宅看取りを行う
医療機関数、実施
件数等を踏まえ、
事業内容の見直し
を行った。

変更な
し
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き在宅看
取りに係る研修
会、講演会等の
開催に対して支
援を行ってい
く。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

施設職員に対し
て引き続き研修
を行っていく

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 3 ◆人材育成

介護老人福祉施設（特別養護老人
ホーム）等の施設において、入所者
や家族の意思を尊重し、ターミナル
ケア・看取りを実施する人材を育成
します。

在宅でのターミナルケア・看取りを
実施する医療機関等に従事する人材
を育成します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

県医師会、郡市医
師会及び医療機関
が行う、在宅医療
を担う医師を対象
とした研修会・講
演会に対して支援
を行い、在宅看取
りを担う人材の育
成を図った。

研修会・講演会の
開催状況、参加者
数、実施内容等を
把握しながら支援
を行っている。

変更な
し

在宅でのターミナルケア・看
取りを実施する医療機関等に
従事する人材を育成します。

在宅看取りに
対する知識や
理解の促進。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

施設職員を対象と
した看取りケアに
係る研修を実施
し、一定の参加者
を得ることができ
た。

県及び関係機関が行う研修会等の人材育成への支援を通じて、ACPや看取りに関する県民及び医療・介護関係者の理解促進を図るとともに、医療・介護専門
職の資質向上と多職種連携を推進する。

研修参加者の状況
やアンケート結果
も参考に研修を続
けている。

変更な
し

介護老人福祉施設（特別養護
老人ホーム）等の施設におい
て、入所者や家族の意思を尊
重し、ターミナルケア・看取
りを実施する人材を育成しま
す。

看取りに対す
る知識や理解
の促進

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

一部の中間アウトカム指標については減少が見られるものの、「人生の最期の迎え方について家族と話し合った経験がある割合」及び「ACP・リビングウィルに関するツール
作成自治体数」に改善が見られたほか、医療機関等が行う研修への支援により、ACPやターミナルケア、看取りに関する人材育成及び県民への普及啓発の取組は、一定程度進
展していると考えられる。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり、アドバ
イスをもらう

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり、アドバ
イスをもらう

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり、アドバ
イスをもらう

推進目標 2

章 5

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

認知症ケアパス作成
率

％ 81.8 79.2 81.8 83.1

施策 1 ◆市町村への支援

移動サービスや買い物支援など高齢
者にとってニーズの高い生活支援
サービスの導入に向け、市町村に対
し、導入手法などについて研修会や
事例集等を用いた情報提供を行うな
ど支援します。

認知症の人やその家族が認知症の状
態に応じた適切なサービスを受ける
ことができるよう、広報紙やホーム
ページ、認知症ケアパスの作成・運
用などにより、相談窓口の活用につ
いて支援します。

研修会の開催や市町村間の情報交換
などにより、市町村が実施する認知
症総合支援事業の効果的な実施を支
援し、認知症への正しい理解の促進
とともに、認知症の早期発見・早期
対応の体制構築を図ります。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

市町村向け研修会
や意見交換の場の
設定を実施

市町村初期集中・
地域支援推進員研
修を年１回程度実
施。

変更な
し

研修会の開催や市町村間の情
報交換などにより、市町村が
実施する認知症総合支援事業
の効果的な実施を支援し、認
知症への正しい理解の促進と
ともに、認知症の早期発見・
早期対応の体制構築を図りま
す。

相談出来る有
識者や現場の
担い手とのつ
ながりがない

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

介護予防・日常生
活支援総合事業等
サービス立ち上げ
アドバイザー派遣
事業や移動サービ
ス構築後方支援体
制整備業務として
のコールセンター
設置を実施（全国
移動サービスネッ
トワークに業務委
託）。

全国移動サービス
ネットワークから
の報告書から課題
や疑問の解決につ
ながり、サービス
導入を促進してい
ると考えられる。

変更な
し

移動サービスや買い物支援な
ど高齢者にとってニーズの高
い生活支援サービスの導入に
向け、市町村に対し、導入手
法などについて研修会や事例
集等を用いた情報提供を行う
など支援します。

84.4 ― 100.0

交通関連法制
度が複雑であ
る。協力者の
不足。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

特に小規模な町村に
おいてケアパスの策
定がすすんでいな
い。ケアパス整備の
必要性の理解やケア
パスを作成する余力
がないと考えられ
る。

見直し
作成・更新・周知を行っている市
町村の数

具体的な支援には
つながらなかっ
た。

行っていない
変更な
し

認知症の人やその家族が認知
症の状態に応じた適切なサー
ビスを受けることができるよ
う、広報紙やホームページ、
認知症ケアパスの作成・運用
などにより、相談窓口の活用
について支援します。

相談出来る有
識者や現場の
担い手とのつ
ながりがない

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

認知症の人が、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、家族が地域において安心して認知症の人と日常生活を営むことができるよ
う、正しい知識や正しい理解を深め、認知症の人を含めた全ての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

介護支援課計画係

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第５章：認知症の人や家族にやさしい地域共生社会づくり（認知症基本法に基づく長野県認知症施策推進計画）

第１節　認知症に関する正しい知識と理解の増進とバリアフリー化の推進
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

情報を求める人
が迅速にアクセ
スできるよう周
知を図る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

情報交換や機会
の創出のための
意見交換、理解
促進のための研
修会の実施

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

普及・啓発の目
的の共有や取組
の協力

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

認知症の人、そ
の家族が参画
し、課題共有、
施策反映につな
げる

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

継続的な研修機
会の確保

認知症に関する正しい理解や認知症
の人やその家族のための相談先、認
知症に係る適切な医療の提供先等に
ついての知識が深まるよう、認知症
やその施策に関する普及・啓発を進
めます。

施策 2 ◆普及・啓発

ホームページ等で
相談先の掲載や専
門的な研修を修了
した医療機関、医
師等の名簿の公表
を行っている。
相談先の周知につ
いては、ホーム
ページ以外を実施
していないことが
課題。

県ホームページへ
の掲載。

変更な
し

認知症に関する正しい理解や
認知症の人やその家族のため
の相談先、認知症に係る適切
な医療の提供先等についての
知識が深まるよう、認知症や
その施策に関する普及・啓発
を進めます。

市町村や関係
機関への周知
や県ホーム
ページの掲載
方法を変更

その他

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

認知症施策推進懇談会等において、
認知症の人やその家族からの意見を
聴取し、それを踏まえて、認知症の
人やその家族の視点を重視した認知
症施策を推進します。

認知症の人の意思決定に関わる人
が、認知症の人の意思をできる限り
丁寧にくみ取るために、「認知症の
人の日常生活・社会生活における意
思決定支援ガイドライン」に基づく
意思決定支援が行われるように、認
知症対応力向上研修等で普及・啓発
を図ります。

認知症の人本人の発信により、認知
症の人の社会参加の機会の確保を進
めるとともに、認知症の人に関する
正しい社会の理解の促進を図りま
す。

毎年９月21日の認知症の日（世界ア
ルツハイマーデー）及び毎年９月の
認知症月間（世界アルツハイマー月
間）などの機会を捉え、認知症に関
する正しい知識と認知症の人に関す
る正しい理解を深めるために、周
知・啓発を実施します。

本人ミーティング
やピアサポート活
動、認知症カフェ
等において、本人
の社会参加の機会
を図った。

本人ミーティング
の開催やピアサ
ポート活動の実施

変更な
し

認知症の人本人の発信によ
り、認知症の人の社会参加の
機会の確保を進めるととも
に、認知症の人に関する正し
い社会の理解の促進を図りま
す。

関係団体や企
業との協力関
係の構築

認知症対応力向上
研修等で意思決定
支援ガイドライン
研修を組み込み、
普及・啓発を図っ
た。

認知症対応力向上
研修でガイドライ
ン研修を組み込み
実施。

変更な
し

認知症の人の意思決定に関わ
る人が、認知症の人の意思を
できる限り丁寧にくみ取るた
めに、「認知症の人の日常生
活・社会生活における意思決
定支援ガイドライン」に基づ
く意思決定支援が行われるよ
うに、認知症対応力向上研修
等で普及・啓発を図ります。

ガイドライン
研修の確実な
実施のための
有識者とのつ
ながり

認知症の日及び認
知症月間に合わせ
てフォーラムやラ
イトアップを実施
するなどして、普
及・啓発活動を実
施した、知識や理
解の促進を図っ
た。

認知症の日及び認
知症月間に合わせ
た県民向けフォー
ラムの開催やライ
トアップの実施

変更な
し

毎年９月21日の認知症の日
（世界アルツハイマーデー）
及び毎年９月の認知症月間
（世界アルツハイマー月間）
などの機会を捉え、認知症に
関する正しい知識と認知症の
人に関する正しい理解を深め
るために、周知・啓発を実施
します。

関係団体や企
業と協働した
啓発の実施

認知症の人とその
家族からの意見を
聴く場の設定、認
知症施策懇談会等
において、意見を
聴取したが、施策
への反映までには
いたらなかった。

認知症施策推進懇
談会を年１回開
催。

変更あ
り

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

認知症施策推進懇談会等にお
いて、認知症の人やその家族
からの意見を聴取し、認知症
の人やその家族の参画を得な
がら、共に、認知症施策を推
進します。

認知症の人、
その家族との
つながりや意
見を聴取し、
施策反映につ
なげる。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

39 



最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

新制度を理解し
た後見人等の担
い手育成を進め
るため、研修等
を通じた人材育
成を図る。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

関係機関との情
報共有を図ると
ともに、先行導
入した市町村の
好事例を横展開
していく。

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

関係機関との情
報共有を図ると
ともに、先行導
入した市町村の
好事例を横展開
していく。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

市町村支援に合
わせ、状況を伺
い、中心となる
市町村との連携
が図れるよう調
整していく

施策 3 ◆意思決定支援のための成年後見制度の利用促進・権利利益の保護

「意思決定支援を踏まえた後見事務
のガイドライン」に基づく適切な後
見事務が行われるよう、成年後見制
度に関する研修等において普及・啓
発を図ります。

認知症や知的障がい、精神障がい等
により判断能力が十分でない方が、
地域において自立した生活を送ると
ともに、判断能力に応じて成年後見
制度を利用できるよう、日常生活自
立支援事業を実施する長野県社会福
祉協議会へ財政支援を行い、引き続
き事業が適正に実施されるよう努め
ます。

認知症などにより判断能力が不十分
な高齢者等の権利・利益を保護し、
自立した生活を支援するため、市町
村が設置し、住民への広報や相談支
援等を行う中核機関の機能強化及び
地域における支援関係機関や専門職
団体等の連携体制づくりを進めると
ともに、後見人等の担い手育成など
成年後見制度の利用促進を図りま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

成年後見制度の利
用促進を図るた
め、市町村を中心
とする中核機関の
設置及び地域の相
談支援機関との連
携体制の構築を支
援した。

アドバイザーの配
置や伴走支援、長
野県権利擁護推進
会議の開催を通じ
て、成年後見制度
の利用を促進し
た。

変更あ
り

高齢化の進展や単独世帯の増
加など家族の在り方の変化を
踏まえ、頼れる身寄りがいな
い高齢者等への支援の充実に
向け、第二種社会福祉事業と
して創設した事業について円
滑な事業運営を進める。

法改正に対応
した制度改正
の理解促進と
円滑な事業実
施が課題。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

関係機関との連携
強化や後見人等の
担い手育成を進
め、成年後見制度
の利用促進に向け
た体制整備を推進
した。

中核機関を中心と
した連携体制の強
化、後見人等の担
い手育成及び制度
利用促進により、
成年後見制度の充
実を図った。

変更な
し

認知症などにより判断能力が
不十分な高齢者等の権利・利
益を保護し、自立した生活を
支援するため、市町村が設置
し、住民への広報や相談支援
等を行う中核機関の機能強化
及び地域における支援関係機
関や専門職団体等の連携体制
づくりを進めるとともに、後
見人等の担い手育成など成年
後見制度の利用促進を図りま
す。

法改正の趣旨
を踏まえた権
利擁護支援体
制の充実に向
け、中核機関
の機能強化や
関係機関との
連携が課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

成年後見制度に関
する研修等を通じ
て、適切な後見事
務の普及・啓発を
図るとともに、権
利擁護意識の醸成
や法人後見受任体
制の整備を促進し
た。

県消費生活センターの機能の充実・
強化を図るとともに、高齢者が相談
しやすい身近な市町村の消費者相談
窓口や消費生活センターを充実する
ため、相談員等への技術的な支援と
ともに、広域連携による消費生活セ
ンター設置を促進します。

施策 4 ◆消費生活の安定と向上のための相談機能の充実

・市町村消費生活
センターの人口カ
バー率が９割を超
えるまで増加した
ほか、市町村消費
者行政支援員を増
員するとともに消
費者教育アドバイ
ザーを設置し、市
町村の相談体制の
充実や消費者教育
の推進を支援し
た。

市町村への支援件
数を把握しなが
ら、事業を進めて
いる

変更な
し

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

県消費生活センターの機能の
充実・強化を図るとともに、
高齢者が相談しやすい身近な
市町村の消費者相談窓口や消
費生活センターを充実するた
め、相談員等への技術的な支
援とともに、広域連携による
消費生活センター設置を促進
します。

広域連携によ
る消費生活セ
ンターの設置
を促すため
に、市町村の
課題の把握が
必要

施策の
必要性
を裏付
ける
データ
の収
集・分
析をす
る

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

担い手等養成オン
ラインプログラム
の作成や法人後見
推進会議の開催等
により、後見事務
の普及・啓発及び
法人後見体制の整
備を促進した。

変更あ
り

成年後見制度に係る法改正に
ついて、研修等を通じて普
及・啓発を図るととともに、
改正内容を踏まえた適切な事
業を実施します。

法改正に対応
した事業と運
用が必要。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

新たに策定した
安全で安心なま
ちづくり指針の
浸透を図るた
め、関係機関へ
の周知、出前講
座等による啓発
の実施

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 5 ◆消費者トラブルの未然防止

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

・高齢者向けの悪
質商法被害防止
リーフレットを市
町村等へ配布。
・高齢者を対象
に、対面式の訓練
型電話でお金詐欺
（特殊詐欺）対応
講座を実施した。
・県警や関係機関
と連携した街頭啓
発活動を実施し
た。

高齢者の消費生活
相談の傾向及び特
殊詐欺の被害状況
を踏まえ、被害の
未然防止に向けた
啓発活動を実施し
ている。

変更な
し

高齢者の消費者トラブル、
「電話でお金詐欺（特殊詐
欺）」被害の未然防止を図る
ため、高齢者等見守りネット
ワーク内の連携促進、警察、
金融機関やコンビニエンスス
トア等関係機関・団体との連
携及び最新の被害事例等を踏
まえた広報・啓発活動等によ
り、高齢者の安全で安心な生
活を確保します。

高齢者をはじ
めとした被害
が増加してい
る中、未然防
止を図るため
には、銀行、
コンビニエン
スストア関係
者などの協力
が必要

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

高齢者の消費者トラブル、「電話で
お金詐欺（特殊詐欺）」被害の未然
防止を図るため、高齢者等見守り
ネットワーク内の連携促進、警察、
金融機関やコンビニエンスストア等
関係機関・団体との連携及び最新の
被害事例等を踏まえた広報・啓発活
動等により、高齢者の安全で安心な
生活を確保します。

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

「新しい認知症観」や基本法など認知症及び軽度の認知機能の障がいに関する知識並びに認知症の人や認知症に関する正しい知識と理解を深めることを推
進する。
認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進を図る。

認知症に関する正しい知識と理解とバリアフリー化の推進を一定程度進めることができた。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

事業の周知と、
課題に応じたア
ドバイザーの選
定を進める。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり活動を推
進する。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

センターと地域
関係者との連携
を図る場の設定

推進目標 2

章 5

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標

― ― 3,500

通いの場の参加者数 人 44,541 40,426 44,541 53,261

通いの場の数
か
所

3,372 2,972 3,372 4,054

― ― 45,000

施策 1 ◆認知症予防に資する可能性のある活動の推進

「認知機能低下および認知症のリス
ク低減のためのガイドライン」
（WHO,令和元年度（2019年度））の

内容を周知し、認知症になるのを遅
らせるなど予防に資する可能性のあ
る活動を推進します。

高齢者等が身近に通うことができる
「通いの場」において、社会的参加
の機会の確保、運動機能の改善と
いった活動が推進されるよう、アド
バイザーやリハビリテーション専門
職の派遣などにより、市町村の取組
を推進します。

具体的な実施につ
いては、アドバイ
ザーやリハビリ
テーション専門か
の派遣などにより
市町村の取組を推
進したことによっ
て行われた。

介護予防等のアド
バイザーやリハビ
リテーション専門
職の派遣。

変更あ
り

「認知機能低下および認知症
のリスク低減に関する最新ガ
イドライン」（WHO,令和８年
度（2026年度））の内容を周
知し、認知症になるのを遅ら
せるなど予防に資する可能性
のある活動を推進します。

活動の推進の
ための必要な
知識や情報

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

実施後に市町村か
ら口頭で経過を聴
取。

変更な
し

高齢者等が身近に通うことが
できる「通いの場」におい
て、社会的参加の機会の確
保、運動機能の改善といった
活動が推進されるよう、アド
バイザーやリハビリテーショ
ン専門職の派遣などにより、
市町村の取組を推進します。

更に多くの市
町村の支援を
実施する必要
がある。

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

住民主体の通いの
場等推進支援事業
にてリハビリテー
ション専門職の派
遣を実施。

認知症及び軽度の認知機能の障がい
の早期発見、早期診断及び早期対応
を推進するため、認知症疾患医療セ
ンター、地域包括支援センター、か
かりつけ医などの医療機関等の間に
おける連携協力体制の整備を推進し
ます。

施策 2 ◆早期発見、早期診断及び早期対応の推進

認知症疾患医療セ
ンター連携会議を
開催し、センター
間の連携強化を
図った。
センターと地域関
係機関との連携強
化はセンターごと
に課題がある。

認知症疾患医療セ
ンター連携会議の
開催。

変更な
し

認知症及び軽度の認知機能の
障がいの早期発見、早期診断
及び早期対応を推進するた
め、認知症疾患医療セン
ター、地域包括支援セン
ター、かかりつけ医などの医
療機関等の間における連携協
力体制の整備を推進します。

センターと地
域関係者との
連携強化

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

増加傾向にある 継続

増加傾向にある 継続

左記の課題に対する取組

①第９期の方向性
（施策説明文）

認知症の人が、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、家族が地域において安心して認知症の人と日常生活を営むことができるよ
う、正しい知識や正しい理解を深め、認知症の人を含めた全ての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

介護支援課計画係

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第５章：認知症の人や家族にやさしい地域共生社会づくり（認知症基本法に基づく長野県認知症施策推進計画）

第２節　認知症の予防等に資する可能性のある活動の推進
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研究の推進状況
の注視

2

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 3 ◆予防に関するエビデンスの収集状況の注視

早期・軽度のアルツハイマー型認知
症の新薬については、今後、国の動
向や効果、使用状況を注視するとと
もに、医療機関や薬局などに正しい
情報を周知します。

国で実施する認知症に関する「研究
等の推進等」について、その状況を
注視し、予防や、社会参加のあり
方、共生のための社会環境の整備に
資する事業などの充実について検討
を進めます。

具体的な検討には
至らなかった。

行っていない。
変更な
し

国で実施する認知症に関する
「研究等の推進等」につい
て、その状況を注視し、予防
や、社会参加のあり方、共生
のための社会環境の整備に資
する事業などの充実について
検討を進めます。

具体的な事業
の検討が不明
確である

施策の
必要性
を裏付
ける
データ
の収
集・分
析をす
る

具体的な周知には
至らなかった。

行っていない。
変更あ
り

早期・軽度のアルツハイマー
型認知症の新薬については、
今後、国の動向や効果、使用
状況を注視するとともに、医
療機関や薬局などに正しい情
報を周知します。
（他項目との統合を検討）

引き続き、認知症の予防等に資する可能性のある活動について推進していく。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

認知症の予防等に資する可能性のある活動について一定程度推進できた。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

③第10期の施策の方向性
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

5

6

7

8

推進目標 2

章 5

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

認知症の人が、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、家族が地域において安心して認知症の人と日常生活を営むことができるよ
う、正しい知識や正しい理解を深め、認知症の人を含めた全ての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

介護支援課計画係

認知症介護実践者研
修の修了者数（累
計）

人 5,592 5,375

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

認知症介護実践リー
ダー研修の修了者数
（累計）

人 694 645 694 741

認知症介護指導者養
成研修の修了者数
（累計）

人 59 55 57 59

医療従事者向けの認
知症対応力向上研修
修了者数（累計）病
院勤務職員

人 1,017 888 965 1,017 1,076 1,130 1,200

医療従事者向けの認
知症対応力向上研修
修了者数（累計）か
かりつけ医

人 893 833 861 893 943 976 1,020

医療従事者向けの認
知症対応力向上研修
修了者数（累計）歯
科医師

人 752 611 752 865 1,010 1,237 1,000

医療従事者向けの認
知症対応力向上研修
修了者数（累計）薬
剤師

人 763 654 763 914 1,059 1,177 1,060

760 842 900

医療従事者向けの認
知症対応力向上研修
修了者数（累計）看
護職員

人 586 505 586 670

対応件数は減少しているが、個別
ケースで対応し、初期集中支援
チームの介入が不要のケースがあ
ると考えられる。

見直し
初期集中支援チームの対応件数

人口に占める認知症
サポーター・キャラ
バンメイトの割合

%
12.6％
(総人口
あたり）

―
12.6％
(総人口
あたり）

― ―

15.0％
(総人口
あた

り,2026
）

認知症サポーター・キャラバンメ
イトの養成が進んでいると考えら
れる。

見直し
認知症サポーター養成者数及び認
知症サポーターが参画している
チームオレンジの数

65歳以上人口千人口
当たりの認知症初期
集中支援チーム対応
件数

件
3.3件

/65歳以
上千人

―
3.3件
/65歳以
上千人

― ―
2.4件

/65歳以
上千人

5,592 5,823 6,126 6,423 6,500

61 63 65

802 882 850

目標には達しなかっ
たが、修了者数は増
加傾向にある。

継続

目標には達しなかっ
た年もあったが、修
了者数は増加傾向に
ある。

継続

目標には達しなかっ
たが、修了者数は増
加傾向にある。

継続

修了者数は増加傾向
にある。

継続

修了者数は増加傾向
にある。

目標は達成。修了者
数は増加傾向にあ
る。

目標は達成。修了者
数は増加傾向にあ
る。

修了者数は増加傾向
にある。

継続

継続

継続

継続

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第５章：認知症の人や家族にやさしい地域共生社会づくり（認知症基本法に基づく長野県認知症施策推進計画）

第３節　医療・介護等の連携による認知症の人等への支援
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

継続的な研修機
会の確保のた
め、有識者の協
力を得ながら実
施していく。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

継続的な研修機
会の確保のた
め、有識者の協
力を得ながら実
施していく。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

先進事例の共有
や他自治体の事
例の共有

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

センターと地域
関係者との連携
を図る場の設定

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

認知症介護研修企画懇話会において
研修内容について継続的な検討を行
いながら、認知症介護指導者と、認
知症に関して専門的な知識・技術を
習得した介護職員を養成するための
研修を実施します。

認知症の人に対して本人主体の医療
や看護等を提供するため、多職種の
医療従事者向け研修会を開催しま
す。

認知症の人やその
家族を支えるため
に必要な基本的知
識等を修得するた
めの研修を実施し
た。

医療従事者向け認
知症対応力向上研
修の実施。

変更な
し

認知症の人に対して本人主体
の医療や看護等を提供するた
め、多職種の医療従事者向け
研修会を開催します。

研修の実施の
ために必要な
医学的知識や
情報の確保、
有識者の協力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

認知症介護研修企
画懇話会におい
て、研修内容の継
続的な検討を行い
ながら、介護職員
を育成するための
研修を実施した。

認知症介護従事者
研修の実施。

変更な
し

認知症介護研修企画懇話会に
おいて研修内容について継続
的な検討を行いながら、認知
症介護指導者と、認知症に関
して専門的な知識・技術を習
得した介護職員を養成するた
めの研修を実施します。

研修の実施の
ために必要な
専門的知識や
情報の確保、
有識者の協力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

認知症初期集中支援チームや認知症
地域支援推進員の活動がより効果的
に推進されるよう、市町村の伴走型
支援や介護予防の研修などを通じ
て、各市町村における認知症施策の
取組の向上・強化に向け支援しま
す。

施策 2 ◆市町村への支援

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

市町村伴走型支援
や介護予防の研修
を通じて、認知症
施策に関する取組
報告を行った。

自己評価の改善状
況を確認しながら
事業を進めた。

変更な
し

認知症初期集中支援チームや
認知症地域支援推進員の活動
がより効果的に推進されるよ
う、市町村の伴走型支援や介
護予防の研修などを通じて、
各市町村における認知症施策
の取組の向上・強化に向け支
援します。

施策推進のた
めの必要な知
識や情報の確
保

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

施策 3 ◆医療・介護体制の充実

認知症疾患医療セ
ンター連携会議を
開催し、センター
間の連携強化を
図った。
センターと地域関
係期間との連携強
化はセンターごと
に課題がある。

認知症疾患医療セ
ンター連携会議の
開催。

変更な
し

認知症疾患医療センターの質
の向上及び各センター間の連
携とともに、かかりつけ医、
認知症看護認定看護師、関係
医療機関、認知症初期集中支
援チーム等との連携をはじめ
とした切れ目のない支援体制
を目指します。

センターと地
域関係者との
連携強化

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

認知症の高齢者が安心して穏やかな
生活を送ることができるよう、地域
密着型サービスなど、必要な介護
サービスの提供体制整備を進める市
町村等を支援します。

認知症疾患医療センターの質の向上
及び各センター間の連携とともに、
かかりつけ医、認知症看護認定看護
師、関係医療機関、認知症初期集中
支援チーム等との連携をはじめとし
た切れ目のない支援体制を目指しま
す。

・住み慣れた地域
で介護が受けられ
る小規模で家庭的
な雰囲気の地域密
着型の施設整備を
実施
・施設整備への公
募がなく第10期へ
見送る事業があり
応募業者の確保が
課題。

地域密着型介護老
人福祉施設（特
養）や認知症対応
型共同生活介護
（グループホー
ム）の定員数は、
2025年度時点で目
標を下回っている
が、第８期末から
は増加している。

変更あ
り

認知症の高齢者が安心して穏
やかな生活を送ることができ
るよう、地域密着型サービス
など、必要な介護サービスの
提供体制整備を進める市町村
等を支援します。
（施設整備関係の記述にする
か、削除を検討）

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

施策 1 ◆医療・介護従事者への支援

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
引き続き、認知症の人に対して、本人主体の保健医療及び福祉サービスを利用できるよう、医療・介護従事者、市町村への支援を進めていく。

医療・介護等の連携による認知症の人等への支援を一定程度進めることができた。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

1

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

センターと地域
関係者との連携
を図る場の設定

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

企業等に若年性
コーディネー
ターの活動の周
知や相談窓口の
周知を図る。

推進目標 2

章 5

節 4

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

認知症の人が、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、家族が地域において安心して認知症の人と日常生活を営むことができるよ
う、正しい知識や正しい理解を深め、認知症の人を含めた全ての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第10期における扱い
（見直しの有無）

63 ― 77

認知症カフェ・チー
ムオレンジ等の地域
で認知症の人と家族
を支える仕組みがあ
る市町村数（市町
村）

市
町
村
数

61 60 61 64

若年性認知症の人やその家族、勤務
先等が早期に適切な相談機関につな
がることがができるよう、若年性認
知症支援コーディネーターの活動や
相談窓口の周知を更に進めます。

認知症疾患医療センターの質の向上
及びセンター間の連携とともに、か
かりつけ医や認知症初期集中支援
チーム等との連携をはじめとした切
れ目のない支援体制を目指します。

認知症疾患医療セ
ンター連携会議を
開催し、センター
間の連携強化を
図った。
センターと地域関
係期間との連携強
化はセンターごと
に課題がある。

認知症疾患医療セ
ンター連携会議の
開催。

変更な
し

認知症疾患医療センターの質
の向上及びセンター間の連携
とともに、かかりつけ医や認
知症初期集中支援チーム等と
の連携をはじめとした切れ目
のない支援体制を目指しま
す。

センターと地
域関係者との
連携強化

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

若年性認知症支援
コーディネータを
設置し、若年性認
知症の人やその家
族等との支援を
行った。

若年性認知症支援
コーディネーター
の配置。

変更な
し

若年性認知症の人やその家
族、勤務先等が早期に適切な
相談機関につながることがが
できるよう、若年性認知症支
援コーディネーターの活動や
相談窓口の周知を更に進めま
す。

企業等の理解
促進やネット
ワークの構築

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

認知症相談窓口認
知度【元気】

% 14.0 ― 14.0 ― ― 22.6

認知症相談窓口認
知度【元気】

% 14.0 ― 14.0 ― ― 22.6

増加傾向にある。 継続

認知症相談窓口認
知度【居宅】

% 27.0 ― 27.0 ― ― 31.5 増加傾向にある。 継続

増加傾向にある。 継続

目標の評価や指標に
関する特記事項

第８期 第９期

横ばいである。

施策 1 ◆相談体制の強化

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第５章：認知症の人や家族にやさしい地域共生社会づくり（認知症基本法に基づく長野県認知症施策推進計画）

第４節　認知症の人や家族等からの相談体制の強化、家族介護者への支援

継続
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり、アドバ
イスをもらう

2
試行的な
取組の実
施

有識者から意見
聴取し、よりよ
い研修内容、支
援方法の検討・
試行を行ってい
く。

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

専門家や有識者
とのつながりを
つくり、アドバ
イスをもらう

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

相談支援のため
の研修を行う。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

認知症の人、そ
の家族が参画
し、課題共有、
施策反映につな
げる

研修会の開催、認知症施策事例集な
どによる情報提供により、市町村が
実施する認知症総合支援事業の効果
的な実施を支援し、認知症の早期発
見・早期対応などに向けた相談体制
の構築を図ります。

施策 2 ◆市町村への支援、地域支援体制の強化

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

市町村向け研修会
や意見交換の場の
設定を実施。
認知症施策推進事
例集の横展開を
図った。

市町村初期集中・
地域支援推進員研
修を年１回程度実
施。

変更な
し

研修会の開催、認知症施策事
例集などによる情報提供によ
り、市町村が実施する認知症
総合支援事業の効果的な実施
を支援し、認知症の早期発
見・早期対応などに向けた相
談体制の構築を図ります。

相談出来る有
識者や現場の
担い手とのつ
ながりがない

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

認知症の人の家族介護者が抱えてい
る「介護をするうえでの困りごと」
や、「日常生活を送る上での不安や
困りごと」などの相談を、地域包括
支援センターを中心に地域で支える
仕組みづくりを支援します。

チームオレンジコーディネーター研
修や好事例の情報提供などの支援に
加えて、市町村への伴走型支援を通
じて、各市町村におけるチームオレ
ンジ等の認知症の人の社会参加の機
会となる居場所の整備や認知症施策
の取組の向上・強化に向け支援しま
す。

市町村が地域支援事業等で実施する
認知症支援に関する施策、家族介護
支援事業（家族介護を経験した方が
参加する家族介護教室・家族介護交
流会、介護慰労金等）等の実施状況
の把握と情報提供や、研修の実施な
どにより、市町村が認知症の人の家
族に対する家族介護支援を効果的に
取り組めるよう支援します。

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う

市町村向け研修会
や意見交換の場の
設定を実施。

市町村初期集中・
地域支援推進員研
修を年１回程度実
施。
地域支援事業交付
金の実施。

変更な
し

市町村が地域支援事業等で実
施する認知症支援に関する施
策、家族介護支援事業（家族
介護を経験した方が参加する
家族介護教室・家族介護交流
会、介護慰労金等）等の実施
状況の把握と情報提供や、研
修の実施などにより、市町村
が認知症の人の家族に対する
家族介護支援を効果的に取り
組めるよう支援します。

相談出来る有
識者や現場の
担い手とのつ
ながりがない

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

地域包括ケア推進
研修会を年2回実
施し、地域包括支
援センター職員の
資質向上を支援し
た。

チームオレンジ
コーディネーター
研修や認知症グ
ループ支援を通じ
て、認知症の人の
社会参加の機会と
なる居場所の整備
を推進した。

チームオレンジ
コーディネーター
研修を年１回実
施。
認知症グループ支
援を希望する３～
４自治体/年に実
施。

変更な
し

チームオレンジコーディネー
ター研修や好事例の情報提供
などの支援に加えて、市町村
への伴走型支援を通じて、各
市町村におけるチームオレン
ジ等の認知症の人の社会参加
の機会となる居場所の整備や
認知症施策の取組の向上・強
化に向け支援します。

好事例の横展
開を図るとと
もに、研修や
支援方法につ
いては、より
良い方法を検
討していく。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

施策 3 ◆認知症の人や家族の意見を尊重した施策の推進

認知症施策の検討・実施にあたって
は、認知症施策推進懇談会等におい
て、認知症の人やその家族からの意
見を聴取し、認知症の人やその家族
の視点を重視した施策を推進しま
す。

認知症の人とその
家族からの意見を
聴く場の設定、認
知症施策懇談会等
において、意見を
聴取したが、施策
への反映までには
いたらなかった。

認知症施策推進懇
談会を年１回開
催。

変更あ
り

認知症施策の検討・実施にあ
たっては、認知症施策推進懇
談会等において、認知症の人
やその家族からの意見を聴取
し、認知症の人やその家族の
参画を得ながら、共に、施策
を推進します。

認知症の人、
その家族との
つながりや意
見を聴取し、
施策反映につ
なげる。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

アンケートを基に
内容を修正してい
る。

変更な
し

認知症の人の家族介護者が抱
えている「介護をするうえで
の困りごと」や、「日常生活
を送る上での不安や困りご
と」などの相談を、地域包括
支援センターを中心に地域で
支える仕組みづくりを支援し
ます。

地域包括支援
センター職員
が相談支援を
行う時間が取
れない。
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

認知症の人や家族等が必要な社会的支援につながることができるよう、相談体制の整備、強化や家族介護者への支援の取組を進めていく。

認知症の人や家族等からの相談体制の強化や家族介護者への支援の取組を一定程度進めることができた。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

継続的な研修機
会の確保のた
め、有識者の協
力を得ながら実
施していく。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

情報交換や機会
の創出のための
意見交換、理解
促進のための研
修会の実施

推進目標２：地域における支援体制・在宅医療と介護の充実

第５章：認知症の人や家族にやさしい地域共生社会づくり（認知症基本法に基づく長野県認知症施策推進計画）

回 6

推進目標 2

章 5

節 5

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

3 6 1

11 10 維持

71 100
本人ミーティングの
開催回数

回 76 72

若年性認知症支援
コーディネーターの
配置数

人

若年性認知症の理解
促進のための研修会
の開催回数

施策 1 ◆普及・啓発

認知症の本人の発信により、社会参
加の機会の確保を進めるとともに、
認知症の人に関する正しい理解の促
進を図ります。

認知症（若年性認知症を含む）の人
に関する正しい理解を深めるため、
県民に対する啓発のための研修会を
実施します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

認知症（若年性認
知症を含む）の人
に関する正しい理
解を深めるための
研修会を実施し、
啓発を図った。

年２回程度、若年
性認知症の理解促
進のための研修会
の開催

変更な
し

認知症（若年性認知症を含
む）の人に関する正しい理解
を深めるため、県民に対する
啓発のための研修会を実施し
ます。

研修の実施の
ために必要な
知識や情報の
確保、有識者
の協力

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

本人ミーティング
やピアサポート活
動、認知症カフェ
等において、本人
の社会参加の機会
を図った。

本人ミーティング
の開催やピアサ
ポート活動の実施

変更な
し

認知症の本人の発信により、
社会参加の機会の確保を進め
るとともに、認知症の人に関
する正しい理解の促進を図り
ます。

2 2 10

11 8 8 11

各圏域で１回以上の
実施については、対
応できなかった。

見直し
具体的な目標値について、実態に
即したものとなるように見直すべ
き。

各圏域に１名以上配
置できた。

継続

定期的に開催されて
いるものと考えられ
る。

見直し
社会参加の機会は本人ミーティン
グだけではないため、ピアサポー
ト活動など多様な活動によって、
本人の声が発信される機会を創出
する。

76 105 57

関係団体や企
業との協力関
係の構築

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

認知症の人が、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、家族が地域において安心して認知症の人と日常生活を営むことができるよ
う、正しい知識や正しい理解を深め、認知症の人を含めた全ての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる地域共生社会の実現を目指します。

介護支援課計画係

第５節　若年性認知症や認知症の人の社会参加支援
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

企業や産業医へ
の若年性認知症
の人の就労に関
する啓発や知識
の普及

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

企業や産業医へ
の若年性認知症
の人の就労継続
の取組
・担当課内及び
関係課と定期的
な情報交換を行
う

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

多様な主体への
働きかけや本人
の居場所づくり
の取組の推進。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

若年性認知症支
援コーディネー
ターの役割や相
談窓口を関係団
体に周知してい
く

■本施策の第９期の総括

■国の基本方針及び上記の記載事項以外で、新規施策があれば、以下にご記入ください。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

長野労働局と連携して、企業等に対
し、若年性認知症に関する理解の促
進や、若年性認知症の人の雇用継続
をはじめとする就労支援を実施しま
す。

若年性認知症の人の意欲及び能力に
応じた雇用の継続などに向け、就労
先の事業主や産業医等の関係者に対
して、若年性認知症の人の就労に関
する啓発・知識の普及を実施しま
す。

施策 2 ◆企業に対する理解の促進や協力の依頼

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

施策 3 ◆若年性認知症支援コーディネーターによる支援

若年性認知症の人やその家族、勤務
先等が早期に適切な相談機関につな
がることができるよう、若年性認知
症支援コーディネーターの活動や相
談窓口の周知を更に進めます。

平成29年度（2017年度）から配置し
ている若年性認知症支援コーディ
ネーターが調整役となり、若年性認
知症の人やその家族のニーズを把握
しながら、支援関係者のネットワー
クづくり、事業主への理解促進の働
きかけ、居場所づくりなど、本人や
家族の視点に立った支援を進めま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

多様な主体と
連携・協働し
ながら本人・
家族を支援し
ていく。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

長野県ホームペー
ジにおいて周知。
ホームページにア
クセスできない人
も一定程度いる。

ホームページ
変更な
し

若年性認知症の人やその家
族、勤務先等が早期に適切な
相談機関につながることがで
きるよう、若年性認知症支援
コーディネーターの活動や相
談窓口の周知を更に進めま
す。

若年性認知症
支援コーディ
ネーターの役
割や相談窓口
を関係団体に
周知していく

若年性認知症や認知症の人の社会参加支援について一定程度推進できた。

ある場合→第10期の方向性

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

個別支援におい
て、若年性認知症
支援コーディネー
ターが就業先等を
訪問し調整した。
企業や産業医向け
の啓発・知識の普
及は実施できな
かった。

※労働雇用課にお
ける取組はなし
（若年性認知症に
対する啓発・普及
は所管外）

個別事例での支援
変更な
し

若年性認知症の人の意欲及び
能力に応じた雇用の継続など
に向け、就労先の事業主や産
業医等の関係者に対して、若
年性認知症の人の就労に関す
る啓発・知識の普及を実施し
ます。

企業や産業医
への若年性認
知症の人の就
労に関する啓
発や知識の普
及

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

長野労働局主催の
会議体において、
若年性認知症の人
の支援についての
啓発を実施した。
・障がい者雇用に
関する普及啓発セ
ミナー及び事業者
への個別相談支援
等を実施（労働雇
用課）

長野県地域両立支
援推進チーム長野
県長期療養労働者
支援担当専門家会
議において、若年
性認知症支援コー
ディネーターが委
員参画した。
・委託事業者と事
業内容を振り返り
ながら事業を進め
た。（労働雇用
課）

変更な
し

長野労働局と連携して、企業
等に対し、若年性認知症に関
する理解の促進や、若年性認
知症の人の雇用継続をはじめ
とする就労支援を実施しま
す。

企業や産業医
への若年性認
知症の人の就
労継続の取組
・担当課内関
係課との連携
（労働雇用
課）

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

若年性認知症支援
コーディネーター
が中心となり個別
支援を実施した。

本人や家族の支援
や就労継続の働き
かけをするなど、
本人や家族の視点
に立った支援を
行った。

変更な
し

平成29年度（2017年度）から
配置している若年性認知症支
援コーディネーターが調整役
となり、若年性認知症の人や
その家族のニーズを把握しな
がら、支援関係者のネット
ワークづくり、事業主への理
解促進の働きかけ、居場所づ
くりなど、本人や家族の視点
に立った支援を進めます。
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試行的な
取組の実
施

段階的・計画的
に事業の拡大を
図る。

■第10期に向けた重点取組（予定）
引き続き、若年性認知症や認知症の人の社会参加支援の取組が推進されるよう、認知症の人及びその家族、関係者や市町村の支援を行っていく。

認知症の人が認知症の当事者に出会い、その経験に触れられるようピアサポート活動等を推進するとともに、認知症の
人の社会参加の機会の確保が進むよう、本人ミーティングなど認知症の人の声が発信される機会の創出を促進し、ピア
サポーターや発信する認知症の人の活動、市町村の取組を支援していきます。

全県的な展開
を図る前に試
行的な取り組
みを行い、本
格実施につな
げる必要があ
る。

試行的
な取組
や段階
的な実
施を行
う
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

推進目標 3

章 6

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホー
ム）（定員数）

人 11,786 11,737 11,746 11,786

介護老人福祉施設
（地域密着型を含
む。）の定員数にお
けるユニット型の割
合

％ 42.4 41.4 41.4 42.4

14.4 14.7

介護老人福祉施設
（地域密着型を含
む。）における地域
密着型施設の占める
割合

％ 14.7 14.2

地域密着型介護老人
福祉施設（小規模特
養）（定員数）

人 2,042 1,955 1,984

42.3 42.4 43.0

14.6 14.6 15.1

11,860 11,869 11,900

2,043 2,043 2,1262,042

・着工ベース
・定員の増加が進ん
でいる。

継続

・着工ベース
・第８期末からの定
員はほぼ横ばい

継続

・第８期末からの地
域密着型施設の占め
る割合はほぼ横ばい

継続

・第８期末からのユ
ニット型の割合はほ
ぼ横ばい
・低所得者に配慮し
た多床室の整備の要
望もあり

継続

高齢者や家族がそのニーズや心身の状態にあった施設や住まいを主体的に選択し、住み慣れた地域で安心して生活することができる社会を目指
します。

介護支援課施設係

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第６章：一人ひとりのニーズに応じた多様な施設・住まいの創出

第１節　介護保険施設等の整備
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

3

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

圏域調整会議等
の場において、
できる限り地域
の意向を踏まえ
る。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 1 ◆介護保険施設等の整備に対する支援

できるだけ身近な地域で家庭的な雰
囲気の中で介護が受けられるよう、
地域密着型介護老人福祉施設や認知
症対応型共同生活介護（グループ
ホーム）等の地域密着型施設の整備
を支援します。

利用者のプライバシーを守り、家庭
に近い雰囲気でこれまでと変わらな
い生活を送りながら、入居者が相互
に社会的関係を築くことができるよ
う、個室・ユニット型の整備を推進
しつつ、利用者の負担や希望を踏ま
え、ユニット型と多床室のバランス
の取れた整備を促進します。

介護老人福祉施設等の介護保険施設
については、老人福祉圏域ごとの定
員数と将来のサービスの必要量の見
込みとの需給バランスを精査し、有
料老人ホーム等の多様な住まいの整
備見込数も踏まえて整備します。ま
た、老朽化した施設の建替や大規模
修繕を必要に応じて行います。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近いも
のを選択

市町村介護保険事
業計画をもとに策
定した高齢者プラ
ンに基づき、圏域
ごとのサービス見
込量や主に営利法
人が設置する有料
老人ホーム等の整
備量も加味しなが
ら、整備を実施
・既に高齢者人口
のピークを迎えて
いる圏域があるこ
とから、今後、
サービス必要量の
見込みと受給バラ
ンスを見据えた施
設整備が課題。

介護老人福祉施設
（特養）の定員数
は、2025年度時点
で目標をやや下
回っているもの
の、第８期末から
は増加している。

変更あ
り

介護老人福祉施設等の介護保
険施設については、老人福祉
圏域ごとの定員数と将来の
サービスの必要量の見込みと
の需給バランスを精査し、有
料老人ホーム等の多様な住ま
いの整備見込数も踏まえて整
備します。また、既存施設の
有効活用の支援のほか、老朽
化した施設の建替や大規模修
繕を必要に応じて行います。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

・住み慣れた地域
で介護が受けられ
る小規模で家庭的
な雰囲気の地域密
着型の施設整備を
実施
・施設整備への公
募がなく第10期へ
見送る事業があり
応募業者の確保が
課題。

地域密着型介護老
人福祉施設（特
養）や認知症対応
型共同生活介護
（グループホー
ム）の定員数は、
2025年度時点で目
標を下回っている
が、第８期末から
は増加している。

変更な
し

できるだけ身近な地域で家庭
的な雰囲気の中で介護が受け
られるよう、地域密着型介護
老人福祉施設や認知症対応型
共同生活介護（グループホー
ム）等の地域密着型施設の整
備を支援します。

介護老人保健施設については、必要
とされる施設整備や改築を支援し、
その機能を活かした入所者の在宅復
帰や在宅介護の支援を強化します。

介護老人保健施設
においてより効率
的に必要なサービ
ス提供を行えるよ
うにするための設
備整備に対し、助
成を行った。

介護老人福祉施設
（特養）の定員数
は、2025年度時点
で目標を上回って
おり、第８期末か
ら減少している。

変更な
し

介護老人保健施設について
は、必要とされる施設・設備
整備等を支援し、その機能を
活かした入所者の在宅復帰や
在宅介護の支援を強化しま
す。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

計画を策定する全市町村に対してヒアリングを行い、施設整備が圏域の介護需要や医療計画と整合したものとなるよう、また中長期的な観点から、施設整
備等のサービス量が適切なものとなるよう、県として可能な限り調整し、地域密着型施設やユニット型を中心とした施設整備の他、老朽化した施設の建て
替えや必要な修繕及び設備整備を計画的に行っていく。

市町村介護保険事業計画をもとに策定した高齢者プランに基づき、老人福祉施設等整備事業補助金（県単）や地域医療介護総合確保基金事業（国補）を活用し、施設整備を
進めてきたところであるが、地域密着型施設の整備が十分でないため、引き続き地域の実情や意向に配慮しながら、整備を推進していく必要がある。

・入所者の個人の
尊厳を守るための
個室・ユニット化
について促進
・従来型の整備を
望む声もあり、地
域の意向に配慮し
た整備が課題。

行っていない
変更な
し

利用者のプライバシーを守
り、家庭に近い雰囲気でこれ
までと変わらない生活を送り
ながら、入居者が相互に社会
的関係を築くことができるよ
う、個室・ユニット型の整備
を推進しつつ、利用者の負担
や希望を踏まえ、ユニット型
と多床室のバランスの取れた
整備を促進します。

個室・ユニッ
ト型と従来型
のバランスの
取れた整備が
課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

3

1

2

3

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

推進目標 3

章 6

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

高齢者や家族がそのニーズや心身の状態にあった施設や住まいを主体的に選択し、住み慣れた地域で安心して生活することができる社会を目指
します。

介護支援課施設係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第10期における扱い
（見直しの有無）

継続

1,596 1,585 1,596

軽費老人ホーム（ケ
アハウス）（定員
数）

人 1,573 1,545 1,565 1,573

養護老人ホーム（定
員数）

人 1,601 1,651 1,636 1,601

1,573 1,592 1,661

（参考指標）有料老
人ホーム（定員数）

人 8,057 7,768

（参考指標）サービ
ス付き高齢者向け住
宅

3,653 3,675 3,763 3,665 3,636 4,040

多様な住まいの整備等により、低
下したと考えられる。

継続

自宅・地域で暮らす
要介護認定者に占め
る特養入所希望者の
割合

% 7.9 ― 7.9 ― ― 7.3

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

継続

設置の利点が浸透していないた
め、設置が進まないと考えられ
る。

継続

概ね同程度の値で推移 継続

概ね同程度の値で推移 継続

OP

住まい（自宅・入
所施設）に関する
相談窓口の設置数

自
治
体

56 ― 56 ― ― 52

市町村居住支援協
議会の設置数

自
治
体

1 ― 1 ― ― 2

（市町村アンケートによるもので
あり、市町村担当者の認識の違い
による減の可能性も考えられるた
め）概ね同程度と評価

継続

高齢者の住宅確保
要配慮者の相談窓
口の設置数

自
治
体

37 ― 37 ― ― 38

（市町村アンケートによるもので
あり、市町村担当者の認識の違い
による増の可能性も考えられるた
め）概ね同程度と評価

継続

ST

介護老人福祉施設
施
設

8 8 ― ― 8 ―

介護老人保健施設
施
設

5 5 ― ― 5 ―

介護療養型医療 施
設

施
設

1 1 ― ― 1 ― 概ね同程度の値で推移

定員の減少が進んで
いる。

目標の評価や指標に
関する特記事項

第８期 第９期

定員の減少が進んで
いる。

戸 3,763

継続

事務費補助金を交付
（県内所管施設）

継続

定員の増加が進んで
いる。

継続8,014 8,057 8,139 8,211 8,200

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第６章：一人ひとりのニーズに応じた多様な施設・住まいの創出

第２節　高齢者の多様な住まい方への支援
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

3

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

引き続き関係課
間において連
携・情報共有を
行っていき、外
部に対し必要な
情報提供を行っ
ていく。

施策 1 ◆多様な住まいの整備

介護保険のサービスを提供できる特
定施設入居者生活介護の指定を受け
る施設（介護付き有料老人ホーム
等）への整備を支援します。

「長野県高齢者居住安定確保計画」
との調和を図り、民間事業者等の創
意工夫による運営が可能な有料老人
ホームやサービス付き高齢者向け住
宅等の情報を提供します。

介護保険施設のほかに、軽費老人
ホーム、養護老人ホーム、生活支援
ハウスなど、多様な高齢者向けの住
まいの整備を引き続き支援します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近いも
のを選択

入所者について、
要介護者が増加し
つつあり、多様化
する高齢者のニー
ズに応えるために
も、今後、必要に
応じ市町村や施設
等からの特定施設
化への対応が必
要。

軽費・養護の定員
数は、いずれも
2025年度時点で目
標を下回ってお
り、第８期末から
軽費は増加してい
るが、養護は減少
している。

変更な
し

介護保険施設のほかに、軽費
老人ホーム、養護老人ホー
ム、生活支援ハウスなど、多
様な高齢者向けの住まいの整
備を引き続き支援します。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

特定施設入居者生
活介護事業所の円
滑な開所に必要な
備品等の購入に対
して補助すること
により整備を支援
した。

特定施設の定員数
は、2025年度時点
で目標を下回って
いるが、第８期末
からは増加してい
る。

変更な
し

介護保険のサービスを提供で
きる特定施設入居者生活介護
の指定を受ける施設（介護付
き有料老人ホーム等）への整
備を支援します。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

地域の多様な高齢
者の住まいとし
て、特に有料老人
ホームの整備が進
んでいる。

有料・サ高住の定
員数は、2025年度
時点で有料は目標
を上回っている
が、サ高住は下
回っており、第８
期末から有料は増
加しているが、サ
高住は減少してい
る。

変更な
し

「長野県高齢者居住安定確保
計画」との調和を図り、民間
事業者等の創意工夫による運
営が可能な有料老人ホームや
サービス付き高齢者向け住宅
等の情報を提供します。

サ高住を含め
た有料老人
ホームの制度
が複雑になっ
ていく中、関
係課間の更な
る連携・情報
共有が課題。
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

必要な情報収集
をしながら、適
切に介護報酬改
定に準じた補助
金の改定等を
行っていく。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

老朽化が進む施
設の需要に対応
できるよう、補
助メニューの内
容について検討
を行っていく。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

4

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

引き続き関係課
間において連
携・情報共有を
行っていき、外
部に対し必要な
情報提供を行っ
ていく。

軽費老人ホーム（ケアハウス）につ
いては引き続き低所得高齢者の自己
負担を軽減し、施設で安心した生活
を送ることができるよう事務費に対
する支援を行います。

施策 2 ◆多様な住まい方への支援

県所管の有料老人
ホーム及びサービ
ス付き高齢者向け
住宅の情報・重要
事項説明書につい
て、県ＨＰ、「介
護情報公表システ
ム（生活関連情
報）」（有料）及
び「住宅情報提供
システム」（サ高
住）（いずれも
国）により情報を
提供

行っていない。
変更あ
り

高齢者が多様なニーズや個々
の身体状況に対応した住まい
の選択に役立てるとともに、
市町村が有料老人ホーム及び
サービス付き高齢者向け住宅
の設置状況等を正確に把握
し、業務に活用することがで
きるよう、県ホームページ等
で情報提供します。

サ高住を含め
た有料老人
ホームの制度
が複雑になっ
ていく中、関
係課間の更な
る連携・情報
共有が課題。

施策推
進のた
めに必
要とな
る資料
（教
材）を
作成・
配布す
る

高齢者が多様なニーズや個々の身体
状況に対応した住まいの選択に役立
てるとともに、市町村が有料老人
ホーム及びサービス付き高齢者向け
住宅の設置状況等を正確に把握し、
業務に活用することができるよう県
ホームページで情報提供します。

・施設が減免した
事務費に対する補
助を引き続き実
施。
・R5～7年度にお
いては、介護保健
施設（介護報酬改
定）に準じ、処遇
改善加算の創設や
事務費基本額の引
上げ等の改定を
行った。

左記の改定によ
り、軽費老人ホー
ムの職員の処遇改
善等に寄与した。

変更な
し

軽費老人ホーム（ケアハウ
ス）については引き続き低所
得高齢者の自己負担を軽減
し、施設で安心した生活を送
ることができるよう事務費に
対する支援を行います。

R9年度も介護
報酬改定が予
定されてお
り、引き続き
これに準じた
対応を行って
いく必要があ
る。

その他

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

老朽化が進んでいる養護老人ホーム
については、施設の改築等に対し支
援します。

有料老人ホームや軽費老人ホーム等
の入居者は介護度が年々重度化する
ことが見込まれることから、入居者
が必要な介護サービスを施設から受
けることができる特定施設入居者生
活介護の必要利用定員総数を定め、
計画的に指定を行います。

老朽化が進む
施設の需要に
対応できるよ
うな補助メ
ニューの充実
が課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

・特定施設入居者
生活介護の指定状
況
　R8年度末指定進
捗率
　介護専用型・混
合型（外部サービ
ス利用含む）
54.9％

特定施設の定員数
は、2025年度時点
で目標を下回って
いるが、第８期末
からは増加してい
る。

変更な
し

有料老人ホームや軽費老人
ホーム等の入居者は介護度が
年々重度化することが見込ま
れることから、入居者が必要
な介護サービスを施設から受
けることができる特定施設入
居者生活介護の必要利用定員
総数を定め、計画的に指定を
行います。

近年は資材価
格の高騰も含
めた事業者側
の都合によ
り、施設整備
が計画どおり
進まないこと
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

R5年度に養護老人
ホームの１施設
（木曽寮）の改築
について補助を
行った。

R4・5年度の2か年
にわたって補助を
行い、現在木曽圏
域唯一の養護老人
ホームとして適切
に運営されてい
る。

変更あ
り

老朽化が進んでいる養護老人
ホームについては、既存施設
の有効活用の支援のほか、施
設の改築等に対し支援しま
す。

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近いも
のを選択
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

　特になし			

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

　特になし			

3

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

　特になし			

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き登録制
度の情報提供を
行う。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き関係機
関との連携を強
化し、支援を必
要とする方が適
切に事業を利用
できる体制づく
りを進める。

6

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

先進的な取組事
例の紹介を行
う。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 3 ◆住まいの安定的な確保

地域の実情を踏まえたきめ細かな居
住支援を実施するため、先進的な事
例を示しながら市町村に居住支援協
議会の設立を働きかけるとともに、
同協議会を通じて、住宅確保要配慮
者に対する居住支援の取組を推進し
ます。

県営住宅の高齢者
の入居割合は、令
和５年度から令和
８年度までにかけ
て、52.2％から
57.5％に増加して
おり、住宅に困窮
する高齢者に住ま
いを提供してい
る。

行っていない。
変更な
し

住宅の確保が困難な高齢者に
ついては、公営住宅の持つ住
宅セーフティネット機能が果
たされるよう、公営住宅の供
給にあたっては、社会経済情
勢の変化を踏まえつつ必要数
を確保します。

特になし その他

県営住宅建替事業
では、住戸内の段
差解消、手すりや
エレベーター設置
等のバリアフリー
対応やZEH水準の
整備を行い、誰も
が快適に暮らせる
住宅とした。
また、高齢世帯に
対し、優先入居制
度を適用し、入居
機会を増やした。

行っていない。
変更あ
り

なお、県営住宅建替事業で
は、高齢者をはじめ全ての方
が快適で暮らしやすいバリア
フリー対応やZEH水準を満た
す住宅を整備するとともに、
高齢者の入居希望世帯に対
し、優先入居制度を適用し入
居の機会を増やします。

なお、県営住宅建替事業では、高齢
者をはじめ全ての方が快適で暮らし
やすいバリアフリー対応やZEH水準を
満たす住宅を整備するとともに、高
齢者の入居希望世帯に対し、優先入
居制度を適用し入居の機会を増やし
ます。

また、県営住宅において、入居時に
おける連帯保証人確保を令和５年
（2023年）１月から撤廃し、より住

宅に困窮する身寄りのない高齢者に
入居しやすい環境を提供していま
す。

住宅の確保が困難な高齢者について
は、公営住宅の持つ住宅セーフティ
ネット機能が果たされるよう、公営
住宅の供給にあたっては、社会経済
情勢の変化を踏まえつつ必要数を確
保します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

高齢者を含む住宅確保要配慮者の入
居を拒まない住宅の登録制度等につ
いて、県ホームページ「セーフティ
ネット住宅情報提供システム」で情
報提供します。

連帯保証人を立てることが困難な高
齢者等が、民間賃貸住宅を含め住ま
いを安定的に確保できるようにする
ため、県社会福祉協議会が実施して
いる「入居保証・生活支援事業」に
ついて、県の自立相談支援機関「ま
いさぽ」を通じて利用の支援や関係
機関への広報を行います。

「まいさぽ」を通
じた周知や利用支
援により、高齢者
等の住まいの確保
と居住の安定化を
支援した。

居住・就労支援員
を配置し、生活困
窮者に対する伴走
型支援を実施する
ことで、自立に向
けた取組を促進し
た。

変更な
し

連帯保証人を立てることが困
難な高齢者等が、民間賃貸住
宅を含め住まいを安定的に確
保できるようにするため、県
社会福祉協議会が実施してい
る「入居保証・生活支援事
業」について、県の自立相談
支援機関「まいさぽ」を通じ
て利用の支援や関係機関への
広報を行います。

高齢化や単身
世帯の増加に
伴う支援ニー
ズの拡大が見
込まれるため
事業の認知度
向上が課題

登録事務を行い、
「セーフティネッ
ト住宅情報提供シ
ステム」で情報提
供を行った。

システムによる情
報提供は実行した
ものの振返りや評
価は不十分。

変更あ
り

高齢者を含む住宅確保要配慮
者の入居を拒まない住宅の登
録制度等について、県ホーム
ページや「セーフティネット
住宅情報提供システム」で情
報提供します。

引き続き貸主
等の登録住宅
への理解を深
めることが重
要。

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

変更な
し

地域の実情を踏まえたきめ細
かな居住支援を実施するた
め、先進的な事例を示しなが
ら市町村に居住支援協議会の
設立を働きかけるとともに、
同協議会を通じて、住宅確保
要配慮者に対する居住支援の
取組を推進します。

居住支援協議
会設立の必要
性や利点が理
解されづら
い。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

・地域の実情を踏まえたきめ細かな居住支援を実施するため、先進的な事例を示しながら市町村に居住支援協議会の設立を働きかけるとともに、同協議会
等を通じて、高齢者を含めた住宅確保要配慮者に対する居住支援の取組を推進する。
・登録制が導入されるなど、有料老人ホームの制度が複雑になっていく中、行政としても、引き続き県内の有料老人ホームにおいて適切な運営がなされる
よう、新制度における事務を確実に進めていく。

特になし その他

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

令和５年１月の県
営住宅の連帯保証
人制度の廃止によ
り、身寄りのない
高齢者が入居しや
すい環境の提供に
努めた。

行っていない。
変更あ
り

また、県営住宅において、入
居時における連帯保証人確保
を令和５年（2023年）１月か
ら撤廃し、より住宅に困窮す
る身寄りのない高齢者に入居
しやすい環境を提供していま
す。

特になし その他

市町村に居住支援
協議会の設立を働
きかけ、１団体が
新たに設立され
た。

行っていない。

多様な住まいの施設形態として、養護老人ホーム・軽費老人ホーム、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の整備が着実に進んでおり、今後も引き続き本施策に
係る取組を進めてまいりたい。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

建築関係団体と
の連携による省
エネリフォーム
の推進施策を検
討

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

住環境整備の
ニーズや事業実
績を分析し、そ
の結果を踏まえ
た必要な予算を
確保する。

住まいの構造のバリアフリーが進
んでいる等の理由により、低下し
たと考えられる。

継続% 18.5 ― 18.5 ― ― 17.8

（公営住宅数の減少のなかで、バ
リアフリー化した公営住宅の減少
率が大きくなっているが、市町村
アンケートによるものであり、市
町村担当者の認識の違いによる減
の可能性も考えられるため）概ね
同程度と評価

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 3

章 6

継続

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

施設入所を希望する理
由が「住まいの構造」
と回答した者の割合
【居宅】

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

1 0 0
未届け有料老人ホー
ム（県所管）の施設
数

施
設
数

1 0 1 1
継続的な指導により
ゼロになったと考え
られる。

施策 1 ◆良質な居住環境の確保

高齢者の身体機能が低下しても住み
慣れた自宅で生活が続けられるよう
に、段差解消、手すりの設置、浴
室・トイレ改修など身体の状況に合
わせた、使いやすく、また介護サー
ビスを受けやすい居住環境の改善を
促進します。

高齢者に多いヒートショックの防止
のため、高断熱、高気密等の環境に
やさしく健康長寿に資する信州健康
ゼロエネ住宅の普及を促進します。 HP閲覧数や助成金

の申込数により普
及状況を間接的に
把握することは可
能だが、評価まで
は至らなかった。

変更な
し

高齢者に多いヒートショック
の防止のため、高断熱、高気
密等の環境にやさしく健康長
寿に資する信州健康ゼロエネ
住宅の普及を促進します。

・認知度の向
上
・省エネリ
フォームの推
進

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

地域福祉助成金を
活用した市町村の
取組を支援するこ
とで、高齢者等が
地域で安全で安心
に暮らせる住環境
の整備を実現し
た。

地域福祉助成金を
活用した市町村の
取組により、高齢
者等の安全・安心
な暮らしを支える
住環境の向上が図
られた。

変更な
し

高齢者の身体機能が低下して
も住み慣れた自宅で生活が続
けられるように、段差解消、
手すりの設置、浴室・トイレ
改修など身体の状況に合わせ
た、使いやすく、また介護
サービスを受けやすい居住環
境の改善を促進します。

住環境整備の
ニーズに対応
するため、事
業を安定的に
実施できる財
源の確保が課
題。

施策の
必要性
を裏付
ける
データ
の収
集・分
析をす
る

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

高断熱・高気密住
宅の健康性や省エ
ネ性に関する情報
発信を行った。ま
た、助成金の活用
により信州健康ゼ
ロエネ住宅の普及
促進が図られた。
一方で、高性能住
宅の普及に向けて
は継続的な周知等
が必要

継続

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

公営住宅のバリア
フリー化率（県営
除く）

% 9.4 ― 9.4 ― ― 8.1

高齢者や家族がそのニーズや心身の状態にあった施設や住まいを主体的に選択し、住み慣れた地域で安心して生活することができる社会を目指
します。

建築住宅課

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第６章：一人ひとりのニーズに応じた多様な施設・住まいの創出

第３節　安心・安全な住まいづくり
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

有料・サ高住の
所管課及び実地
指導担当課にお
いて、新制度に
ついて各実に理
解し、引き続き
適切な実地指導
を行っていける
よう、連携・情
報共有を行って
いく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

有料老人ホームやサービス付き高齢
者向け住宅の適正な運営並びに入居
者の保護を図ることを目的に、指導
指針に基づき、入居者本位の質の高
いサービスの提供が確保されるよ
う、適切に指導・助言を行います。
また、引き続き有料老人ホームの設
置届出に必要な指導を行います。

施策 2 ◆安心・安全なサービスの提供

急増している有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅が利用者本位の質の高いサービスが提供できるよう、必要に応じ長野県有料老人ホーム設置運営指導指針を改定
し、当該指針に基づいた指導を実施した。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

・有料老人ホーム設置運営指導指針に基づいた運営に努めるよう指導するとともに、食事や介護サービスの提供を行う施設については有料老人ホームの届
出が義務付けられているため、引続き市町村や地域包括支援センターと連携し届出を行うよう指導に努める。
・登録制が導入されるなど、有料老人ホームの制度が複雑になっていく中、行政としても、引き続き県内の有料老人ホームにおいて適切な運営がなされる
よう、新制度における事務を確実に進めていく。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

長野県有料老人
ホーム設置運営指
導指針に基づき概
ね３年に１度、当
該指針に基づいた
利用者本位の質の
高いサービスの提
供が行われるよう
実地指導を実施
し、サービスの質
の向上につながる
助言を積極的に行
うなど事業所支援
に努めた。

指導後も、指導し
た事項について改
善されているか、
継続して確認を行
うなどしている。

変更な
し

有料老人ホームやサービス付
き高齢者向け住宅の適正な運
営並びに入居者の保護を図る
ことを目的に、指導指針に基
づき、入居者本位の質の高い
サービスの提供が確保される
よう、適切に指導・助言を行
います。また、引き続き有料
老人ホームの設置届出に必要
な指導を行います。

有料老人ホー
ムの制度が複
雑になってい
く中、関係課
間の更なる連
携・情報共有
が課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 3

章 7

高齢者施設等における災害や感染症に対する対応力を強化し、利用者及び職員のいのちと安全を守るための体制を確保します。

健康福祉政策課

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第７章：災害・感染症の対策

第１節　災害対策の推進

避難確保計画策定率
（水防法）

％ 89.0 81.9 89.0 92.0

2021 2022 2023

区分 単位 基準値

実績値の推移

第８期 第９期

浸水想定区域の指定
はR7末までで完了、
これを受け市町村で
ハザードマップの作
成及び地域防災計画
に記載する要配慮者
利用施設の選定を行
うため、分母（対象
施設）がまだ変動す
る状況ではあるが、
引続き水防法に基づ
く避難確保計画の作
成及び訓練の実施が
図られるよう、県も
市町村をフォローし
ていく

2024 2025

93.1 93.1 100.0

2026年度
目標

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

継続
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

市町村及び関係
団体、関係部局
との情報共有を
行う。また、被
災状況の把握、
情報伝達等を想
定した平時から
の訓練を実施
し、検証結果を
マニュアルやア
クションカード
等、連携体制の
改善に反映

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

運営指導や集団
指導等において
周知・指導を行
う

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き県ＨＰ
や通知等におい
て、当該事業に
係る周知を行っ
ていく。

4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き県ＨＰ
や通知等におい
て、当該事業に
係る周知を行っ
ていく。

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き県ＨＰ
や通知等におい
て、当該事業に
係る周知を行っ
ていく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

施策 1 ◆高齢者施設等における災害対応への支援

災害に備えて高齢者施設等において
定める避難確保計画、BCPの策定や改

訂、また計画に基づき避難訓練等を
行うための研修会や個別相談会など
を実施し、施設等における災害対応
を支援します。

利用者が安心して暮らすことができ
るよう、土砂災害警戒区域内には原
則として整備しないほか、福祉避難
所の指定を受けるなど、安心・安全
に配慮した施設整備に対して支援す
るとともに、施設の耐震化や老朽化
した施設の改築を支援します。

台風等大規模災害の発生に備えて、
広域圏ごとの施設等関係者間の連携
強化を促進します。被災施設の利用
者の受入先や、搬送など関係者間の
ルールづくりを行い、共有します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

・災害発生時に保
健・医療・福祉に
関する被災状況の
集約や対応を一元
的に行うため、
・令和７年１月に
長野県災害時保健
医療福祉調整本部
を、令和７年12月
に同地域本部を設
置
・関係者間の連携
強化や施設間の搬
送、受入等に係る
情報集約の体制を
整備
・研修、訓練、関
係者会議等を実施
した

過去の県内や、他
県での災害対応の
教訓を踏まえ、医
療・福祉施設間の
情報も含めた連携
強化が課題となっ
ているものとの評
価をしたうえで実
行。

変更あ
り

台風等による大規模災害の発
生に備え、訓練や平時からの
情報共有を通じて、市町村、
施設関係団体及び保健・医
療・福祉関係者の役割分担や
連携体制を明確にし、被災施
設の状況把握、避難支援及び
受援・応援調整を円滑に行う
ための広域的な連携体制の構
築を進めます。

市町村、施設
関係団体及び
関係部局間の
役割分担並び
に災害時の情
報収集・伝
達、受援・応
援調整の手順
の明確化

その他

運営指導や集団指
導等を通して災害
対応について、周
知・指導を行っ
た。

運営指導での指摘
状況や集団指導の
参加状況等も踏ま
え、対応した

変更あ
り

高齢者施設等において定める
避難確保計画やBCP等の策
定・改訂、また計画に基づい
た避難訓練の実施等に係る取
組を支援します。

高齢者施設等における防災・減災対
策のため、非常用自家発電設備や給
水設備の整備、水害対策としての改
修等を支援します。

市町村や高齢者施設等に対して、浸
水想定区域及び土砂災害警戒区域の
指定について情報提供するととも
に、避難確保計画の作成・避難訓練
の実施を支援します。

地域介護・福祉空
間整備等施設整備
補助金により、高
齢者施設における
非常用自家発電設
備や水害対策とし
ての改修の支援を
行い、施設におけ
る防災・減災対策
を推進した。

補助にあたって
は、計画や事業完
了後の状況を確認
するなど、適切に
事務を行った。

変更な
し

高齢者施設等における防災・
減災対策のため、非常用自家
発電設備や給水設備の整備、
水害対策としての改修等を支
援します。

防災・減災対
策に取組む事
業者に対して
の周知

その他

市町村や高齢者施
設等に対して、情
報提供を行うとと
もに避難訓練等の
依頼及び支援を実
施した。

防災訓練に活かせ
るように必要な情
報提供を行った。

・「要配慮者防災・避難マニュアル策定指針」改訂を進める。

必要な取組へ
の理解

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

・地域医療介護総
合確保基金事業
（施設整備分）・
老人福祉施設等整
備事業により、施
設の耐震化や老朽
化した施設の改築
等の支援を行い、
災害対応に係る施
設整備を推進し
た。（施設係）

・改築事業への補
助については、計
画や事業実施後の
状況を確認するな
ど、適切に事務を
行った。耐震化事
業については現在
執行中（1件）
（施設係）

変更な
し

利用者が安心して暮らすこと
ができるよう、土砂災害警戒
区域内には原則として整備し
ないほか、福祉避難所の指定
を受けるなど、安心・安全に
配慮した施設整備に対して支
援するとともに、施設の耐震
化や老朽化した施設の改築を
支援します。

安全に配慮し
た施設整備や
耐震化等に取
組む事業者に
対しての周知

その他

変更な
し

市町村や高齢者施設等に対し
て、浸水想定区域及び土砂災
害警戒区域の指定について情
報提供するとともに、避難確
保計画の作成・避難訓練の実
施を支援します。

情報の周知、
計画作成に向
けた必要な知
識定着

その他

直近の災害状況をみつつ、必要な災害体制を構築するため、関係者と連携しつつ各施策を推進した。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

運営指導や集団
指導等において
周知・指導を行
う

2

3

4

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標 3

章 7

感染症発生時、２か
月以上業務継続可能
な個人防護具を備蓄
している施設割合

％ ― ― ― ―

2021 2022 2023

区分 単位 基準値

実績値の推移

高齢者施設等で新興感染症等が発生
したことに伴い、介護職員等が不足
する場合に、施設利用者へのサービ
ス提供を確保するため、他の法人の
施設からの応援職員の派遣を支援し
ます。

高齢者施設等の社会福祉施設等にお
いて、感染症対策に関する正しい知
識の習得及び感染防止策の徹底を図
るため、保健福祉事務所による研修
会の開催や、施設への講師派遣によ
る研修を行います。

感染症発生時でも必要なサービスが
継続できるようBCPの策定や改訂、ま

た計画に基づき訓練等を行うための
研修会や個別相談会などを実施し、
施設等における感染症対策を支援し
ます。

運営指導や集団指
導等を通して感染
症発生時の対応に
ついて、周知・指
導を行った。

運営指導での指摘
状況や集団指導の
参加状況等も踏ま
え、対応した

変更あ
り

感染症発生時でも必要なサー
ビスが継続できるようBCPの
策定・改訂、また計画に基づ
く訓練の実施等に係る取組を
支援します。

必要な取組へ
の理解

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

施策 1 ◆支援体制の整備

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

予算計上していた
が、執行はゼロで
あった。

行っていない
変更あ
り

実施していない。 行っていない
変更あ
り

高齢者施設・事業所に対して、感染
症ごとに求められる適切な感染防止
策（距離の確保、手を触れる箇所の
定期的な消毒、検温、マスク着用、
換気等）の徹底を促します。

高齢者施設等に対
し、引き続き適切
な感染防止策を講
じていただくよ
う、定期的に周知
を行った。

行っていない
変更あ
り

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が収束に向かってからも、継続的に高齢者施設において適切な感染症対策がとられるよう、引き続き感染防止策や感染症発生時の対応
について、周知・指導を行った。

第８期 第９期

２か月以上継続でき
る備蓄量というもの
を明確にせずに調査
しているため、施設
の感覚による回答と
なっている点は否定
できないが、新型コ
ロナ時を踏まえて十
分な備蓄量と考えて
いない施設が多いと
いうことは把握でき
る。

高齢者施設等における災害や感染症に対する対応力を強化し、利用者及び職員のいのちと安全を守るための体制を確保します。

介護支援課施設係

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第７章：災害・感染症の対策

第２節　感染症対策の推進

2024 2025

― 59.4 80％以上

2026年度
目標

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

他の評価指標がなければ、継続

今後の感染症対策については、上記１の内容に含めることができると考

えられることから、削除
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今後も高齢者施設において継続的に適切な感染症対策がとられるよう、引き続き感染防止策や感染症発生時の対応について、必要に応じ周知・指導を行っ
ていく。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き県ＨＰ
等により周知を
行うほか、要配
慮者避難マニュ
アル策定指針の
改定に着手す
る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県内に複数の災
害拠点福祉施設
を整備し、長野
県DWATの機能強
化と関係団体と
の連携強化を推
進する。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

優先度の高い避
難行動要支援者
の個別避難計画
の作成を推進す
る。

推進目標 3

章 7

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

大きな文字やアイコ
ンを表示できる機器
の普及等により、居
宅要支援・要介護高
齢者においてもス
マートフォンが浸透
してきていると考え
られる。

継続

17 18 増加

災害時要配慮者の
「個別避難計画」を
作成している市町村
の割合

％ 55.8 ― 44.2 55.8

福祉避難所の設置・
運営訓練を実施する
市町村数

市
町
村
数

8 6 8 13

80.5 88.3 100.0

（参考指標）スマー
トフォンを使用して
いる高齢者の割合
（元気高齢者）

％ 62.0 ―

（参考指標）スマー
トフォンを使用して
いる高齢者の割合
（居宅要支援・要介
護認定者）

％ 16.1 ― 16.1 ― ― 27.2 ―

施策 1 ◆支援体制の整備

社会福祉法人、福祉職能団体等が参
画する災害福祉広域支援ネットワー
クにおける、災害派遣福祉チーム員
の養成・訓練の円滑な実施を支援し
ます。

住民主体で作成した災害時住民支え
合いマップの成果を活かした、市町
村における個別避難計画の作成推進
により、要配慮者の避難行動を支援
します。

実際の災害を想定した福祉避難所設
置・運営訓練の実施を市町村に働き
かける等、より実効性のある要配慮
者支援体制の構築を推進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

県のHPや通知等を
通じて、避難所の
設置や訓練等につ
いて働きかけを
行った。

県内市町村に対し
て働きかけを行
い、福祉避難所に
関する情報発信の
強化を図った。

変更な
し

実際の災害を想定した福祉避
難所設置・運営訓練の実施を
市町村に働きかける等、より
実効性のある要配慮者支援体
制の構築を推進します。

要配慮者

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

災害派遣福祉チー
ム員の養成・訓練
を実施するととも
に、県内に災害拠
点福祉施設を整備
し、災害時の福祉
支援体制の強化を
図った。

災害拠点福祉施設
の整備により、災
害時の福祉支援体
制の強化と関係機
関の連携を促進し
た。

変更な
し

社会福祉法人、福祉職能団体
等が参画する災害福祉広域支
援ネットワークにおける、災
害派遣福祉チーム員の養成・
訓練の円滑な実施を支援しま
す。

訓練事例の共有や県
HPでの情報発信等に
より、訓練実施市町
村数の増加に寄与し
ていると思料。

継続

未策定町村への個別
訪問や電話説明での
アプローチにより個
別避難計画の作成を
促進する。

継続

大きな文字やアイコ
ンを表示できる機器
の普及等により、高
齢者においてもス
マートフォンの使用
が一般的となってき
ていると考えられ
る。

継続62.0 ― ― 74.5 ―

未策定市町村への
訪問支援等によ
り、全市町村で個
別避難計画の策定
に着手され、要配
慮者の避難支援体
制を図った。

県内全市町村で個
別避難計画の作成
着手を実現し、要
配慮者の避難支援
体制の強化を図っ
た。

変更な
し

住民主体で作成した災害時住
民支え合いマップの成果を活
かした、市町村における個別
避難計画の作成推進により、
要配慮者の避難行動を支援し
ます。

要配慮者情報
や災害情報を
含めた地域の
支え合い体制
の見える化と
情報共有を促
進し、地域全
体で災害に備
える。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

高齢者施設等における災害や感染症に対する対応力を強化し、利用者及び職員のいのちと安全を守るための体制を確保します。

健康福祉政策課

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第７章：災害・感染症の対策

第３節　要配慮者支援対策の推進

災害時に迅速
かつ円滑な福
祉支援が行え
る体制の構築
が課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
・「要配慮者防災・避難マニュアル策定指針」改訂を進める。

直近の災害状況をみつつ、必要な災害体制を構築するため、関係者と連携しつつ各施策を推進した。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

66 



■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

4

推進目標 3

章 8

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第８章：権利擁護 ・防犯・交通安全対策

（参考指標）養介護
施設従事者等による
高齢者虐待通報件数

件 35 21

（参考指標）養介護
施設従事者等による
高齢者虐待判断件数

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第10期における扱い
（見直しの有無）

今後調査
予定

77

（参考指標）成年後
見制度申立件数（暦
年）

申
立
件
数

443 518 443 477

高齢者虐待の通報窓
口を周知している市
町村数

市
町
村
数

66 70 66 67

525 546 ―

早期通報により、判
断件数が少なくなっ
ていると考えられ
る。

目標の評価や指標に
関する特記事項

第８期 第９期

市町村における体制
整備等が進められて
いるが、小規模市町
村や高齢者虐待対応
の経験が少ない市町
村もあることから、
８割強で横ばい傾向
となっていると考え
られる。

件 11 5 11 20 8
今後調査
予定

―

67

継続35 68 39
今後調査
予定

―

継続

高齢者が虐待、特殊詐欺、交通事故などの被害に遭わず、安全にかつ安心して豊かな日常生活を送ることができ、いつでも高齢者が必要な支援
を受けられる社会を目指します。

介護支援課計画係

第１節　高齢者の権利擁護 ・虐待防止の一層の推進

継続

制度の利用促進を図
るため、市町村を中
心とする中核機関の
設置及び地域の相談
支援機関との連携体
制の構築を支援した

見直し

令和５年度は、コロ
ナ禍による面会の制
限等が緩和されたこ
とにより、通報件数
が増加したと考えら
れる。令和６年度以
降の通報件数の推移
は、令和７年度の法
に基づく対応状況調
査の結果も踏まえて
分析が必要。
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

マニュアル改訂
内容や実践に即
した内容を盛り
込む。
参加しやすい会
場の設定やオン
ライン開催の検
討。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

高齢者虐待に関
する市町村の相
談・通報窓口に
ついて、広く周
知できる方法を
検討する。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

県ホームページ
において周知を
行う。

4

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

研修に参加する
ことの利点を伝
える。

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、運営
指導や集団指導
等を通して必要
な取組の周知・
指導を行ってい
く。

6

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

年度当初に通知
を発出するだけ
でなく、社会福
祉士会とも協力
し、高齢者虐待
にかかる研修の
際に周知、ある
いは県保健福祉
事務所を通じて
随時案内する。

施策 1 ◆高齢者虐待の防止

高齢者虐待に関する市町村の相談・
通報窓口について、住民や養介護施
設等に周知されるよう徹底を図りま
す。

介護サービス事業者等に対して、従
事者等による虐待についての研修を
行い、養介護施設等における虐待の
防止・早期発見を図ります。

高齢者の権利擁護や、養護者の支援
も含め、高齢者虐待対応の考え方に
ついて市町村・地域包括支援セン
ター職員への研修を行い、高齢者虐
待の未然防止と、虐待事例の早期発
見・早期対応を図ります。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

長野県社会福祉士
会事務局に委託
し、高齢者虐待対
応現任者標準研修
会、市町村職員等
高齢者虐待対応力
強化研修会を実施
した。

研修ごとにアン
ケート調査を実施
し、研修構成を見
直している。

変更な
し

高齢者の権利擁護や、養護者
の支援も含め、高齢者虐待対
応の考え方について市町村・
地域包括支援センター職員へ
の研修を行い、高齢者虐待の
未然防止と、虐待事例の早期
発見・早期対応を図ります。

より多くの自
治体の参加を
促し、高齢者
虐待に関する
標準的な対応
を広く周知す
る必要があ
る。

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

県ホームページに
おいて、高齢者虐
待に関する市町村
の相談・通報窓口
を更新し掲載し
た。

行っていない。
変更な
し

高齢者虐待に関する市町村の
相談・通報窓口について、住
民や養介護施設等に周知され
るよう徹底を図ります。

解決が困難な虐待事例等が発生した
市町村に対して、弁護士・社会福祉
士による高齢者虐待対応専門職チー
ムを派遣しての専門的助言・支援等
が更に活用されるよう、「高齢者虐
待対応伴走支援事業」により財政支
援を行います。

高齢者の尊厳の保持及び権利擁護に
必要な援助等を行うための専門的知
識・技術を習得した看護指導者によ
る研修を実施し、施設内における看
護職員の資質向上を支援します。

介護サービス事業者に対して、高齢
者虐待の発生・再発防止に向けた委
員会の開催、指針の整備状況等の確
認と指導・助言を行います。

長野県看護協会に
委託し、介護施設
等における看護指
導者養成研修を実
施した。

委託先と打ち合わ
せを実施し、研修
構成を見直してい
る。

変更な
し

高齢者の尊厳の保持及び権利
擁護に必要な援助等を行うた
めの専門的知識・技術を習得
した看護指導者による研修を
実施し、施設内における看護
職員の資質向上を支援しま
す。

研修に参加す
る候補者の選
定に難渋す
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

運営指導において
事業者の対応状況
を確認するととも
に、集団指導にお
いて必要な対応に
ついて周知・指導
を行った。

運営指導における
指摘状況等も踏ま
えて行った。

高齢者虐待に
関する市町村
の相談・通報
窓口につい
て、ホーム
ページは年度
ごとに更新及
び見直しをす
る必要があ
る。

施策の
作業工
程を作
成し、
進捗管
理を行
いなが
ら工程
の調整
を行う

キャリア形成訪問
指導事業におい
て、希望する介護
サービス事業者等
に対して研修を実
施した。

行っていない。
変更な
し

介護サービス事業者等に対し
て、従事者等による虐待につ
いての研修を行い、養介護施
設等における虐待の防止・早
期発見を図ります。

キャリア形成
訪問指導事業
を活用できる
よう、引き続
き周知が必
要。

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

変更な
し

介護サービス事業者に対し
て、高齢者虐待の発生・再発
防止に向けた委員会の開催、
指針の整備状況等の確認と指
導・助言を行います。

運営基準や必
要な対応の理
解

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

令和６年度７件、
令和７年度７件派
遣を実施した。

市町村に対し、実
績報告書及び実施
状況がわかる資料
を県に提出するよ
う求めている。

変更な
し

解決が困難な虐待事例等が発
生した市町村に対して、弁護
士・社会福祉士による高齢者
虐待対応専門職チームを派遣
しての専門的助言・支援等が
更に活用されるよう、「高齢
者虐待対応伴走支援事業」に
より財政支援を行います。

高齢者虐待対
応伴走支援事
業の周知や活
用の推奨

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

新制度を理解し
た後見人等の担
い手育成を進め
るため、研修等
を通じた人材育
成を図る。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

関係機関との情
報共有を図ると
ともに、先行導
入した市町村の
の好事例を横展
開していく。

3

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

関係機関との情
報共有を図ると
ともに、先行導
入した市町村の
の好事例を横展
開していく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

認知症などにより判断能力が不十分
な高齢者等の権利・利益を保護し、
自立した生活を支援するため、市町
村が設置し、住民への広報や相談支
援等を行う中核機関の機能強化及び
地域における支援関係機関や専門職
団体等の連携体制づくりを進めると
ともに、後見人等の担い手育成など
成年後見制度の利用促進を図りま
す。

施策 2 ◆成年後見制度の利用促進

関係機関との連携
強化や後見人等の
担い手育成を進
め、成年後見制度
の利用促進に向け
た体制整備を推進
した。

中核機関を中心と
した連携体制の強
化、後見人等の担
い手育成及び制度
利用促進により、
成年後見制度の充
実を図った。

変更な
し

認知症などにより判断能力が
不十分な高齢者等の権利・利
益を保護し、自立した生活を
支援するため、市町村が設置
し、住民への広報や相談支援
等を行う中核機関の機能強化
及び地域における支援関係機
関や専門職団体等の連携体制
づくりを進めるとともに、後
見人等の担い手育成など成年
後見制度の利用促進を図りま
す。

法改正の趣旨
を踏まえた権
利擁護支援体
制の充実に向
け、中核機関
の機能強化や
関係機関との
連携が課題。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

「意思決定支援を踏まえた後見事務
のガイドライン」に基づく適切な後
見事務が行われるよう、成年後見制
度に関する研修等において普及・啓
発を図ります。

認知症や知的障がい、精神障がい等
により判断能力が十分でない方が、
地域において自立した生活を送ると
ともに、判断能力に応じて成年後見
制度を利用できるよう、日常生活自
立支援事業を実施する長野県社会福
祉協議会へ財政支援を行い、引き続
き事業が適正に実施されるよう努め
ます。

法改正に対応
した事業と運
用が必要。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

成年後見制度の利
用促進を図るた
め、市町村を中心
とする中核機関の
設置及び地域の相
談支援機関との連
携体制の構築を支
援した。

アドバイザーの配
置や伴走支援、長
野県権利擁護推進
会議の開催を通じ
て、成年後見制度
の利用を促進し
た。

変更あ
り

認知症や知的障がい、精神障
がい等により判断能力が十分
でない方が、地域において自
立した生活を送るとともに、
判断能力に応じて成年後見制
度を利用できるよう、日常生
活自立支援事業を実施する長
野県社会福祉協議会へ財政支
援を行い、引き続き事業が適
正に実施されるよう努めま
す。

法改正に対応
した制度改正
の理解促進と
円滑な事業実
施が課題。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

成年後見制度に関
する研修等を通じ
て、適切な後見事
務の普及・啓発を
図るとともに、権
利擁護意識の醸成
や法人後見受任体
制の整備を促進し
た。

担い手等養成オン
ラインプログラム
の作成や法人後見
推進会議の開催等
により、後見事務
の普及・啓発及び
法人後見体制の整
備を促進した。

変更あ
り

「意思決定支援を踏まえた後
見事務のガイドライン」に基
づく適切な後見事務が行われ
るよう、成年後見制度に関す
る研修等において普及・啓発
を図ります。

市町村等に対する研修を引き続き実施し、高齢者虐待の早期発見・早期対応につなげる。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

高齢者虐待対応にかかる研修を実施し、市町村等の対応力向上を推進した。

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

市町村支援に合
わせ、状況を伺
い、中心となる
市町村との連携
が図れるよう調
整していく

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

新たに策定した
安全で安心なま
ちづくり指針の
浸透を図るた
め、関係機関へ
の周知、出前講
座等による啓発
の実施

推進目標 3

章 8

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第８章：権利擁護 ・防犯・交通安全対策

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第10期における扱い
（見直しの有無）

454 90以下

消費者大学や出前講
座等の受講者数

人 14,327 10,006 14,327 14,809

電話でお金詐欺（特
殊詐欺）被害認知件
数

件
227（暫
定）

155 198 227

17,233 14,095 22,000以上

施策 1 ◆相談機能の充実

県消費生活センターの機能の充実・
強化を図るとともに、高齢者が相談
しやすい身近な市町村の消費者相談
窓口や消費生活センターを充実する
ため、相談員等への技術的な支援と
ともに、広域連携による消費生活セ
ンター設置を促進します。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

・市町村消費生活
センターの人口カ
バー率が９割を超
えるまで増加した
ほか、市町村消費
者行政支援員を増
員するとともに消
費者教育アドバイ
ザーを設置し、市
町村の相談体制の
充実や消費者教育
の推進を支援し
た。

市町村への支援件
数やを把握しなが
ら、事業を進めて
いる。

変更な
し

県消費生活センターの機能の
充実・強化を図るとともに、
高齢者が相談しやすい身近な
市町村の消費者相談窓口や消
費生活センターを充実するた
め、相談員等への技術的な支
援とともに、広域連携による
消費生活センター設置を促進
します。

広域連携によ
る消費生活セ
ンターの設置
を促すため
に、市町村の
課題の把握が
必要

施策の
必要性
を裏付
ける
データ
の収
集・分
析をす
る

高齢者の消費者トラブル、「電話で
お金詐欺（特殊詐欺）」被害の未然
防止を図るため、高齢者等見守り
ネットワーク内の連携促進、警察、
金融機関やコンビニエンスストア等
関係機関・団体との連携及び最新の
被害事例等を踏まえた広報・啓発活
動等により、高齢者の安全で安心な
生活を確保します。

施策 2 ◆未然防止

・高齢者向けの悪
質商法被害防止
リーフレットを市
町村へ配布。
・高齢者を対象
に、対面式の訓練
型電話でお金詐欺
（特殊詐欺）対応
講座を実施した。
・県警や関係機関
と連携した街頭啓
発活動を実施し
た。

高齢者の消費生活
相談の傾向及び特
殊詐欺の被害状況
を踏まえ、被害の
未然防止に向けた
啓発活動を実施し
ている。

変更な
し

高齢者の消費者トラブル、
「電話でお金詐欺（特殊詐
欺）」被害の未然防止を図る
ため、高齢者等見守りネット
ワーク内の連携促進、警察、
金融機関やコンビニエンスス
トア等関係機関・団体との連
携及び最新の被害事例等を踏
まえた広報・啓発活動等によ
り、高齢者の安全で安心な生
活を確保します。

高齢者をはじ
めとした被害
が増加してい
る中、未然防
止を図るため
には、銀行、
コンビニエン
スストア関係
者などの協力
が必要

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

目標の評価や指標に
関する特記事項

第８期 第９期

被害件数は増加傾向
にあるものの、高齢
者（65歳以上）の被
害は、全体の約４割
と減少傾向にある。

365

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

高齢者が虐待、特殊詐欺、交通事故などの被害に遭わず、安全にかつ安心して豊かな日常生活を送ることができ、いつでも高齢者が必要な支援
を受けられる社会を目指します。

くらし安全・消費生活課

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

第２節　消費生活の安定と向上

高齢者の被害は減少傾向にあるも
のの、ニセ警察詐欺など新たな手
口の被害が発生していることか
ら、引き続き啓発に努める。

消費者教育アドバイ
ザーの設置により、
各種出前口座数は増
加したものの、小規
模な人数による申込
が増加したため、受
講者数は前年度実績
を及び目標値を下
回った。

継続

70 



■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

高齢者に身近な市町村の支援をするとともに、「電話でお金詐欺（特殊詐欺）」*について、次の点に取り組んでいく。
・犯人からの接触を防止するため、主な接触方法である自宅電話に対する防犯対策の啓発や対策を推進し、被害の入り口対策の徹底を図る。
・犯人から接触されても被害に繋げないため、各種広報啓発による高齢者本人、家族や地域ぐるみでの抵抗力の向上、被害の水際対策を強化する。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

・長野県全体の消費生活相談の件数が増加するし、全体に占める市町消費生活センターへの相談の割合が増加している中で、市町村への支援の充実、強化を行うことができ
た。
・R6から新たな手口であるSNS型投資・ロマンス詐欺の被害が拡大し、特殊詐欺として計上を開始したことから、被害件数が大幅に増加となった。

71 



■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、季節
別の交通安全運
動の重点項目と
して、関係機関
等と連携した啓
発活動を実施

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、制度
と市町村施策の
周知を実施

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、高齢
ドライバー向け
講習会の担い手
に対する研修等
を実施

4

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き研修会
等による規範的
統合を行う。

推進目標 3

章 8

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

高齢者が虐待、特殊詐欺、交通事故などの被害に遭わず、安全にかつ安心して豊かな日常生活を送ることができ、いつでも高齢者が必要な支援
を受けられる社会を目指します。

くらし安全・消費生活課

推進目標３：安心・安全な暮らしの確保

第８章：権利擁護 ・防犯・交通安全対策

第３節　交通安全対策の推進

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標

56.1 50.0 減少
交通事故死者に占め
る高齢者の割合（暦
年）

％ 59.5 60.0 58.7 59.5

運転免許証自主返納制度及び市町村
が行う自主返納者に対する各種支援
施策を周知するための広報啓発を行
います。

身体機能や運転技術の低下に対する
「気づき」につながる参加・体験・
実践型の交通安全教育を充実しま
す。

季節別の交通安全運動において、高
齢者の交通事故防止を活動の重点と
し、関係機関・団体と連携した啓発
活動を実施します。

指導者を対象
とした研修等
のさらなる周
知

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

季節別の交通安全
運動において高齢
者の交通事故防止
を重点の一つと
し、関係機関等と
連携した啓発活動
の実施した。

啓発活動の実施に
より、交通事故死
者に占める高齢者
の割合は減少傾向
にある。
（長野県警察本部
交通部「交通統
計」）

変更な
し

季節別の交通安全運動におい
て、高齢者の交通事故防止を
活動の重点とし、関係機関・
団体と連携した啓発活動を実
施します。

さらなる高齢
者の交通事故
防止

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

・運転免許自主返
納制度に関する情
報や市町村の取組
を県のホームペー
ジに掲載した。
・運転免許自主返
納制度についての
チラシを高齢ドラ
イバーの免許更新
時に配布した。

行っていない
変更な
し

運転免許証自主返納制度及び
市町村が行う自主返納者に対
する各種支援施策を周知する
ための広報啓発を行います。

運転免許証自
主返納制度と
市町村が行う
支援施策のさ
らなる周知

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

高齢ドライバー向
けに交通安全講習
を実施する指導者
に対する研修を実
施した。

【研修動画再生回
数】R2～7年度
動画①631回　動
画②368回　動画
③379回
合計1,378回

変更あ
り

高齢ドライバー向けに交通安
全講習を実施する指導者を対
象とした、交通安全力を高め
る研修等を行います。

運転免許証を返納した高齢者等の移
動や日常生活の支援のため、各市町
村における取組について周知しま
す。

高齢者の生活支援サービスとしての
移動サービスの創設や拡充の取組に
ついて、これまでに作成した事例集
の周知や研修等を通じて支援しま
す。

市町村の取組を県
のホームページに
掲載した。

行っていない
変更あ
り

（上記№２と重複するため削
除）

介護予防・日常生
活支援総合事業等
サービス立ち上げ
アドバイザー派遣
事業により、市町
村の個別課題に
沿った支援を実施
した。

市町村が抱える課
題に応じて、アド
バイザーから助言
を得て、軌道修正
しながら対応し
た。

変更な
し

高齢者の生活支援サービスと
しての移動サービスの創設や
拡充の取組について、これま
でに作成した事例集の周知や
研修等を通じて支援します。

施策 1 ◆交通事故防止の啓発・運転免許証自主返納者に対する支援の周知

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

移動サービス
を検討してい
る高齢福祉部
門と市町村の
交通政策部門
の方向性が揃
わない。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

啓発活動の実施によ
り、減少傾向にある

継続
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
引き続き、「高齢者が事故に遭わない、起こさない」ための各種啓発活動を実施する。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

高齢者の事故防止に向けた啓発活動を計画どおり実行することができた。
交通事故死者に占める高齢者の割合が減少傾向にあることから、啓発活動に一定の効果があったと推測される。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、長野
県生産性向上総
合相談センター
を通じて、介護
テクノロジーの
導入や活用方法
に関する相談対
応、専門家派遣
による助言等を
実施する。あわ
せて、事業所の
課題に応じた支
援を行い、介護
現場の業務改善
の取組を促進す
る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、経営
者層等を対象と
したセミナーを
開催し、介護現
場における生産
性向上や業務改
善の必要性につ
いて理解促進を
図る。あわせ
て、先行事例や
具体的な取組方
法を紹介し、各
事業所における
主体的な取組に
つながるよう支
援する。

推進目標 4

章 9

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第９章：介護人材の養成・確保、事業所の生産性向上の推進

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

介護ロボット・ICT導
入支援法人数

法
人
数

58 90 28 58

施策 1 ◆介護DXの推進

介護現場の生産性向上を推進するた
め、業務改善に取組む意義や意識啓
発などを目的としたセミナーを開催
し、経営者層の意識改革を支援しま
す。

介護現場の生産性向上に向けた相談
体制を整備し、介護ロボット・ICT等
の導入や活用方法の相談に対し、専
門家を派遣し助言等の支援をしま
す。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組への支
援を行った。
【専門家派遣事業
所】（伴走支援＋
スポット派遣）
2024年：17事業所
2025年：18事業所

変更あ
り

介護現場の生産性向上に向け
た相談体制を整備し、介護テ
クノロジーの導入や活用方法
の相談に対し、専門家を派遣
し助言等の支援をします。

介護現場にお
ける生産性向
上の必要性は
高まっている
が、事業所ご
とに課題や取
組状況に差が
あるため、
個々の状況に
応じた相談支
援を継続して
いく必要があ
る。また、相
談や専門家派
遣を活用する
事業所の裾野
を広げていく
ことが課題で
ある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組への支
援を行った。
【ビギナーズセミ
ナー参加者数】
2024年：63名
2025年：69名

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組の一環
として、業務改善
の意義や取組の進
め方に関するセミ
ナーを開催した。
参加者数を把握し
ながら、経営者層
等への意識啓発を
概ね計画に沿って
実施することがで
きた。

変更な
し

介護現場の生産性向上を推進
するため、業務改善に取組む
意義や意識啓発などを目的と
したセミナーを開催し、経営
者層の意識改革を支援しま
す。

106 119

120法人
（令和６～
８年度累

計）

申請件数も増加して
おり、現場への浸透
が進められている。

継続

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する相談支援や
専門家派遣を実施
した。専門家派遣
事業所数を把握し
ながら、介護ロ
ボット・ICT等の
導入や活用に向け
た助言を行ってお
り、概ね計画に
沿って取組を進め
ることができた。

生産性向上の
取組を介護現
場に定着させ
るためには、
経営者層が業
務改善の必要
性を理解し、
組織全体で取
り組む意識を
高めることが
重要である。
引き続き、取
組の意義や具
体的な進め方
を分かりやす
く伝える機会
を確保する必
要がある。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

介護サービス従事者が、やりがいを持って働き続けることで、高齢者が質の高いサービスを受けられ、住み慣れた自宅や地域で安心して生活を
送ることができる社会を目指します。

介護支援課介護人材係

第１節　介護現場の生産性向上に向けた支援
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3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
テクノロジーの
導入に対する支
援を行い、介護
サービス事業所
における労働環
境の改善、職員
の負担軽減、業
務の効率化を促
進する。あわせ
て、導入後の活
用状況や好事例
を踏まえ、効果
的な活用につな
がる情報提供を
行う。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
テクノロジーの
活用方法に関す
る研修やフォ
ローアップの機
会を設け、現場
職員の理解促進
と活用力の向上
を図る。あわせ
て、事業所の取
組状況に応じた
情報提供や相談
支援を行い、導
入機器等の効果
的な活用を促進
する。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
テクノロジーの
導入効果や好事
例をホームペー
ジ等で公表し、
導入を検討して
いる介護サービ
ス事業所への情
報提供を行う。
あわせて、相談
支援や研修等と
連動させなが
ら、介護現場で
の活用促進と好
事例の横展開を
図る。

6

7

介護サービス事業所における職員の
業務負担軽減や事務の効率化、生産
性向上に資するため、見守り支援や
移乗支援、排泄支援などの介護ロ
ボット、や介護記録から請求業務ま
でが一気通貫で行うことができるICT
の導入、また、見守りセンサー導入
に伴う通信環境整備など介護現場の
生産性向上に係る環境づくりを支援
します。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

介護ロボット・ICTの活用方法などの
研修を実施し、介護ロボット・ICTを
使いこなせる人材育成を図ります。

介護ロボットの導入を検討している
介護サービス事業所の参考となり、
介護現場での活用促進につながるよ
う、導入効果を県ホームページで公
表します。

介護テクノロ
ジーの導入効
果を高めるた
めには、機器
を導入するだ
けでなく、現
場職員がその
機能や活用方
法を理解し、
日常業務の中
で使いこなせ
るようにする
ことが重要で
ある。継続的
な研修機会の
確保と現場へ
の定着支援が
課題である。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組への支
援を行った。導入
効果や好事例につ
いてはセンターの
ホームページに掲
載を行った。

長野県生産性向上
総合相談センター
において、介護現
場の生産性向上に
関する支援を行う
とともに、介護ロ
ボット・ICT等の
導入効果や好事例
についてホーム
ページに掲載し
た。導入を検討す
る事業所への情報
提供として、概ね
計画に沿って取組
を実施した。

変更あ
り

介護テクノロジーの導入を検
討している介護サービス事業
所の参考となり、介護現場で
の活用促進につながるよう、
導入効果を県ホームページで
公表します。

介護テクノロ
ジーの導入を
さらに促進す
るためには、
導入を検討し
ている事業所
が具体的な効
果や活用イ
メージを持て
るよう、分か
りやすい情報
提供を継続す
る必要があ
る。また、好
事例を幅広く
周知し、取組
の横展開につ
なげることが
課題である。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

長野県生産性向上
総合相談センター
を通じて、介護ロ
ボット・ICTの活
用方法等に関する
研修やフォロー
アップセミナーを
実施した。参加者
数を把握しなが
ら、導入機器等を
効果的に活用でき
る人材育成に向け
た取組を進めるこ
とができた。

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組への支
援を行った。
【研修・フォロー
アップセミナー参
加者数】
2024年：139名
2025年：64名

介護職員の身体的・精神的な負担の
軽減や事務の効率化を図るため、介
護ロボット・ICTの導入を支援すると
ともに、多様な働き方の導入等、労
働環境の改善に向けて支援します。

ケアマネジャーの負担軽減及び業務
効率化による人材の有効活用に向け
た、ICTの活用方策について研究を進
めます。

介護現場の労働環
境改善・職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器や
移乗支援等の介護
ロボット・ICT導
入支援事業を実施
【導入法人数】
2024年：105法人
2025年：116法人

介護現場の労働環
境改善や職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器、
移乗支援機器、
ICT機器等の導入
支援を実施した。
導入法人数を把握
しながら取組を進
めており、介護ロ
ボット・ICTの導
入に向けた環境づ
くりを概ね計画に
沿って実施するこ
とができた。

変更あ
り

【項目削除】
（項目３番と重複するため削
除）

介護現場の労働環
境改善・職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器や
移乗支援等の介護
ロボット・ICT導
入支援事業を実施
【導入法人数】
2024年：105法人
2025年：116法人

介護現場の労働環
境改善や職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器、
移乗支援機器、
ICT機器等の導入
支援を実施した。
導入法人数を把握
しながら取組を進
めており、介護ロ
ボット・ICTの導
入に向けた環境づ
くりを概ね計画に
沿って実施するこ
とができた。

変更あ
り

【項目削除】
（ICT機器を含んだ介護テク
ノロジー等の支援はケアマネ
ジャーに特化した事業とはで
きないため削除）

介護現場の労働環
境改善・職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器や
移乗支援等の介護
ロボット・ICT導
入支援事業を実施
【導入法人数】
2024年：105法人
2025年：116法人

介護現場の労働環
境改善や職員の負
担軽減を図るた
め、見守り機器、
移乗支援機器、
ICT機器等の導入
支援を実施した。
導入法人数を把握
しながら取組を進
めており、介護ロ
ボット・ICTの導
入に向けた環境づ
くりを概ね計画に
沿って実施するこ
とができた。

変更あ
り

介護サービス事業所における
職員の業務負担軽減や事務の
効率化、生産性向上に資する
ため、見守り支援や移乗支
援、排泄支援等を行う介護ロ
ボットや、介護記録から請求
業務までを一気通貫で行う
ICT機器の導入、見守りセン
サー導入に伴う通信環境整備
等、介護テクノロジーを活用
した介護現場の生産性向上に
係る環境づくりを支援しま
す。

介護テクノロ
ジーの導入は
進みつつある
が、導入後の
活用方法や業
務改善への結
び付けについ
ては、事業所
ごとに差があ
る。機器等の
導入を一時的
な支援にとど
めず、職員の
負担軽減や業
務効率化につ
なげていくこ
とが課題であ
る。

変更あ
り

介護テクノロジーの活用方法
などの研修を実施し、介護テ
クノロジーを使いこなせる人
材育成を図ります。

75 



最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、経営
者等を対象とし
たセミナーの開
催や専門家によ
るアドバイザー
派遣を通じて、
介護サービス事
業所の人材確
保・定着に向け
た取組を支援す
る。労務管理、
人材育成、職場
環境改善等に関
する相談に対応
し、働きやすい
職場づくりを促
進する。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

制度改正の内容
等について、集
団指導等におい
て周知してい
く。

3

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、長野
県生産性向上総
合相談センター
において、介護
事業所からの相
談に対応し、業
務改善や介護ロ
ボット・ICT等の
活用に向けた助
言を行う。あわ
せて、相談窓口
の周知を図り、
専門家派遣や研
修等と連携した
支援を進める。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

介護サービス事業所の人材確保・定
着力を強化するため、経営者等を対
象とするセミナーを開催するととも
に、施設等の労務管理、人材マネジ
メント（キャリアパス構築・雇用管
理改善・人材育成・ストレスマネジ
メント・ハラスメント対策）等に関
する様々な課題に関して専門家をア
ドバイザーとして派遣し、相談支援
をします。

施策 2 ◆働き方改革の推進

福祉・介護人材の
確保・定着を図る
ために、施設経営
者が相談できる専
門家を派遣し、助
言等を行うことで
事業所の支援を
行った。また、
「長野県福祉人材
確保定着支援セミ
ナー」を年２回開
催。
【アドバイザー派
遣実績】2024
年:34件
2025年：26件

福祉・介護人材の
確保・定着を図る
ため、施設経営者
等を対象としたセ
ミナーを開催する
とともに、専門家
をアドバイザーと
して派遣し、労務
管理や人材マネジ
メント等に関する
相談支援を行っ
た。アドバイザー
派遣実績を把握し
ながら、概ね計画
に沿って取組を実
施した。

変更あ
り

【項目削除】
492の施策４◆雇用・労働環
境の改善に同一の項目がある
ため削除したい

介護サービス
事業所におけ
る人材確保・
定着を進める
ためには、処
遇改善だけで
なく、職場環
境の改善、労
務管理、人材
育成、ハラス
メント対策等
を含めた総合
的な支援が必
要である。事
業所ごとの課
題に応じた相
談支援を継続
していくこと
が課題であ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

介護現場の生産性向上に向けた相談
体制を整備し、介護事業所からの生
産性向上の取組に関する相談等に対
し助言等の支援をします。

介護サービス事業所におけるハラス
メント対策を推進するため、厚生労
働省の作成した介護現場におけるハ
ラスメント対策マニュアル等の周知
を図ります。

介護分野の業務に係る文書負担軽減
のため、国が示す方針に基づく個々
の申請様式・添付書類や手続きに関
する簡素化、様式例の活用による標
準化等を進めることにより、介護
サービス事業所の業務の効率化を支
援します。

集団指導等を通し
て、マニュアルを
事業所に周知し
た。

特になし。
変更あ
り

労働関係法規の改正に伴い、
介護事業者を含むすべての事
業主に対してカスタマーハラ
スメントを防止するための必
要な措置が義務付けられ、介
護事業者に対しては、運営基
準においても位置付けがされ
るため、必要な対応の周知等
を行います。

必要な取組の
理解・対応

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護事
業所からの生産性
向上に関する相談
に対して助言等の
支援を行った。相
談件数を把握しな
がら、介護現場の
業務改善やICT等
の活用に向けた相
談体制を概ね計画
に沿って運営する
ことができた。

変更な
し

介護現場の生産性向上に向け
た相談体制を整備し、介護事
業所からの生産性向上の取組
に関する相談等に対し助言等
の支援をします。

生産性向上に
関する相談体
制は整備され
ているが、事
業所によって
課題認識や取
組状況に差が
あるため、相
談窓口の認知
度向上や活用
促進を図る必
要がある。ま
た、相談内容
に応じて、専
門家派遣や研
修等の支援に
つなげていく
ことが課題で
ある。

標準様式の利用や
電子申請への対応
により介護サービ
ス事業所の業務の
効率化を図った。

特になし。
変更あ
り

削除
（現状として対応できること
は行っており、更なる文書負
担の軽減が難しいため。）

長野県生産性向上
総合相談センター
を設置し、介護現
場の生産性向上に
関する取組への支
援を行った。
【センター相談件
数】
2024年：94件
2025年：82件

第９期においては、長野県生産性向上総合相談センターを設置し、介護現場の生産性向上に向けた相談対応、専門家派遣、セミナーの開催、介護ロボット・ICT等の導入支
援、研修・フォローアップ、好事例の情報発信等を実施した。また、福祉・介護人材の確保・定着に向けて、経営者等を対象としたセミナーや専門家によるアドバイザー派
遣を行い、事業所の労務管理や人材マネジメント等に関する相談支援を行った。相談件数、専門家派遣実績、セミナー参加者数、導入法人数等を把握しながら取組を進めて
おり、介護現場の業務改善、職員の負担軽減、働きやすい職場づくりに向けた支援を概ね計画に沿って実施することができた。

第10期においても、介護人材の不足や業務負担の増大に対応するため、長野県生産性向上総合相談センターを中心に、介護サービス事業所における生産性
向上の取組を継続して支援する。介護ロボット・ICT等の導入支援に加え、導入後の効果的な活用や業務改善への定着を図るため、相談対応、専門家派遣、
研修、フォローアップ、好事例の情報発信等を一体的に実施する。また、経営者層への意識啓発や労務管理、人材育成、職場環境改善等に関する相談支援
を通じて、介護サービス事業所の人材確保・定着力の向上と、働きやすい職場づくりを促進する。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

■活動指標の数値の推移

1

2

推進目標 4

章 9

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 2

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第９章：介護人材の養成・確保、事業所の生産性向上の推進

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

介護職員に占める介
護福祉士の割合

％ 57.8 54.8 57.8 58.5

介護職員の離職率 ％ 11.6 14.0 11.6

目標未達ではあるが、今後も増加を
目標として施策を推進する。

継続介護職員数 0 3.8万人 38,615 38,095 37,834 37,746
(現在未
発表)

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

2023年度調査から調査項目を変更し
ているため、評価不能

保険者機能強化推進交付金・介護
保険保険者努力支援交付金に係る
評価指標状況調査における、地域
における介護人材の確保・定着の
ための市町村独自事業の実施事業
により評価

2023年度調査から調査項目を変更し
ているため、評価不能

保険者機能強化推進交付金・介護
保険保険者努力支援交付金に係る
評価指標状況調査における、地域
における介護人材の確保・定着の
ための都道府県や関係団体の取組
と協働した取組により評価

ST

介護人材の定着に
向けた取組の実施

自
治
体

36 ― 36 ― ― なし

多様な人材・介護
助手等の高齢者の
活躍に向けた取組

自
治
体

29 ― 29 ― ― なし

58.8
(現在未
発表)

65.0

8.6 9.4 10.011.8

介護福祉士の数は増加
しているものの、全体
の職員数も増加してい
ることもあり割合に大
きな動きがない

継続

目標達成 継続

介護サービス従事者が、やりがいを持って働き続けることで、高齢者が質の高いサービスを受けられ、住み慣れた自宅や地域で安心して生活を送
ることができる社会を目指します。

介護支援課介護人材係

第２節　介護人材の確保・定着
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、人材
派遣会社等のノ
ウハウを活用
し、求職者と介
護事業所との
マッチングを支
援する。あわせ
て、資格取得費
用の助成等を通
じて入職を後押
しし、介護分野
への就労促進と
定着支援に取り
組む。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、職業
紹介、就職説明
会、キャリア支
援専門員による
相談支援等を実
施し、多様な人
材と求人事業所
とのマッチング
を推進する。あ
わせて、求職者
の状況に応じた
支援を行い、円
滑な就労と定着
を促進する。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、福祉
事業所認証評価
制度の周知を図
り、認証取得に
向けた事業所の
取組を促進す
る。あわせて、
認証事業所の情
報発信を進め、
求職者に対する
事業所の見える
化を通じて入職
促進につなげ
る。

施策 1 ◆入職促進

福祉・介護職を対象とした職業紹介
や、求職者と求人事業所との就職相
談会、学生等が参加しやすいオンラ
イン版就職説明会の開催、求職者と
求人事業所との橋渡しをするキャリ
ア支援専門員の配置などにより未経
験者、元気高齢者等多様な人材の
マッチングを推進します。

キャリアパス構築や人材育成、職場
環境の改善等の取組が一定以上の水
準にある福祉事業所の認証・評価を
行う福祉事業所認証評価制度を、県
民や求職者に積極的にPRし、一定の
評価に基づく事業者の“見える化”
を進めることで、若年者を中心とす
る求職者の入職促進を図ります。

人材派遣会社のノウハウを活用し、
求職者の適性にあった職場とのマッ
チングと、介護の資格取得費用の助
成による入職促進を図ります。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実
行に向けての主な課

題
左記の課題に対する取組

具体的な課
題

最も近
いもの
を選択

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

介護分野への就労
意欲のある求職者
に対して、個々の
適正にあった職場
とのマッチングと
介護の資格取得費
用の助成による入
職促進を行うこと
ができた。
【直接雇用者数】
2024年：101人
2025年：80人

変更な
し

人材派遣会社のノウハウを活用し、
求職者の適性にあった職場とのマッ
チングと、介護の資格取得費用の助
成による入職促進を図ります。

介護人材
の確保に
向けて
は、求職
者の適性
や希望に
応じた丁
寧なマッ
チングを
継続する
必要があ
る。ま
た、資格
取得から
就労、定
着までを
見据えた
支援によ
り、介護
分野への
入職につ
なげてい
くことが
課題であ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

福祉・介護人材
マッチング支援事
業として、求職者
に対する就業支
援、就職説明会の
開催等を実施し、
円滑な就労・定着
の支援、また、福
祉・介護人材の確
保を図った。

福祉・介護人材
マッチング支援事
業により、求職者
への就業支援、就
職説明会の開催、
キャリア支援専門
員による相談支援
等を実施し、福
祉・介護分野への
円滑な就労と定着
を支援した。多様
な人材の参入促進
に向けた取組を概
ね計画に沿って実
施することができ
た。

変更な
し

福祉・介護職を対象とした職業紹介
や、求職者と求人事業所との就職相
談会、学生等が参加しやすいオンラ
イン版就職説明会の開催、求職者と
求人事業所との橋渡しをするキャリ
ア支援専門員の配置などにより未経
験者、元気高齢者等多様な人材の
マッチングを推進します。

介護分野への就労
意欲のある求職者
に対し、人材派遣
会社のノウハウを
活用し、個々の適
性に応じた職場と
のマッチングや資
格取得費用の助成
を行った。直接雇
用者数を把握しな
がら、介護分野へ
の入職促進に向け
た取組を概ね計画
に沿って実施する
ことができた。

介護人材
の確保に
向けて
は、未経
験者、学
生、元気
高齢者
等、多様
な人材に
対して福
祉・介護
分野で働
く魅力を
伝え、就
労につな
げていく
必要があ
る。ま
た、求人
事業所と
のマッチ
ング精度
を高め、
定着につ
なげるこ
とが課題
である。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

職員研修等の充実
による人材育成・
定着の取組を促進
することを目的
に、キャリアパス
構築や人材育成、
職場環境の改善等
の取り組みが一定
以上の水準にある
福祉事業所を認
証・評価する制度
を運用し、事業の
周知・理解促進、
申請の拡大に努め
た。
【認証法人数】
2025年度：13法
人、119事業所

キャリアパス構
築、人材育成、職
場環境改善等に取
り組む福祉事業所
を認証・評価する
制度を運用し、制
度の周知や申請拡
大に努めた。認証
法人数等を把握し
ながら、福祉事業
所の見える化と求
職者への情報提供
に向けた取組を進
めることができ
た。

変更な
し

キャリアパス構築や人材育成、職場
環境の改善等の取組が一定以上の水
準にある福祉事業所の認証・評価を
行う福祉事業所認証評価制度を、県
民や求職者に積極的にPRし、一定の
評価に基づく事業者の“見える化”
を進めることで、若年者を中心とす
る求職者の入職促進を図ります。

若年者等
の入職促
進を図る
ために
は、働き
やすさや
人材育成
に取り組
む事業所
の情報を
分かりや
すく発信
し、求職
者が安心
して職場
を選択で
きる環境
づくりが
必要であ
る。制度
の認知度
向上と認
証事業所
の拡大が
課題であ
る。
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4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、福
祉・介護人材確
保推進プラット
フォーム会議を
通じて、関係機
関・団体との情
報共有と連携を
進める。各主体
の取組をつな
ぎ、介護人材の
確保・定着・資
質向上に向けた
協働活動を促進
する。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
福祉士修学資金
等の貸付を実施
し、学生の修学
支援と福祉の職
場への就労・定
着を促進する。
あわせて、養成
校等と連携しな
がら制度の周知
を図り、将来の
介護人材の確保
につなげる。

6

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
分野就職支援金
の貸付制度を活
用し、離職した
介護人材の復職
を支援する。あ
わせて、関係機
関と連携して制
度の周知を図
り、介護分野へ
の再就労を促進
する。

関係機関・団体等が連携・協働し、
それぞれが主体的に介護人材の確
保・定着・質の向上に関わる仕組み
（ネットワーク）を構築することに
より、効果的な施策展開を図りま
す。

介護福祉士養成校や福祉系高等学校
での学生に対して、返還免除要件付
きの修学資金を貸与し、福祉の職場
への就労・定着を支援します。

介護人材
の確保・
定着を効
果的に進
めるため
には、
県、関係
団体、事
業者、教
育機関等
がそれぞ
れの役割
を共有
し、連携
して取組
を進める
必要があ
る。プ
ラット
フォーム
としての
機能を活
かし、協
働による
具体的な
取組につ
なげてい
くことが
課題であ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

介護福祉士修学資
金の貸付を行っ
た。
【貸付者数】
○介護福祉士養成
施設修学資金
2024年：61人
2025年：98人
○福祉系高校修学
資金
2024年：６人
2025年：１人

介護福祉士養成施
設や福祉系高校で
学ぶ学生に対し、
返還免除要件付き
の修学資金の貸付
を実施した。貸付
者数を把握しなが
ら、将来の介護人
材の養成及び福祉
の職場への就労・
定着を支援する取
組を行った。

変更な
し

介護福祉士養成校や福祉系高等学校
での学生に対して、返還免除要件付
きの修学資金を貸与し、福祉の職場
への就労・定着を支援します。

将来の介
護人材を
確保する
ために
は、介護
福祉士養
成施設や
福祉系高
校で学ぶ
学生が、
安心して
学び、卒
業後に福
祉の職場
へ就労・
定着でき
るよう支
援を継続
する必要
がある。
制度の周
知と活用
促進が課
題であ
る。

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

福祉・介護人材確
保ネットワーク会
議において、関係
機関・団体による
協議や情報共有を
行い、介護人材の
確保・定着・質の
向上に向けた施策
展開を図った。令
和７年度には福
祉・介護人材確保
推進プラット
フォーム会議とし
て再構築し、協働
体制の強化に取り
組んだ。

県内の関係機関・
団体による協働体
制である「福祉・
介護人材確保ネッ
トワーク会議」に
おいて、部会及び
全体会を開催し、
介護人材の確保・
定着・質の向上に
関わる効果的な施
策展開を図った。
令和７年度には、
「福祉・介護人材
確保推進プラット
フォーム会議」に
再構築し、参加者
が連携し、協働活
動を推進していく
プラットフォーム
として機能を強化
し、運営を行っ
た。

離職した介護人材の復職を支援する
ため、再就職準備金の貸付制度を通
じて、介護分野への就労を促進しま
す。

介護分野就職支援
金の貸付を行っ
た。
【貸付者数】
2024年８人
2025年10人

離職した介護人材
の復職を支援する
ため、介護分野就
職支援金の貸付を
実施した。貸付者
数を把握しなが
ら、介護分野への
再就労を後押しす
る取組を実施し、
一定の利用につな
げることができ
た。

変更な
し

離職した介護人材の復職を支援する
ため、再就職準備金の貸付制度を通
じて、介護分野への就労を促進しま
す。

介護分野
への復職
を促進す
るために
は、離職
者に対し
て制度を
分かりや
すく周知
し、再就
労に向け
た不安を
軽減する
支援が必
要であ
る。潜在
的な介護
人材に制
度を届
け、復職
につなげ
ていくこ
とが課題
である。

受益者
（対象
者）の
関心を
引きつ
ける

変更な
し

関係機関・団体等が連携・協働し、
それぞれが主体的に介護人材の確
保・定着・質の向上に関わる仕組み
（ネットワーク）を構築することに
より、効果的な施策展開を図りま
す。
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7

8

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、訪問
介護職員の確保
に向けた支援を
行い、資格取
得、入職、定着
までを見据えた
取組を進める。
あわせて、訪問
介護の役割や魅
力の発信、事業
所との連携によ
る受入体制の整
備を通じて、人
材確保につなげ
る。

職員がやりがいを持って長く働き、
自身の技能を高めるため、職員の
キャリアアップや資質の向上及び定
着を支援します。

介護福祉士会等職
能団体等の会員等
が事業所を訪問し
介護技術等に関す
る研修を実施し
た。初任者研修及
び実務者研修の資
格取得費用の一部
を助成した。

介護職員のキャリ
アアップや資質向
上を支援するた
め、職能団体等に
よる訪問研修や、
初任者研修・実務
者研修の資格取得
費用の一部助成を
実施した。研修や
資格取得支援を通
じて、職員の技能
向上と定着促進に
向けた取組を行っ
た。

変更あ
り

【項目削除】
（キャリア形成・資質向上について
は493シートで触れているため入職促
進からは項目削除）

職員の離職防止や定着促進、また、
新たな人材確保を図るため、週休三
日制等介護現場における多様な働き
方、柔軟な勤務形態の導入支援を検
討します。

令和６年度に専門
家による助言指導
を行う多様な働き
方導入支援事業を
実施したが、事業
所内での職員の不
足に伴い業務見直
しや多様な働き方
を検討する余力が
なく、参加事業所
は０事業所となっ
た。

多様な働き方の導
入を支援するた
め、令和６年度に
専門家による助言
指導を行う事業を
実施したが、事業
所において業務見
直しや勤務形態の
検討を行う余力が
乏しく、参加事業
所はなかった。取
組の必要性はある
ものの、実施方法
に課題が残った。

変更あ
り

【項目削除】
（働き方改革については491シートで
触れているため本項目は削除）

訪問介護など、特に人材の不足感が
高い分野に対して、資格取得から入
職後の定着に向けたフォローアップ
までの一貫した支援体制の構築を検
討します。

施策 2 ◆訪問介護員の確保

令和６年度には、
訪問介護員入職促
進モデル事業、７
年度には信州介護
人材誘致・定着事
業に訪問介護職員
枠を設けて確保に
取り組んでいる
が、施設系と比べ
ると訪問系の求職
者の確保につなげ
られていない。

訪問介護員の確保
に向けて、令和６
年度は訪問介護員
入職促進モデル事
業、令和７年度は
信州介護人材誘
致・定着事業に訪
問介護職員枠を設
けて取組を実施し
た。一方で、施設
系と比べ訪問系の
求職者確保には課
題が残った。

変更な
し

訪問介護など、特に人材の不足感が
高い分野に対して、資格取得から入
職後の定着に向けたフォローアップ
までの一貫した支援体制の構築を検
討します。

訪問介護
は特に人
材不足感
が高い分
野であ
り、資格
取得から
入職後の
定着まで
を見据え
た一体的
な支援が
必要であ
る。訪問
介護の仕
事内容や
魅力を分
かりやす
く伝える
ととも
に、求職
者の確保
につなげ
る取組を
強化する
必要があ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実
行に向けての主な課

題
左記の課題に対する取組

具体的な課
題

最も近
いもの
を選択
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

アクティブシニ
アに届きやすい
広報や職場説明
会等を通じて、
介護分野での就
労や社会参画の
機会を発信す
る。あわせて、
求人事業所に対
して高齢者雇用
への理解促進を
図り、スポット
ワークの活用も
含めた多様な参
画方法を検討す
る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、事業
所や関係機関を
通じて届出制度
の周知を図ると
ともに、潜在介
護福祉士等への
情報提供や再就
労支援につなげ
る。あわせて、
制度改正の動向
を踏まえ、必要
な体制整備や周
知方法の検討を
進める。

施策 3 ◆アクティブシニア、外国人介護人材等、多様な人材の入職支援

関係機関と連携し、潜在介護福祉士
等に対して、入職から定着までの一
体的支援体制の構築を検討します。

関係機関との協働により、アクティ
ブシニアへの働きかけを行い、介護
の仕事の積極的なPRを行います。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実
行に向けての主な課

題

信州介護人材誘
致・定着事業によ
り、年齢にかかわ
らず参加が可能な
ことを周知し事業
を実施した職場説
明会も実施してい
るが、事業所の実
際の求人には年齢
制限が付与されて
いるケースが散見
されている。

信州介護人材誘
致・定着事業等に
おいて、年齢にか
かわらず参加可能
であることを周知
し、職場説明会等
を実施した。一方
で、事業所の求人
に年齢制限が付さ
れているケースも
見られ、アクティ
ブシニアの就労促
進に向けて課題が
残った。

変更な
し

関係機関との協働により、アクティ
ブシニアへの働きかけを行い、介護
の仕事の積極的なPRを行います。

アクティ
ブシニア
の介護分
野への参
画を促進
するため
には、対
象者の目
に留まり
やすい広
報や情報
発信を行
うととも
に、求人
事業所側
の理解促
進を図る
必要があ
る。ま
た、ス
ポット
ワークの
活用も含
め、各人
の状況に
応じた柔
軟な社会
参画の機
会を広げ
ることが
課題であ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

事業所等へ離職す
る際の届出制度の
周知を行っている
が、対象者のニー
ズが低い。また、
この届出制度が努
力義務であること
もあり、登録者数
は伸び悩んでい
る。

潜在介護福祉士等
の再就労支援に向
けて、離職時の届
出制度について事
業所等へ周知を
行った。一方で、
届出制度は努力義
務であり、対象者
のニーズも高くな
いことから、登録
者数の伸び悩みが
見られた。

変更な
し

関係機関と連携し、潜在介護福祉士
等に対して、入職から定着までの一
体的支援体制の構築を検討します。

潜在介護
福祉士等
への支援
を進める
ために
は、届出
制度の周
知と登録
促進を図
り、必要
な情報提
供やキャ
リア支援
につなげ
ていく必
要があ
る。ま
た、現任
の介護福
祉士につ
いても届
出の努力
義務を課
す方針が
示されて
いること
から、今
後の制度
改正に適
切に対応
する必要
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

左記の課題に対する取組

具体的な課
題

最も近
いもの
を選択
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3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
分野就職支援金
の貸付制度を活
用し、他産業か
ら介護職場への
就労を支援す
る。あわせて、
関係機関と連携
して制度の周知
を図り、介護分
野への新たな人
材参入を促進す
る。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、外国
人介護人材に対
する学習支援及
び研修を実施す
る

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、市町
村担当者会議等
を通じて県の施
策や好事例を共
有し、市町村と
の連携を図る。
あわせて、介護
人材確保におけ
る市町村の役割
や取組の必要性
を伝え、地域の
実情に応じた対
応を促進する。

他産業の離職者が介護職場に就労す
る際の返還免除要件付きの準備資金
を貸与します。

介護分野就職支援
金の貸付を実施
【貸付者数】
2024年：10人
2025年：３人

外国人介護人材に対する日本語学習
や介護技術の習得への支援により、
外国人介護人材の受入れを促進しま
す。

介護人材確保に係る取組について市
町村と情報を共有し、対応等を検討
していきます。

【項目移管して本項を上書き】
シート493の施策２に記載されている
外国人材への支援を本項に移し、493
からは削除としたい

外国人介
護人材の
活躍を促
進するた
めには、
日本語能
力や介護
技術の向
上に加
え、安心
して就
労・生活
できる環
境整備を
継続する
必要があ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

市町村担当者会議
等において県の事
業を説明し、協力
を求めた。関係機
関が集合する会議
においても、県の
施策を説明した。

市町村担当者会議
等において県の介
護人材確保施策を
説明し、市町村に
協力を求めるとと
もに、関係機関が
集まる会議におい
ても県の施策を共
有した。市町村や
関係機関との情報
共有を行いなが
ら、介護人材確保
に向けた取組を進
めた。

変更な
し

介護人材確保に係る取組について市
町村と情報を共有し、対応等を検討
していきます。

介護人材
確保に向
けては、
県の取組
に加え、
保険者で
ある市町
村におけ
る取組も
重要であ
る。一方
で、市町
村ごとに
取組の温
度差があ
るため、
介護人材
確保が地
域課題で
あること
を共有
し、市町
村による
主体的な
取組につ
なげてい
く必要が
ある。

EPA介護福祉士候
補者を受け入れた
施設における学習
費用、及び、技能
実習生及び１号特
定技能外国人を対
象にした介護技能
を向上するための
集合研修等に必要
な費用を補助し
た。

EPA介護福祉士候
補者や技能実習
生、特定技能外国
人等を対象とし
て、学習支援、集
合研修、住居借上
げ支援等を実施し
た。

変更あ
り

他産業から介護職
場への就労を促進
するため、介護分
野就職支援金の貸
付を実施した。貸
付者数を把握しな
がら、他産業の離
職者等が介護分野
へ参入するための
支援を行った。

変更な
し

他産業の離職者が介護職場に就労す
る際の返還免除要件付きの準備資金
を貸与します。

他産業か
ら介護分
野への参
入を促進
するため
には、介
護の仕事
に関心を
持つ方に
対して制
度を分か
りやすく
周知し、
就労に向
けた不安
を軽減す
る必要が
ある。対
象者への
情報提供
と利用促
進が課題
である。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、経営
者等を対象とし
たセミナーの開
催や専門家によ
るアドバイザー
派遣を通じて、
介護サービス事
業所の人材確
保・定着に向け
た取組を支援す
る。労務管理、
人材育成、職場
環境改善等に関
する相談に対応
し、働きやすい
職場づくりを促
進する。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、事業
説明会、研修
会、事業者指導
等の機会を活用
し、長野県版
キャリアパスモ
デル等の周知・
普及を進める。
あわせて、事業
所におけるキャ
リアパス構築や
人材育成の取組
を支援し、介護
職員の定着促進
につなげる。

3

人材確保・定着力を強化するため、
経営者等を対象とするセミナーを開
催するとともに、施設等の労務や職
場の働き方改革、人材マネジメント
（キャリアパス構築・雇用管理改
善・人材育成・ストレスマネジメン
ト）等に関する様々な課題に関して
専門家をアドバイザーとして派遣
し、相談支援を行います。

施策 4 ◆雇用・労働環境の改善

「長野県福祉人材
確保定着支援セミ
ナー」を年２回開
催。
【アドバイザー派
遣実績】2024
年:34件
2025年：26件

福祉・介護人材の
確保・定着を図る
ため、施設経営者
等を対象としたセ
ミナーを開催する
とともに、専門家
をアドバイザーと
して派遣し、労務
管理や人材マネジ
メント等に関する
相談支援を行っ
た。アドバイザー
派遣実績を把握し
ながら、概ね計画
に沿って取組を実
施した。

変更な
し

人材確保・定着力を強化するため、
経営者等を対象とするセミナーを開
催するとともに、施設等の労務や職
場の働き方改革、人材マネジメント
（キャリアパス構築・雇用管理改
善・人材育成・ストレスマネジメン
ト）等に関する様々な課題に関して
専門家をアドバイザーとして派遣
し、相談支援を行います。

介護サー
ビス事業
所におけ
る人材確
保・定着
を進める
ために
は、処遇
改善だけ
でなく、
職場環境
の改善、
労務管
理、人材
育成、ハ
ラスメン
ト対策等
を含めた
総合的な
支援が必
要であ
る。事業
所ごとの
課題に応
じた相談
支援を継
続してい
くことが
課題であ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り

長期的に介護人材の確保・定着の推
進を図るために、「長野県版キャリ
アパスモデル」、「モデル給与規
程」、「キャリアパス・人材育成事
例集」等の普及を進め、介護職員が
将来展望を持って介護の職場で働き
続けることができるよう、キャリア
形成を支援します。

キャリアパス構築や人材育成、職場
環境の改善等の取組が一定以上の水
準にある福祉事業所の認証・評価を
行う福祉事業所認証評価制度によ
り、求職者に対して、一定の評価に
基づく事業所の情報発信を行うとと
もに、業界全体の意識改革を促し、
職場環境改善の取組を推進します。

【項目削除】
（492　施策１　項目３に同様の項目
が設定されているため本項目は削
除）

介護職員
が将来展
望を持っ
て働き続
けるため
には、事
業所にお
けるキャ
リアパス
の構築や
人材育成
の取組を
さらに促
進する必
要があ
る。各種
資料や事
例を活用
し、事業
所の理解
と実践に
つなげて
いくこと
が課題で
ある。

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

職員研修等の充実
による人材育成・
定着の取組を促進
することを目的
に、キャリアパス
構築や人材育成、
職場環境の改善等
の取り組みが一定
以上の水準にある
福祉事業所を認
証・評価する制度
を運用し、事業の
周知・理解促進、
申請の拡大に努め
た。
【認証法人数】
2025年度：13法
人、119事業所

キャリアパス構
築、人材育成、職
場環境改善等に取
り組む福祉事業所
を認証・評価する
制度を運用し、制
度の周知や申請拡
大に努めた。認証
法人数等を把握し
ながら、福祉事業
所の見える化と求
職者への情報提供
に向けた取組を進
めることができ
た。

変更あ
り

③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実
行に向けての主な課

題
左記の課題に対する取組

具体的な課
題

最も近
いもの
を選択

事業説明会や各種
の研修会、事業者
指導等の機会にお
いて周知・普及を
図った。

事業説明会、各種
研修会、事業者指
導等の機会を活用
し、長野県版キャ
リアパスモデル、
モデル給与規程、
キャリアパス・人
材育成事例集等の
周知・普及を図っ
た。介護職員の
キャリア形成支援
に向けた情報提供
を継続的に実施し
た。

変更な
し

長期的に介護人材の確保・定着の推
進を図るために、「長野県版キャリ
アパスモデル」、「モデル給与規
程」、「キャリアパス・人材育成事
例集」等の普及を進め、介護職員が
将来展望を持って介護の職場で働き
続けることができるよう、キャリア
形成を支援します。
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4

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、個別
的な支援と制度
全体の理解を深
めるためのセミ
ナー開催等の取
組を行ってい
く。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

第10期計画策定
後も、市町村計
画の施設整備等
に変更が生じた
場合、予算も含
め、可能な限り
柔軟に対応して
いく。

6

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

介護サービス事業所に対して、介護
職員等の処遇改善を目的とした加算
の取得・活用を支援します。

介護人材の確保を図り、働きやすい
環境を整備するための職員宿舎整備
を支援します。

事業所に対して、
専門的な相談員の
派遣、個別の助
言・指導を行うほ
かセミナーを開催
し、介護職員等処
遇改善加算の取得
を支援した。

サービス種別ごと
の加算取得率等を
踏まえつつ、毎年
度、重点的に支援
するものを定めて
取り組んだ。

変更な
し

介護サービス事業所に対して、介護
職員等の処遇改善を目的とした加算
の取得・活用を支援します。

制度や必
要な対応
の理解

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

地域医療介護総合
確保基金事業（施
設整備分）補助金
により、職員宿舎
の整備について補
助を行った。

補助にあたって
は、計画や事業完
了後の状況を確認
するなど、適切に
事務を行った。

変更な
し

介護人材の確保を図り、働きやすい
環境を整備するための職員宿舎整備
を支援します。

近年は資
材価格の
高騰も含
めた事業
者側の都
合によ
り、施設
整備が計
画どおり
進まない
ことがあ
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

ノーリフティングケア（介護ロボッ
ト等の介護機器等を活用して介護負
担を軽減する方法）により、腰痛に
よる離職の防止や職員の負担軽減等
を図るため、介護ロボット等の導入
を支援します。

ノーリフトケアの
実践方法に係る研
修を希望する介護
サービス事業所に
対し、研修を行っ
た。

長野労働局と連携
し、腰痛等負担軽
減に関する研修・
支援を行った。

変更あ
り

【項目削除】
（介護テクノロジーについては491
シートで触れているため本項目は削
除）

第９期においては、介護人材の入職促進及び定着支援に向けて、求職者と介護事業所とのマッチング、職業紹介、就職説明会、資格取得支援、修学資金や就職支援金の貸付、
福祉事業所認証評価制度の運用、関係機関によるネットワーク・プラットフォームの運営等を実施した。また、職員のキャリアアップや資質向上に向けた研修・資格取得支
援、多様な働き方の導入支援、訪問介護職員の確保、アクティブシニアや潜在介護福祉士等の参入促進、市町村との情報共有、キャリアパスモデル等の普及にも取り組んだ。
各事業において、直接雇用者数、貸付者数、認証法人数、研修実績等を把握しながら概ね計画に沿って実施した一方で、訪問介護など特に人材不足感の高い分野への対応、多
様な働き方の導入、アクティブシニアや潜在介護福祉士等への働きかけ、市町村との連携強化については、引き続き取組を進める必要がある。

第10期においても、介護人材の確保・定着を図るため、求職者と介護事業所とのマッチング、職業紹介、就職説明会、資格取得支援、修学資金や就職支援金
の貸付等を継続し、介護分野への入職促進に取り組む。あわせて、福祉事業所認証評価制度の周知やキャリアパスモデル等の普及を通じて、働きやすい職場
づくりや職員のキャリア形成を支援する。また、関係機関・団体によるプラットフォームを活用し、介護人材の確保・定着・資質向上に向けた協働を進める
とともに、訪問介護など人材不足感の高い分野への支援、アクティブシニアや潜在介護福祉士等の参入促進、多様な働き方の導入支援、市町村との情報共有
及び連携強化を図り、地域の実情に応じた人材確保対策を推進する。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終アウ
トカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、長野
県版キャリアパ
スモデルに基づ
く福祉職員生涯
研修を実施し、
職層に応じた資
質向上を支援す
る。あわせて、
現場ニーズを踏
まえながら研修
内容の充実を図
り、介護職員等
のキャリア形成
を促進する。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き「きゃ
りあねっと」を
運用し、県内の
研修情報を分か
りやすく発信す
る。あわせて、
研修実施機関と
連携しながら情
報の充実を図
り、福祉・介護
人材の資質向上
につながる受講
機会の確保を支
援する。

推進目標 4

章 9

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第９章：介護人材の養成・確保、事業所の生産性向上の推進

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第10期における扱い
（見直しの有無）

1,278

4000
（令和６～
８年度累

計）

認知症介護従事者研
修修了者数

人 673 877 673 1,902

介護支援専門員研修
修了者数

人 1,435 1,416 1,435 1,643

1,295 1,200

1800
（令和６～
８年度累

計）

施策 1 ◆キャリア形成と研修受講の支援

各種研修実施団体の研修情報を集
約・整理して掲載している、ホーム
ページ「きゃりあねっと」を運用
し、研修内容の周知・募集を行いま
す。

「長野県版キャリアパスモデル」に
基づき、職層に応じて求められる能
力を身に付ける「福祉職員生涯研
修」を実施するなど、介護職員の
キャリア形成を支援します。なお、
現場のニーズに応じて、研修の内容
を適宜見直すとともに、全体を通し
て、介護職員の「福祉サービスの基
本理念と倫理」に関する理解向上を
図ります。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

福祉職員が段階的
（新任、中堅、
リーダー、管理者
といった段階ご
と）に共通して求
められる資質能力
の習得及び社会福
祉従事者等の資質
向上を図るため、
「福祉職員生涯研
修」を実施した。
【修了者数合計】
2024年度：900人
2025年度：898人

福祉職員が職層ご
とに求められる知
識や技術を体系的
に習得できるよ
う、福祉職員生涯
研修を実施した。
修了者数を把握し
ながら取組を進め
ており、介護職員
等のキャリア形成
や資質向上に向け
た支援を概ね計画
に沿って実施する
ことができた。

変更な
し

「長野県版キャリアパスモデ
ル」に基づき、職層に応じて
求められる能力を身に付ける
「福祉職員生涯研修」を実施
するなど、介護職員のキャリ
ア形成を支援します。なお、
現場のニーズに応じて、研修
の内容を適宜見直すととも
に、全体を通して、介護職員
の「福祉サービスの基本理念
と倫理」に関する理解向上を
図ります。

福祉・介護を
取り巻く環境
や利用者ニー
ズが多様化す
る中、職員に
求められる知
識や能力も変
化しているこ
とから、現場
ニーズを踏ま
えた研修内容
の充実を図る
必要がある。
また、継続的
な受講機会の
確保とキャリ
ア形成支援を
進めることが
課題である。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

研修を実施する長
野県福祉人材セン
ターにおいて、長
野県内の福祉職員
向けの研修実施団
体の研修情報を総
合的に発信する
ホームページ
「きゃりあねっ
と」の運用を行っ
た。

長野県福祉人材セ
ンターにおいて
「きゃりあねっ
と」を運用し、県
内の福祉職員向け
研修情報の集約・
発信を行った。研
修情報を一元的に
提供することで、
受講機会の確保や
研修の周知に向け
た取組を概ね計画
に沿って実施する
ことができた。

変更な
し

各種研修実施団体の研修情報
を集約・整理して掲載してい
る、ホームページ「きゃりあ
ねっと」を運用し、研修内容
の周知・募集を行います。

目標の評価や指標に
関する特記事項

第８期 第９期

近年横ばいに推移し
ており、目標達成で
きる見込み。

1,390

福祉・介護人
材の資質向上
を図るために
は、多様な研
修情報を分か
りやすく提供
し、必要な研
修へ円滑にア
クセスできる
環境づくりが
重要である。
引き続き、利
用者にとって
活用しやすい
情報発信を行
う必要があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

介護サービス従事者が、やりがいを持って働き続けることで、高齢者が質の高いサービスを受けられ、住み慣れた自宅や地域で安心して生活を
送ることができる社会を目指します。

介護支援課介護人材係

第３節　介護人材の資質向上

継続

認知症介護基礎研修
の増加に伴い目標達
成できる見込み。

継続

85 



3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、事業
所への講師派遣
による研修を実
施し、現場の課
題やニーズに応
じた学習機会を
提供する。介護
技術や専門知識
の向上を支援
し、質の高い介
護サービスの提
供につなげる。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、初任
者研修や実務者
研修の資格取得
に対する支援を
行い、介護人材
の確保と資質向
上を図る。制度
の周知を進める
とともに、事業
所と連携しなが
ら活用促進に取
り組む。

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

関係団体と連携
しながら、認定
介護福祉士養成
研修の受講状況
や現場ニーズの
把握に努める。
あわせて、認定
介護福祉士の養
成促進に向け
て、効果的な支
援のあり方につ
いて検討を進め
る。

6

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、運営
指導や集団指導
等の場を活用し
て、周知・指導
を行っていく。

職員が自身の勤務場所で研修を受講
できるよう、介護福祉士養成施設の
教員や専門職能団体の会員等を派遣
し、介護サービス事業所の課題に応
じた研修を実施します。

介護サービス事業所に対し、運営基
準に基づき職員研修の機会を確保す
るよう運営指導や集団指導等を通じ
て指導します。

介護事業者が、従業員の初任者研修
受講等の資格取得を支援する場合、
その費用を助成します。

居住・施設系サービスを問わず、多
様な利用者・生活環境、サービス提
供形態等に対応して、より質の高い
介護実践や介護サービスマネジメン
ト、介護と医療の連携強化、地域包
括ケア等に対応するための考え方や
知識、技術等を備えた認定介護福祉
士の養成を支援します。

初任者研修及び実
務者研修の資格取
得費用の一部を助
成した。
【補助実績】補助
対象人数、補助額
（総計）
2024年：112人、
4,021千円
2025年：99人、
4,065千円

初任者研修及び実
務者研修の受講に
係る費用の一部を
助成し、介護人材
の資格取得を支援
した。補助実績を
把握しながら取組
を進めており、介
護従事者の資質向
上や人材確保に向
けた支援を概ね計
画に沿って実施す
ることができた。

変更な
し

介護事業者が、従業員の初任
者研修受講等の資格取得を支
援する場合、その費用を助成
します。

介護人材不足
が続く中、介
護職への入職
促進や職員の
スキルアップ
を図るため、
資格取得支援
を継続する必
要がある。ま
た、制度の活
用促進を図り
ながら、より
多くの職員が
研修を受講で
きる環境づく
りが課題であ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

「認定介護福祉士
養成研修」を開催
している長野県介
護福祉士会が、同
研修により介護福
祉士の資質向上を
図った。県として
は、研修参加者数
が見込めず、研修
費への支援等は行
えなかった。

認定介護福祉士養
成研修を実施する
関係団体におい
て、介護福祉士の
資質向上に向けた
取組が行われた。
一方で、研修参加
者数が見込めな
かったことから、
県による研修費支
援等は実施に至ら
なかった。

介護福祉士会等職
能団体等の会員等
が事業所を訪問し
介護技術等に関す
る研修を実施し
た。
【研修参加者数】
2024年：6,520人
2025年：6,258人

介護福祉士会等の
職能団体と連携
し、事業所へ講師
を派遣して介護技
術等に関する研修
を実施した。参加
者数を把握しなが
ら取組を進めてお
り、事業所ごとの
課題に応じた資質
向上支援を概ね計
画に沿って実施す
ることができた。

変更な
し

職員が自身の勤務場所で研修
を受講できるよう、介護福祉
士養成施設の教員や専門職能
団体の会員等を派遣し、介護
サービス事業所の課題に応じ
た研修を実施します。

介護現場が抱
える課題は事
業所ごとに異
なるため、そ
れぞれの実情
に応じた研修
を継続して実
施する必要が
ある。また、
職員が受講し
やすい環境を
確保しなが
ら、介護技術
や専門知識の
向上を図るこ
とが課題であ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

変更な
し

居住・施設系サービスを問わ
ず、多様な利用者・生活環
境、サービス提供形態等に対
応して、より質の高い介護実
践や介護サービスマネジメン
ト、介護と医療の連携強化、
地域包括ケア等に対応するた
めの考え方や知識、技術等を
備えた認定介護福祉士の養成
を支援します。

認定介護福祉
士の養成は介
護サービスの
質の向上に資
する取組であ
るが、受講者
の確保やニー
ズの把握が課
題となってい
る。今後は、
認定介護福祉
士の養成に対
してどのよう
な支援が効果
的であるかを
検討していく
必要がある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

運営指導や集団指
導等の場を活用し
て、周知・指導を
行った。

運営指導結果を踏
まえながら行っ
た。

変更な
し

介護サービス事業所に対し、
運営基準に基づき職員研修の
機会を確保するよう運営指導
や集団指導等を通じて指導し
ます。

必要な対応の
理解

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
職員初任者研修
や生活援助従事
者研修の指定等
を適切に実施
し、介護人材の
養成に必要な研
修機会の確保を
図る。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、研修
実施団体と連携
し、法定研修を
適切に実施し、
介護支援専門員
の専門性向上を
支援する。あわ
せて、制度改正
や地域包括ケア
の推進などを踏
まえた研修内容
の充実を図る。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、外国
人介護人材に対
する学習支援、
生活支援及び研
修を実施すると
ともに、受入施
設への支援を行
う。外国人介護
人材が安心して
働き続けられる
環境づくりを進
め、人材の定着
を促進する。

介護資格を取得するための研修を実
施する事業者を指定等することによ
り、必要な研修の機会を確保しま
す。

施策 2 ◆対象者別研修による支援

介護職員初任者研
修、生活援助従事
者研修の事業所指
定及び研修指定を
行い、研修機会の
確保を図った。
【指定事業所数】
（R8.4.1時点、廃
止及び休止を除
く）
初任者研修：58事
業所
生活援助従事者:
２事業所

介護職員初任者研
修及び生活援助従
事者研修につい
て、事業所指定等
を行うことで研修
機会の確保を図っ
た。指定事業所数
を把握しながら、
介護人材の養成に
必要な研修体制の
維持に取り組むこ
とができた。

変更な
し

介護資格を取得するための研
修を実施する事業者を指定等
することにより、必要な研修
の機会を確保します。

介護人材の確
保に向けて
は、必要な資
格を取得でき
る環境を継続
的に確保する
ことが重要で
ある。引き続
き、受講ニー
ズや地域の状
況を踏まえな
がら、研修機
会を維持して
いく必要があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

①第９期の方向性
（施策説明文）

現任の介護支援専門員や介護支援専
門員実務研修受講試験合格者を対象
に、体系的かつ実務的な研修を実施
し、質の向上を図ります。

外国籍の介護従事者に対しては、学
習支援、生活支援等の必要な支援を
行います。

介護支援専門
員には、多様
化・複雑化す
る利用者支援
への対応が求
められている
ことから、実
践的な知識や
技術の向上を
図る必要があ
る。また、制
度改正等にも
対応できるよ
う継続的な資
質向上支援が
必要である。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

・EPA介護福祉士
候補者を受け入れ
た施設における学
習費用、及び、技
能実習生及び１号
特定技能外国人を
対象にした介護技
能を向上するため
の集合研修等に必
要な費用を補助し
た。また、外国人
材用の住居借り上
げに必要な費用を
補助した。
〇介護福祉士候補
者学習支援者数
2024年：51人
2025年：64人
〇技能実習及び特
定技能外国人を対
象にした集合研修
実施回数
2024年度：11回
2025年度：８回
○外国人受入施設
職員向け研修
2024年度：４回
2025年度：５回
〇住居借上げ支援
対象外国人材者数
2024年度:153人
2025年度：191人

EPA介護福祉士候
補者や技能実習
生、特定技能外国
人等を対象とし
て、学習支援、集
合研修、住居借上
げ支援等を実施し
た。また、受入施
設職員向け研修も
行い、外国人介護
人材の受入環境整
備に取り組んだ。
各事業の実績を把
握しながら、概ね
計画に沿って取組
を実施することが
できた。

変更な
し

外国籍の介護従事者に対して
は、学習支援、生活支援等の
必要な支援を行います。

外国人介護人
材の活躍を促
進するために
は、日本語能
力や介護技術
の向上に加
え、安心して
就労・生活で
きる環境整備
を継続する必
要がある。ま
た、受入施設
に対する支援
や理解促進を
進めることが
課題である。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

・介護支援専門員
研修（法定研修）
を実施した。
【受講者数】
2024年：1,390人
2025年：1,278人

現任の介護支援専
門員や実務研修受
講試験合格者を対
象として法定研修
を実施した。受講
者数を把握しなが
ら研修を行い、介
護支援専門員の知
識及び実務能力の
向上に向けた取組
を概ね計画に沿っ
て実施することが
できた。

変更な
し

現任の介護支援専門員や介護
支援専門員実務研修受講試験
合格者を対象に、体系的かつ
実務的な研修を実施し、質の
向上を図ります。

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性
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4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、認知
症介護基礎研修
及びフォロー
アップ研修を実
施し、介護従事
者の専門性向上
を支援する。あ
わせて、受講
ニーズの把握や
研修内容の見直
しを行い、認知
症介護の質の向
上を図る。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
職員を対象とし
た研修会を開催
し、最新の医療
知識や医療職種
との連携に関す
る理解促進を図
る。あわせて、
介護現場で活用
しやすい実践的
な内容の充実に
取り組む。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

認知症介護の指導者と、認知症に関
して専門的な知識・技術を習得した
介護職員を養成するための研修を実
施します。

医療と介護の連携に向けて、介護職
員の医療的知識の向上を図るための
研修を実施します。

介護事業所の職員
を対象に、介護現
場において医療職
種との連携促進を
図ってもらうた
め、最新の医療知
識の習得を目的と
する研修会を開催
した。
【参加者数】
2024年：１回（受
講者142人、後日
視聴回数788回）
2025年：１回（受
講者116人、後日
視聴回数610回）

介護事業所職員を
対象として、最新
の医療知識の習得
や医療職種との連
携促進を目的とし
た研修会を実施し
た。参加者数及び
後日視聴回数を把
握しながら取組を
進めており、介護
職員の知識向上と
医療・介護連携の
推進に向けた支援
を実施することが
できた。

変更な
し

医療と介護の連携に向けて、
介護職員の医療的知識の向上
を図るための研修を実施しま
す。

高齢者の重度
化や医療ニー
ズの増加に伴
い、介護職員
にも医療的知
識の習得が求
められてい
る。引き続
き、医療職種
との連携に必
要な知識を学
ぶ機会を確保
し、現場で活
用できる内容
の充実を図る
必要がある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

第10期においても、介護サービスの質の向上と人材の確保・定着を図るため、介護職員等を対象とした各種研修の実施や資格取得支援、研修情報の発信等
を継続する。あわせて、介護支援専門員や認知症介護従事者の専門性向上、外国人介護人材への学習・生活支援、医療と介護の連携に必要な知識の習得支
援などを進める。また、現場ニーズや制度改正等を踏まえながら研修内容の充実を図るとともに、認定介護福祉士の養成支援のあり方についても検討し、
介護人材の資質向上とキャリア形成を総合的に支援していく。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

第９期においては、福祉職員生涯研修、介護支援専門員研修、認知症介護研修、医療的知識向上研修等を実施するとともに、資格取得支援や事業所への講師派遣、研修情報
の発信、外国人介護人材への学習・生活支援などを通じて、介護人材の資質向上に取り組んだ。各種研修の受講者数や修了者数、補助実績等を把握しながら事業を実施して
おり、介護職員等の専門性向上やキャリア形成を支援することができた。一方で、介護ニーズの多様化や介護人材不足が続く中、現場ニーズに応じた研修内容の充実や受講
機会の確保、外国人介護人材への支援、認定介護福祉士の養成支援等について継続的に取り組む必要がある。

認知症介護従事者
の養成のため、国
の標準カリキュラ
ムに基づき研修を
実施した。2021年
度より国の要綱改
正に伴い、認知症
介護基礎研修のe
ラーニング研修を
開始したため、認
知症介護基礎研修
eラーニング修了
者を対象にした対
面形式のフォロー
アップ研修を2022
年度から県独自に
実施している。
【修了者数】
○基礎研修
2024年度：795人
2025年度：678人
○フォローアップ
研修
2024年度：17人
2025年度：14人

認知症介護従事者
の養成のため、国
の標準カリキュラ
ムに基づく認知症
介護基礎研修及び
県独自のフォロー
アップ研修を実施
した。修了者数を
把握しながら取組
を進めており、認
知症介護に関する
知識・技術の向上
に向けた支援を概
ね計画に沿って実
施することができ
た。

変更な
し

認知症介護の指導者と、認知
症に関して専門的な知識・技
術を習得した介護職員を養成
するための研修を実施しま
す。

認知症介護の
質の向上を図
るため、継続
的な研修機会
の確保が必要
である。特
に、フォロー
アップ研修に
ついては受講
者の確保や現
場ニーズの把
握を進め、よ
り効果的な研
修内容や実施
方法を検討し
ていく必要が
ある。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

88 



■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

2

3

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、学校
や教育委員会、
長野県社会福祉
協議会、社会福
祉施設等と連携
し、訪問講座の
実施を通じて福
祉・介護の仕事
の意義や魅力を
発信する。あわ
せて、受講者数
等の実績を把握
しながら、対象
者に応じた効果
的な周知方法や
講座内容の工夫
を検討する。

推進目標 4

章 9

節 4

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

介護サービス従事者が、やりがいを持って働き続けることで、高齢者が質の高いサービスを受けられ、住み慣れた自宅や地域で安心して生活を
送ることができる社会を目指します。

介護支援課介護人材係

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第９章：介護人材の養成・確保、事業所の生産性向上の推進

第４節　福祉・介護に対する理解の向上

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標

93.1 95.1 96.0

訪問講座受講者数 人 6,773 4,943 6,773 4,299

介護サービス情報公
表対象事業所の公表
割合

％ 95.1 91.0 95.1 97.2

5,309 3,027

12000
（令和６～
８年度累

計）

福祉の職場体験者数 人 154 242

次代を担う若年世代や進路選択に影
響力を持つ保護者等を対象に、介護
の仕事の現状や魅力を伝えるため、
訪問講座の開催や広報啓発ツールを
作成するなど、福祉・介護に対する
理解の向上やイメージアップを図り
ます。

小中学校、高校等
へ社会福祉施設職
員を派遣し、福
祉・介護サービス
の意義や魅力を学
生等に広くPRする
訪問講座を実施し
た。小中学校にお
いては多くの保護
者が生徒と一緒に
受講した。
【受講者数】（小
中学校、保護者含
む）
2024年：3,716人
2025年：1,626人

訪問講座の実施状
況や受講者数を把
握しながら、概ね
計画に沿って取組
を実施した。小中
学校では保護者も
含めた受講につな
がっており、若年
世代及び保護者へ
の周知・啓発の機
会を確保できた。
一方で、受講後の
意識変化や進路選
択への影響につい
ては、十分な把握
には至っていな
い。

変更な
し

次代を担う若年世代や進路選
択に影響力を持つ保護者等を
対象に、介護の仕事の現状や
魅力を伝えるため、訪問講座
の開催や広報啓発ツールを作
成するなど、福祉・介護に対
する理解の向上やイメージ
アップを図ります。

福祉・介護の
仕事に対する
理解や関心を
一過性のもの
にせず、将来
的な進路選択
や入職意欲に
つなげていく
ことが課題で
ある。また、
学校や教育関
係機関との連
携を継続し、
より多くの児
童・生徒や保
護者に福祉・
介護の魅力を
伝える機会を
確保する必要
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

校外活動の復活によ
る減少やパラリン
ピックの開催による
開催増加など年に
よって変動はあるが
概ね目標通り。

継続

目標を超える参加者
を確保している。

継続154 336 338 459

600
（令和６～
８年度累

計）

施策 1 ◆普及・啓発

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

目標値前後の高い水
準で公表割合を維持
できている。

継続
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2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、長野
県社会福祉協議
会や介護事業所
等と連携し、学
生や一般求職者
等に対する職場
体験の機会を提
供する。受入事
業所との協力の
もと、参加者が
福祉・介護の仕
事を具体的に理
解できるよう内
容の充実を図る
とともに、体験
者数等の実績を
把握しながら取
組を進める。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

教育委員会や学
校、長野県社会
福祉協議会等と
の連携を継続
し、訪問講座や
職場体験事業等
の周知を図る。
あわせて、学校
現場における
キャリア教育の
取組と接続しな
がら、児童・生徒
が福祉・介護の
仕事に触れる機
会を確保し、関
係機関による情
報共有を進め
る。

4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、介護
の日に合わせた
イベント等を活
用し、事業者団
体等と連携して
介護の仕事や高
齢者介護への理
解促進を図る。
介護技術コンテ
スト等を通じて
介護職の専門性
や魅力を発信す
るとともに、県
民が介護を身近
なものとして考
える機会の創出
に取り組む。

5

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

公表に係る手続
きの個別支援

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

中学生、高校生や福祉に関心のある
一般求職者等に対し、多くの事業所
との協働と連携により福祉の職場体
験の機会を提供します。

教育委員会と連携し、学校、教育関
係機関、地域、社会福祉協議会等に
よるキャリア教育の推進、充実等を
図るためのネットワークづくりを進
めます。

福祉・介護分
野を将来の進
路選択肢の一
つとして認識
してもらうた
め、教育委員
会、学校、社
会福祉協議
会、地域の関
係機関との連
携を継続する
必要がある。
また、既存事
業の周知に加
え、学校現場
のニーズに応
じた情報提供
や参加しやす
い仕組みづく
りが課題であ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

学生や就職希望者
等に、実際の介護
現場において利用
者の介護等に携わ
る職場体験の機会
を提供した。
【体験者数】（全
区分）
2024年：338人
2025年：459人

職場体験の実施状
況や体験者数を把
握しながら、学生
や就職希望者等が
実際の介護現場に
触れる機会を提供
した。体験者数は
年度ごとに確認し
ており、取組の実
施状況を一定程度
把握できている。
一方で、体験後の
就職や進路選択へ
のつながりについ
ては、継続的な把
握が課題である。

変更な
し

中学生、高校生や福祉に関心
のある一般求職者等に対し、
多くの事業所との協働と連携
により福祉の職場体験の機会
を提供します。

福祉の職場体
験を、単なる
体験機会にと
どめず、福
祉・介護分野
への理解促進
や将来的な入
職につなげて
いくことが課
題である。ま
た、受入事業
所との連携を
継続し、参加
者が現場の魅
力や仕事の実
際を具体的に
理解できる体
験内容を確保
する必要があ
る。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

教育委員会と連携
する中で、長野県
社会福祉協議会が
実施する「職場体
験事業」や「訪問
講座」などの事業
をPRし、多くの児
童・生徒に参加し
てもらうことで、
キャリア教育を推
進した。

教育委員会との連
携を図りながら、
長野県社会福祉協
議会が実施する職
場体験事業や訪問
講座等の周知を行
い、児童・生徒の
参加機会の確保に
努めた。関係機関
と連携して取組を
進めることはでき
たが、キャリア教
育としての効果や
参加後の意識変化
については、把握
方法に課題があ
る。

変更な
し

教育委員会と連携し、学校、
教育関係機関、地域、社会福
祉協議会等によるキャリア教
育の推進、充実等を図るため
のネットワークづくりを進め
ます。

11月11日の「介護の日」に合わせ、

事業者団体等と連携して、介護技術
コンテスト等高齢者や介護に対する
県民の理解を深めるためのイベント
等を行い、地域社会における支え合
いの大切さを啓発します。

介護サービス事業所の選択や職場環
境の理解に役立てるため、サービス
内容や利用環境、処遇・財務状況な
どを含む介護サービス情報の公表を
進めます。

介護の仕事を目指
す学生や介護職員
の介護技術の向上
及び、県民の皆様
に「介護の仕事」
への理解を深めて
いただくことを目
的に、介護技術コ
ンテスト開催し、
ふっころフェス
ティバル（「介護
の日」に合わせて
開催する福祉啓発
イベント）におい
て表彰した。

介護の日に合わせ
た福祉啓発イベン
トにおいて、介護
技術コンテストの
開催及び表彰を行
い、介護の仕事へ
の理解促進や介護
職員等の意欲向上
につながる機会を
設けた。イベント
実施により県民へ
の周知は一定程度
行えたが、参加者
の理解度や啓発効
果の把握について
は課題がある。

変更な
し

1月11日の「介護の日」に合
わせ、事業者団体等と連携し
て、介護技術コンテスト等高
齢者や介護に対する県民の理
解を深めるためのイベント等
を行い、地域社会における支
え合いの大切さを啓発しま
す。

対象事業者の介護
サービス情報の公
表割合が高水準を
維持できた。

対象事業所の公表
の有無を個別確認
し、必要に応じて
対応の督促を行っ
た。

変更な
し

介護サービス事業所の選択や
職場環境の理解に役立てるた
め、サービス内容や利用環
境、処遇・財務状況などを含
む介護サービス情報の公表を
進めます。

介護の日を契
機とした啓発
を継続し、県
民に介護の仕
事の専門性や
魅力、地域社
会における支
え合いの重要
性を分かりや
すく伝えてい
くことが課題
である。ま
た、事業者団
体等との連携
を維持しなが
ら、より多く
の県民が関心
を持てる内容
としていく必
要がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

対応が困難な
事業所への支
援

その他

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

第９期においては、訪問講座、福祉の職場体験、教育委員会等と連携したキャリア教育、介護の日に合わせた啓発イベント等を通じて、若年世代や保護者、一般県民に対
し、福祉・介護の仕事の意義や魅力を伝える取組を実施した。小中学校、高校等への社会福祉施設職員の派遣や、実際の介護現場に触れる職場体験の機会提供、介護技術コ
ンテスト等の実施により、福祉・介護に対する理解促進やイメージアップに一定程度つながった。引き続き、参加者数等の実績を把握しながら、関係機関と連携して取組を
継続していく必要がある。
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第10期においては、若年世代や保護者、一般県民に対し、福祉・介護の仕事の魅力や専門性、地域社会における支え合いの重要性を分かりやすく発信する
取組を継続する。訪問講座や福祉の職場体験、教育委員会等と連携したキャリア教育、介護の日に合わせた啓発イベント等を引き続き実施し、福祉・介護
分野を将来の進路選択肢や身近な仕事として認識してもらえるよう取り組む。あわせて、学校、教育委員会、社会福祉協議会、事業者団体等との連携を図
りながら、対象者に応じた効果的な周知や内容の充実を進める。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

引き続き、集団
指導や運営指導
等を通じて取り
組んでいく。

2

担当課内
及び関係
課との連
携・情報
共有

関係課で連携し
て対応してい
く。

3

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

伴走型支援や研
修により、サー
ビスB・C立ち上
げに向けた意識
醸成を図る。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

研修会の実施

推進目標 4

章 10

節 1

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

介護保険制度の適正な運用や保険者機能の強化を支援し、所得に応じた負担で質の高い介護サービスを提供できる仕組みを構築することによ
り、介護保険制度が適切かつ安定的に運営される社会を維持します。

介護支援課サービス係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第８期 第９期

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

32.3 33.8 33.4
運営指導の実施事業
所数の割合

％ 29.8 19.9 29.8 29.2

不正な行為や基準違反の疑いのある
事業所に対しては、迅速かつ重点的
な監査を実施します。

介護予防支援事業所が市町村と連携
を図り、適切な介護予防事業を実施
できるよう支援します。

集団指導や運営指導等を通じて、介
護サービス事業所に対して制度の周
知や適切な指導を行います。

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

サービスB・C
の更なる拡大
に向けた市町
村支援が必要

内部や
外部の
関係者
と先進
事例の
共有・
展開を
図る

施策 1 ◆適正な事業運営のための指導・支援

集団指導や運営指
導等を通じて事業
所に指導等を行っ
た。

運営指導時の指摘
状況を踏まえて対
応した。

変更な
し

集団指導や運営指導等を通じ
て、介護サービス事業所に対
して制度の周知や適切な指導
を行います。

制度や必要な
対応の周知

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

地域密着型の介護サービス事業所や
居宅介護支援事業所に対し、適切に
指導・監査等が行われるよう、市町
村を対象とした研修会の開催など必
要な支援を行います。

施策 2 ◆市町村が行う介護サービス事業所への指導等に対する支援

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

毎年度研修会を開
催した。

開催にあたって
は、毎年度説明事
項の調整を行っ
た。

変更な
し

地域密着型の介護サービス事
業所や居宅介護支援事業所に
対し、適切に指導・監査等が
行われるよう、市町村を対象
とした研修会の開催など必要
な支援を行います。

制度や必要な
対応の周知

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

不正の疑いのある
事業所に対して、
監査を行い、処分
を行った案件が
あった。

監査を実施する件
数は少ないため、
実施した案件に係
る引継が必要。

変更な
し

不正な行為や基準違反の疑い
のある事業所に対しては、迅
速かつ重点的な監査を実施し
ます。

関係課で連携
した対応が必
要

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

市町村等を対象に
した研修会を開催
し、先進事例の横
展開を図った。

サービスB・Cに取
組む団体が少しず
つではあるが増え
てきている。

変更な
し

介護予防支援事業所が市町村
と連携を図り、適切な介護予
防事業を実施できるよう支援
します。

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第10章：介護保険制度の適切な運営

第１節　介護サービスの質の向上

目標前後の割合を概
ね維持できている。

引き続き、計画的に運営指導に取
り組んでいく。
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■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）
平時の対応としては、運営指導や集団指導で事業者に対して指導を行い、不正の疑い等がある場合には必要に応じて監査を実施していく。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

集団指導や運営指導等を通して、一定の指導や制度周知を図ることができた。引き続き、事業者が質の高いサービスを提供できるよう取り組んでいく。
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

2

3

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

保険者向けの研
修会や会議の場
等で、被保険者
等への丁寧な説
明等を求めてい
く。

2

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

各々がそれぞれ
の立場で要介護
認定に関する理
解を一層深め、
適切な要介護認
定につながるよ
う、研修等で支
援する。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

保険者向けの研
修会や会議の場
等で、被保険者
等への丁寧な説
明等を求めてい
く。

推進目標 4

章 10

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023
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2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

介護保険制度の適正な運用や保険者機能の強化を支援し、所得に応じた負担で質の高い介護サービスを提供できる仕組みを構築することにより、
介護保険制度が適切かつ安定的に運営される社会を維持します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

93.1 95.1 96.0
介護サービス情報公
表対象事業所の公表
割合

％ 95.1 91.0 95.1 97.2

認定調査員、介護認定審査会委員及
び主治医に対する研修を実施するこ
とにより、適切な要介護（要支援）
認定の実施を推進します。

要介護（要支援）認定の仕組みや制
度について、県民等に周知を図りま
す。

市町村が行った要介護（要支援）認
定に関する処分や保険料の賦課徴収
に関する処分等に対する不服の審理
及び裁決を行う第三者機関として、
介護保険審査会を運営します。

具体的な課題
最も近いも
のを選択

実際に認定す
るのは保険者
であるため、
上記１でも記
載したとお
り、最終的に
は保険者から
の丁寧な説明
がないと、被
保険者等に要
介護（要支
援）認定につ
いて納得いた
だけないケー
スもある。

現場の担い
手への支援
を行う

施策 1 ◆サービス利用者支援

要介護認定や介護
保険料の賦課決定
処分等に係る審査
請求につき、各案
件について介護保
険審査会を開催
し、裁決を行うこ
とができた。

各年度において審
査請求件数に差は
あるものの、介護
保険審査会の事務
局として、審査請
求書受理から裁決
に至るまで、適切
な手続きを踏んで
実施することがで
きた。

変更な
し

市町村が行った要介護（要支
援）認定に関する処分や保険
料の賦課徴収に関する処分等
に対する不服の審理及び裁決
を行う第三者機関として、介
護保険審査会を運営します。

保険者におけ
る説明不足が
原因で審査請
求に発展する
ケースもあ
り、保険者か
ら被保険者等
への丁寧な説
明が必要。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

計画との乖離率は縮小している。 継続

介護給付の計画との
乖離率(居宅サービス
給付費)

% -4.7 -4.7 ― ― -1.2 ― 計画との乖離率は縮小している。 継続

介護給付の計画との
乖離率(施設サービス
給付費)

% -3.5 -3.5 ― ― -0.6 ―

継続
介護給付の計画との
乖離率(在宅サービス
給付費)

% -3.8 -3.8 ― ― -5.0 ―
計画との乖離率が若干増加してい
る。

目標値前後の高い水
準で公表割合を維持
できている。

継続

現場の担い
手への支援
を行う

認定調査員、介護
認定審査会委員及
び主治医に対する
研修を実施し、適
切な要介護（要支
援）認定の実施を
推進することがで
きた。

各受講者の理解度
に差が生じている
ものの、基本事
項、最新情報及び
留意点について周
知することができ
た。

変更な
し

認定調査員、介護認定審査会
委員及び主治医に対する研修
を実施することにより、適切
な要介護（要支援）認定の実
施を推進します。

法令で決めら
れた要介護認
定にかかる期
間を厳守でき
るよう、受講
者がより知識
を蓄え、効率
的に進めてい
くことが必
要。

研修や学び
の機会の提
供や有識者
からの意見
聴取を行う

県ホームページや
保険者を通した制
度周知を実施した
ほか、県民等から
直接電話で問合わ
せがあった際にも
説明を行った。

周知の結果を測る
のは難しい面もあ
るが、今後も県民
等から周知に関す
る要望があれば施
策に反映していき
たい。

変更な
し

要介護（要支援）認定の仕組
みや制度について、県民等に
周知を図ります。

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第10章：介護保険制度の適切な運営

第２節　適切なサービス利用の促進	
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4

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

指定市町村事務
受託法人への委
託制度につい
て、市町村等へ
の周知を徹底し
ていく。

5

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

介護認定審査会
委員研修での情
報提供の実施。
年１回実施して
いる事務局担当
者会議におい
て、広域連合同
士が情報共有で
きる場を設け
る。

6

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

集団指導及び運
営指導等を活用
して取り組んで
いく。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策の推
進のため
に必要な
知識や情
報

対象事業者に対
して個別に対応
していく。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

対象事業者に対
して個別に対応
していく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

介護サービス事業者が苦情や介護事
故等に適切に対応し、適正なサービ
スが提供されるよう、集団指導及び
運営指導において必要な助言、指導
を行います。

市町村等における認定調査事務の負
担軽減のため、指定市町村事務受託
法人への委託を可能とし、適切な要
介護（要支援）認定の実施体制の整
備を支援します。

介護認定審査会の簡素化や認定事務
におけるICTの活用など、申請から認
定までの期間短縮に資する取組等を
共有し、適切な要介護（要支援）認
定の実施を支援します。

指定市町村事務受
託法人への委託に
より、市町村等の
認定調査事務の負
担軽減につなが
り、要介護（要支
援）認定の実施体
制を整備すること
ができた。

委託による市町村
等の負担軽減の測
定は未実施だが、
調査件数の軽減に
寄与しているた
め、引き続き実施
体制を整備してい
きたい。

変更な
し

市町村等における認定調査事
務の負担軽減のため、指定市
町村事務受託法人への委託を
可能とし、適切な要介護（要
支援）認定の実施体制の整備
を支援します。

市町村等に
よっては、指
定市町村事務
受託法人への
委託につい
て、十分に内
容を理解して
いないことが
想定される。

現場の担い
手への支援
を行う

介護認定審査会委
員研修において説
明を実施した。

介護サービス利用者の最適な事業所
選択に資する介護サービス情報の公
表制度について周知するとともに、
全ての対象事業所が公表するよう働
きかけます。

施策 2 ◆情報の提供とサービス評価

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近いも
のを選択

目標値前後の高い
水準で公表割合を
維持することがで
きた。

対象事業の個別対
応状況を踏まえな
がら必要に応じて
督促を行った。

変更な
し

介護サービス利用者の最適な
事業所選択に資する介護サー
ビス情報の公表制度について
周知するとともに、全ての対
象事業所が公表するよう働き
かけます。

必要な対応の
周知

その他

福祉サービス第三者評価事業につい
て、事業者に対し受審を促進するこ
とによりサービスの質の向上を図る
とともに、利用者のサービス選択に
資するよう評価結果を公表します。
また、評価力の向上を図るため、評
価調査者に対する研修を実施しま
す。

その他

第三者評価調査者
の質を確保し、事
業者及び利用者の
信頼を得て適切に
事業が実施される
よう評価調査者の
研修を実施した。

評価調査者研修を
通じて、福祉サー
ビスの質の向上と
利用者の適切な
サービス選択に資
する取組を推進し
た。

変更な
し

福祉サービス第三者評価事業
について、事業者に対し受審
を促進することによりサービ
スの質の向上を図るととも
に、利用者のサービス選択に
資するよう評価結果を公表し
ます。また、評価力の向上を
図るため、評価調査者に対す
る研修を実施します。

多くの事業者
が第三者評価
を受審するよ
う普及・啓発
活動の推進が
課題。

会議や研修の場を通じて、介護認定に関する保険者から被保険者等への丁寧な説明を求めていく。
介護サービス利用者が適正なサービスを受けられるよう、引き続き介護事業者への指導・介護サービス情報の公表等を進めていく。

介護認定審査会委
員研修受講者確認
票を用いて受講者
の理解度を確認し
た。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終アウト
カム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

変更な
し

介護認定審査会の簡素化や認
定事務におけるICTの活用な
ど、申請から認定までの期間
短縮に資する取組等を共有
し、適切な要介護（要支援）
認定の実施を支援します。

介護認定審査
会に関する最
新情報等を盛
り込み、研修
を実施してい
く必要があ
る。

現場の担い
手への支援
を行う

集団指導及び運営
指導において、制
度周知・指導を
行った。

運営指導時の指摘
状況や事故報告の
分析資料を用いて
対応した。

変更な
し

介護サービス事業者が苦情や
介護事故等に適切に対応し、
適正なサービスが提供される
よう、集団指導及び運営指導
において必要な助言、指導を
行います。

制度や必要な
取組の周知

研修や学び
の機会の提
供や有識者
からの意見
聴取を行う

適切な要介護認定実施への支援や、認定に不服があった場合の介護保険審査会の開催のほか、介護サービス事業者への指導、介護サービス情報の公表等を通して、県民にとって
介護保険制度が適切かつ安定的に運営されるような仕組みづくりができた。
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■目指す姿

■活動指標の数値の推移

1

■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

市町村が介護保
険財政関係で問
題が発生した場
合等に、迅速に
情報共有できる
体制・関係づく
りを進める。

2

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

回答が長期間
滞っているもの
については再度
厚生労働省へ確
認を行うなど、
市町村に少しで
も早く回答が提
供できるよう努
める。

3

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

市町村が介護保
険財政関係で問
題が発生した場
合等に、迅速に
情報共有できる
体制・関係づく
りを進める。

推進目標 4

章 10

節 3

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

介護保険制度の適正な運用や市町村機能の強化を支援し、所得に応じた負担で質の高い介護サービスを提供できる仕組みを構築することによ
り、介護保険制度が適切かつ安定的に運営される社会を維持します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第８期 第９期

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

189 189 現状以上

（参考指標）社会福
祉法人等による利用
者負担額軽減制度の
実施法人数

法
人
数

187 185 185 187

介護保険制度の運営状況を踏まえて
市町村に対して技術的助言を行い、
介護保険制度の適正な運営を推進し
ます。

中長期的な市町村の保険財政の状況
や人口構造の変化などを見据え、安
定的な介護保険制度運営に向けて必
要な方策を研究します。

臨時の介護報酬改定等や、見込みを
上回る給付費の増加、保険料収納の
悪化により保険財政に不足が生じた
市町村に対し、財政定化基金による
資金の貸付または交付を行い、保険
財政の安定を図ります。

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

安定的な介護
保険制度運営
のため、市町
村の介護保険
財政状況など
を的確に把握
しておく必要
がある。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

施策 1 ◆市町村の介護保険運営に対する支援

保険者に対する要
望調査に基づき、
第８期最終年度に
１保険者（松川
町）に対して貸付
を行った。

行っていない
変更な
し

臨時の介護報酬改定等や、見
込みを上回る給付費の増加、
保険料収納の悪化により保険
財政に不足が生じた市町村に
対し、財政定化基金による資
金の貸付または交付を行い、
保険財政の安定を図ります。

安定的な介護
保険制度運営
のため、市町
村の介護保険
財政状況など
を的確に把握
しておく必要
がある。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

市町村からの問合
せについて、適宜
厚生労働省へも照
会するなど、丁寧
に助言等を行うこ
とができた。

過去の問合せを一
覧にまとめ、回答
内容の確認に役立
てたり、類似事例
があった場合に活
用できるよう工夫
した。

変更な
し

介護保険制度の運営状況を踏
まえて市町村に対して技術的
助言を行い、介護保険制度の
適正な運営を推進します。

厚生労働省か
らの回答に時
間を要し、結
果的に県から
市町村への回
答に多大な時
間を要する
ケースがあ
る。

施策の
作業工
程を作
成し、
進捗管
理を行
いなが
ら工程
の調整
を行う

介護保険に係る市
町村の補助金執行
状況等を基に、各
市町村の状況把握
を行い、必要に応
じて予算編成等に
活用した。

各市町村の介護保
険に係る補助金等
の決算額（確定
額）から、次年度
の予算編成等の基
礎資料とした。

変更な
し

中長期的な市町村の保険財政
の状況や人口構造の変化など
を見据え、安定的な介護保険
制度運営に向けて必要な方策
を研究します。

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第10章：介護保険制度の適切な運営

第３節　保険財政への支援と低所得者の負担軽減等

微増ではあるもの
の、実施法人数は増
加している。

継続
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最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策を実
行するた
めにかか
る期間や
手順の煩
雑さ・施
策の組み
立てや示
し方

市町村が記入し
やすいよう様式
を工夫するとと
もに、記入に際
しての質問等が
あれば分かりや
すい回答を心掛
ける。

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

格差を解消する
ためにも、未実
施市町村への制
度開始を呼びか
ける。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き、市町
村を通した周知
に力を入れる。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

低所得者への保険料の軽減を実施す
る市町村に対して助成することによ
り、低所得者の保険料負担軽減を図
ります。

施策 2 ◆低所得者の介護保険料軽減への支援

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

低所得者への保険
料の軽減を実施す
る市町村に対して
助成することによ
り、低所得者の保
険料の負担軽減を
図ることができ
た。

実績報告や、過年
度再確定等によ
り、適切な規模の
助成を行うことが
できた。

変更な
し

低所得者への保険料の軽減を
実施する市町村に対して助成
することにより、低所得者の
保険料負担軽減を図ります。

市町村が提出
する交付申請
書や実績報告
書等に記載誤
りがあるケー
スが稀に見ら
れる。

その他

施策 3 ◆低所得の利用者等の介護サービス利用料軽減への支援	

介護サービスの利用者負担額や年間
の医療と介護の合計負担額が、所得
に応じて設定された限度額を超えた
ときは、超えた分を保険給付しま
す。

介護サービスを利用する低所得者等
への利用者負担の軽減を行う市町村
に対して支援することにより、低所
得者の介護サービス利用料の負担軽
減を図ります。

介護サービスを利
用する低所得者等
への利用者負担の
軽減を行う市町村
に対して支援する
ことにより、低所
得者の介護サービ
ス利用料の負担軽
減を図った。

各市町村の実績に
応じた補助金交付
ができた。

変更な
し

介護サービスを利用する低所
得者等への利用者負担の軽減
を行う市町村に対して支援す
ることにより、低所得者の介
護サービス利用料の負担軽減
を図ります。

市町村によっ
て、制度の有
無による格差
が生じてい
る。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

介護サービスの利
用者負担額や年間
の医療と介護の合
計負担額が、所得
に応じて設定され
た限度額を超えた
ときは、超えた分
の保険給付を行っ
た。

本制度について、
市町村から制度に
関する照会があっ
た際には、調査の
上、適切に回答す
ることができた。

変更な
し

介護サービスの利用者負担額
や年間の医療と介護の合計負
担額が、所得に応じて設定さ
れた限度額を超えたときは、
超えた分を保険給付します。

制度利用には
申請が必要で
あるため、申
請漏れの無い
よう周知が必
要。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

引き続き、照会対応等の保険者支援に力を入れるとともに、県民が各々の所得や収入に関わらず必要な介護サービスを受けられるよう施策を推進する。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

保険者からの問合せに丁寧に対応するとともに、対象となる全ての県民が必要な介護サービスを受けられるよう、市町村と連携し低所得者向けの支援策等を推進することが
できた。
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■目指す姿

■成果指標（中間アウトカム指標）の推移

1

■アウトプット指標（OP）・ストラクチャー指標（ST）の推移

1

2

1

■活動指標の数値の推移

1

2

3

推進目標 4

章 10

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023

節 4

主幹課

Ⅰ　第９期プランの進捗確認と総括

2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移

介護保険制度の適正な運用や保険者機能の強化を支援し、所得に応じた負担で質の高い介護サービスを提供できる仕組みを構築することによ
り、介護保険制度が適切かつ安定的に運営される社会を維持します。

介護支援課計画係

2021 2022 2023 2024 2025

区分 単位 基準値

実績値の推移
2026年度

目標
第８期 第９期

目標の評価や指標に
関する特記事項

第10期における扱い
（見直しの有無）

98.4
今後調査
予定

100.0

ケアプラン等の点検 ％ 96.8 96.8 93.7 96.8

要介護認定の適正化 ％ 93.7 92.1 84.1 93.7

98.4
今後調査
予定

100.0

縦覧点検・医療情報
との突合

％ 100.0 100.0

計画との乖離率は縮小し、第９期
は乖離なしとなった。

継続
要介護認定率の計画
との乖離

% -2.8 ― -2.8 ― ― 0.0

区分 単位 基準値

実績値の推移
目標の評価や指標に

関する特記事項
第10期における扱い
（見直しの有無）

第８期 第９期

2021 2022 2023 2024 2025

OP

自立支援、重度化
防止等に資する施
策の年１回以上の
進捗管理

自
治
体

73 ― 73 ― なし ―

自立支援、重度化
防止等に資する施
策の年１回以上の
進捗管理

自
治
体

73 ― 73 ― なし ―

ー 見直し

介護保険事業の特
徴を他の地域と比
較・分析し、方策
を策定

自
治
体

68 ― 68 ― 74 ― 策定自治体数が増加した。 継続

ー 見直し

推進目標４：持続可能な介護サービス提供基盤の構築

第10章：介護保険制度の適切な運営

第４節　介護給付適正化の推進

認定調査の適正化実
施率は増加してい
る。

継続

ケアプラン等の点検
実施率は増加してい
る。

継続

縦覧点検・医療情報
との突合実施率は
100%を継続。

継続100.0 100.0 100.0
今後調査
予定

100.0
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■施策の方向性

最も近いも
のを選択

具体的な取組

1

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き研修会
等を通した普及
啓発を継続して
いく。

2

施策に関
わる県組
織以外の
外部の関
係者との
連携

引き続き委託事
業を通した保険
者支援を実施
し、実施率増加
を目指す。

3
引き続き100%を
継続していく。

■本施策の第９期の総括

■第10期に向けた重点取組（予定）

長野県国民健康保険団体連合会や長
野県介護支援専門員協会と連携し
て、国保連合会介護給付適正化シス
テム活用研修会、ケアプランの点検
の実施等を支援します。

適正化事業の実施率の向上を図るだ
けではなく、実施している事業の具
体的な内容等にも着目し、重点化さ
れた点検内容、介護給付適正化シス
テムにより出力される給付実績の帳
票のうち効果が高いと見込まれる帳
票を踏まえ、介護給付適正化に係る
研修会等を行いながら、各事業の改
善に取り組みます。

再編された給付費適正化３事業の実
施率100％を目指し、市町村が策定す

る介護給付適正化計画に位置付けら
れた介護給付に係る適正化事業の実
施の促進を図ります。

具体的な課題
最も近
いもの
を選択

なし
（実施率
100%）

施策 1 ◆市町村支援

市町村向けの研修
会による普及啓発
等を通し、要介護
認定の適正化実施
率を増加させるこ
とができた。

厚生労働省の介護
給付適正化実施状
況調査を基に、市
町村の実施率を把
握しながら事業を
実施した。

変更な
し

再編された給付費適正化３事
業の実施率100％を目指し、
市町村が策定する介護給付適
正化計画に位置付けられた介
護給付に係る適正化事業の実
施の促進を図ります。

実施率は増加
しているもの
の、100%には
届いていな
い。

①第９期の方向性
（施策説明文）

②第９期の振り返り ③第10期の施策の方向性

成果・課題
計画どおり実行できた

か

PDCAサイクル自己
評価

振返りや評価を行いな
がら実行できたか、用
いたデータや指標はあ

るか

施策
説明文
(①)
の変更
有無

変更ありの場合
施策説明文（①）の修正案

第10期の方向性の実行に
向けての主な課題

左記の課題に対する取組

長野県国民健康保険団体連合会や長野県介護支援専門員協会への委託事業の内容について、より市町村のニーズに合ったものとなるよう検討しつつ、介護
給付適正化３事業の実施率100%を目指す。

研修や
学びの
機会の
提供や
有識者
からの
意見聴
取を行
う

委託事業の実施を
通し、ケアプラン
等の点検実施率を
増加させることが
できた。

厚生労働省の介護
給付適正化実施状
況調査を基に、市
町村の実施率を把
握しながら事業を
実施した。

変更な
し

長野県国民健康保険団体連合
会や長野県介護支援専門員協
会と連携して、国保連合会介
護給付適正化システム活用研
修会、ケアプランの点検の実
施等を支援します。

実施率は増加
しているもの
の、100%には
届いていな
い。

内部や
外部の
関係者
との関
係を強
化する

市町村向けの研修
会等の実施もあ
り、縦覧点検・医
療情報との突合実
施率100%を維持す
ることができた。

厚生労働省の介護
給付適正化実施状
況調査を基に、市
町村の実施率を把
握しながら事業を
実施した。

変更な
し

適正化事業の実施率の向上を
図るだけではなく、実施して
いる事業の具体的な内容等に
も着目し、重点化された点検
内容、介護給付適正化システ
ムにより出力される給付実績
の帳票のうち効果が高いと見
込まれる帳票を踏まえ、介護
給付適正化に係る研修会等を
行いながら、各事業の改善に
取り組みます。

（評価の主な視点：①県民のニーズに合った施策だったか　②最終アウトカム・中間アウトカムの達成に妥当な施策だったか　③計画どおり実行できたか　④施策は最終ア
ウトカム・中間アウトカムの変化に影響があったか）

介護給付を必要とする受給者を適切に認定するとともに、受給者が真に必要とする過不足ないサービスを提供するため、委託事業等を通し市町村の介護給付適正化３事業の
推進を後押しできた。
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